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令和７年度研修実施計画の策定にあたって 

 

令和７年度の研修実施計画については、「東京都市町村職員研修所研修基本方針」を踏まえ、市町村意向

調査の結果や社会情勢、市町村の置かれた状況を考慮し、「令和７年度 東京都市町村職員研修所における

研修の重点事項」を定め、これを基に各研修課程が時宜にかなったものとなるよう策定した。 

 

 東京都市町村職員研修所 研修基本方針（抄） 

 

 令和７年度 東京都市町村職員研修所における研修の重点事項 

 

〇 東京都市町村職員研修所は、39組織市町村の共同研修機関として、組織市町村の人材育成基本方針等

を踏まえ、あるべき職員像を次の通り提示し、職員の養成を目指す。 

≪目指す職員像≫ 

①市民感覚で物事をとらえられ、市民に信頼される職員 

②コスト意識を持ち、効率的に事務遂行をできる職員 

③新しい課題に積極的に取り組むチャレンジ精神を持つ職員 

④高い倫理観・使命感、人権意識を持った職員 

⑤自己啓発に積極的で、成長し続ける職員 

⑥組織力の向上に貢献できる職員 

⑦常に危機意識と改革意欲を持ち、業務に取り組む職員 

 

〇 その上で、目指す職員像を踏まえつつ職員の能力向上のために、以下の点を基本として研修を行う。 

≪基本方針≫ 

１ 職層毎に（新たに）必要となる指導育成力、組織管理力等、組織や仕事のマネジメント能力の向上に

資する。 

２ 各業務の遂行を円滑に行うために必要な専門知識、技術等、業務処理能力の向上に資する。 

３ 様々な課題を発見し、解決するために必要な課題発見力、情報活用力や政策立案力等、課題達成能

力の向上に資する。 

４ 円滑に業務遂行をするためのコミュニケーション力、プレゼンテーション力等、対人能力の向上に資

する。 

５ メンタルヘルス等に関する自己管理能力の向上に資する。 

〇 研修所における研修基本方針を踏まえ、年々変化する市町村行政の課題や研修ニーズを考慮のうえ、各

年度の研修実施計画の策定及び研修の実施に際し、重点的に取り組むべき事項として策定するものであ

り、令和７年度は以下の事項に重点を置いて研修を実施する。 

 

 ≪令和７年度 重点事項≫ 

１ デジタル人材育成の強化とＤＸの推進 

○デジタルリテラシーの更なる向上と情報利活用の促進 

○住民サービス向上と業務改善に寄与するデジタルツール活用 

２ 自治体の新たな魅力の創出と発信・活用の強化 

○周辺自治体や民間企業など多様な主体と連携した地域の新たな魅力づくり 

○地域の強みの効果的な発信と活用による関係人口の増加や定住の促進 

３ 職員の育成、確保・定着と職場の活性化への対応 

○魅力ある仕事の構築と職員のエンゲージメント向上につながる取組 

○メンタルヘルス、ハラスメントへの対策と心理的安全性の確保 

○コンプライアンスの推進による事務改善と倫理観の確立 
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東京都市町村職員研修所研修基本方針 

 

１ 社会背景 

市町村を取り巻く社会経済情勢は、少子高齢化、グローバル化、環境・エネルギー問題の

深刻化など大きく変化している。住民の行政に対するニーズも高度化・多様化しており、それ

らに的確に対応すること、さらに、地方分権改革の進展に伴い、市町村の自己決定権と自己

責任が拡大する中で、自主性・自立性をもってその責任を果たしていくことが求められてい

る。 

２ 市町村の人事管理をめぐる現状 

平成９年に策定された「地方自治・新時代に対応した地方公共団体の行政改革推進のた

めの指針（自治事務次官通知）」では、「地方分権の時代にふさわしい総合的な人材育成」

を掲げ、同指針を受けて策定された「地方自治・新時代における人材育成基本方針策定指

針（自治省行政局公務員部長通知）」では、人材育成の目的の明確化、学習的風土づくり等

の総合的取組の推進、人材育成推進体制の整備等とともに、職員研修の充実、多様化を必

要な改革であるとしている。 

平成 26 年５月に公布された改正地方公務員法では、能力及び実績に基づく人事管理の

徹底のための「新たな人事評価制度の導入」を求め、より高い能力を持つ人材の育成と組

織全体の公務能力の向上を図ることを明確化している。 

変化する時代が、市町村行政の人材育成の強化を必要とする一方、厳しい財政状況や行

政改革による定員削減などの影響により、職員にかかる業務負担は増加しており、市町村に

よっては、職員に充分研修を受けさせる余裕のない状況も見受けられる。 

また、ストレスやハラスメントに起因する病気休職や早期退職など新たな人事管理の課題

も顕在化してきており、こうした労働者の心理的負担に対応するため平成 26 年６月公布の

改正労働安全衛生法では、ストレスチェック制度の創設を規定したところである。 

３ 人材育成の重要性 

市町村を取り巻く社会経済情勢が大きく変化する中で、職員一人ひとりの能力を最大限

に引き出し、地域の政策課題や住民の多様化・複雑化するニーズに的確かつ柔軟に対応し

ていくためには、市町村行政を担う職員の資質や能力の一層の高度化がこれまで以上に求

められ、人材育成の重要性は益々高まっている。 

このような状況においてこそ、職員一人ひとりが自ら知識や技術の習得に努めることが必

要であり、そのためにも研修機会の多様化や研修レベルの向上、研修内容の充実を図るな

ど、より効果的効率的な研修の実施が職員研修所に求められている。 

 

2



４ 目指す職員像 

東京都市町村職員研修所は、39組織市町村の共同研修機関として、組織市町村の人材

育成基本方針等を踏まえ、あるべき職員像を次の通り提示し、職員の養成を目指す。 

①市民感覚で物事をとらえられ、市民に信頼される職員 

②コスト意識を持ち、効率的に事務遂行をできる職員 

③新しい課題に積極的に取り組むチャレンジ精神を持つ職員 

④高い倫理観・使命感、人権意識を持った職員 

⑤自己啓発に積極的で、成長し続ける職員 

⑥組織力の向上に貢献できる職員 

⑦常に危機意識と改革意欲を持ち、業務に取り組む職員 

５ 研修の企画、実施 

共同研修実施機関である研修所は、人材育成にあたる組織市町村との役割分担のもと、

協力・連携し、市町村が独自に行うことが困難又は非効率であり、共同（共通）で行うことが

望ましい高度な研修に加え、前向きに業務に取り組む職員、自らの能力開発に主体的な職

員の期待に応える研修を企画、実施する。あわせて、共同研修参加により研修生の人的交

流（ネットワーク）が形成され、研修修了後において、人材育成の基本である自己啓発に資す

ることをねらいとする。 

その上で、目指す職員像を踏まえつつ職員の能力向上のために、以下の点を基本として

研修を行う。 

≪基本方針≫ 

１ 職層毎に（新たに）必要となる指導育成力、組織管理力等、組織や仕事のマネジメン

ト能力の向上に資する。 

２ 各業務の遂行を円滑に行うために必要な専門知識、技術等、業務処理能力の向上

に資する。 

３ 様々な課題を発見し、解決するために必要な課題発見力、情報活用力や政策立案力

等、課題達成能力の向上に資する。 

４ 円滑に業務遂行をするためのコミュニケーション力、プレゼンテーション力等、対人

能力の向上に資する。 

５ メンタルヘルス等に関する自己管理能力の向上に資する。 

 

以上の方針に基づき、各年度の研修は、次の「研修実施計画」に従い実施する。 
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令和7年度

研修体系

地方自治法

地方公務員法

新任研修（Ⅰ期）

新任研修（Ⅱ期）
基 礎 部 門

係長新任研修

課長新任研修

問題解決

講師スキルアップ～伝わる教え方～

政策提案

要約力

職 層 別 研 修 中堅職員の役割

ベテラン職員の役割
調整力・交渉力（主任・主事向け）
調整力・交渉力（管理・監督職向け）

ファシリテーター入門
能 力 向 上 部 門

ハードクレーム対応

不当要求対応

民法（総則・物権法）　  

LoGoフォーム実践

アサーティブコミュニケーション

係長のためのコーチング

判断力向上

管理職のためのリスクマネジメント

講師養成研修（科目別）
講 師 養 成 研 修

デ ジ タ ル 人 材 育 成 研 修

民法（債権法）　           

民法（親族法・相続法） 

民事訴訟法（奇数年度） 

政策課題研究 ※休止

政策法務
自治体経営研修

立法法務　※休止

行政法

地方財政

DXリテラシー向上

デザイン思考

BPR実践

データ利活用（基礎編）

EBPM推進

法務ゼミナール「地方自治法」

工事監理科（土木工事）（奇数年度）　

工事監理科（建築・電気・機械工事）（偶数年度）

エクセル初級
エクセル中級

エクセルＶＢＡマクロ
アクセス初級

技 術 職 研 修 営繕工事科（偶数年度）

Ｊｗ＿ｃａｄ初級

パワーポイント初級

ワード中級

保健師研修（偶数年度）

専 門 職 研 修 栄養士研修（奇数年度）

保育士研修

建築構造科（奇数年度）

工事検査科（偶数年度）

Ｊｗ＿ｃａｄ中級（奇数年度）

ＡｕｔｏＣＡＤ初級

例規作成実務科

自治体債権管理回収科
人事科（偶数年度）

労働安全衛生科（奇数年度）

固定資産税科（初級）土地

固定資産税科（中級）土地

固定資産税科（初級）家屋

図書館科（偶数年度）

総 務 ・ 一 般 部 門 財政科（奇数年度）

メンタルヘルス研修

技能労務職研修（偶数年度） 

個人住民税科（初級）

会計科（偶数年度）

広報科（偶数年度）
契約科（奇数年度）

人権啓発研修

男女共同参画研修

個人住民税科（中級）

法人住民税科（初級）
法人住民税科（中級）（奇数年度）

徴収科（初級）

固定資産税科（中級）家屋

法 務 研 修

固定資産税科（初級）償却資産

道路科（偶数年度）

研
修
所
研
修

自治体改革セミナー

講演会

スポット研修

政策デザインゼミナール

条例案作成プロセス

DX推進リーダー養成

データ利活用（実践編）

生成AＩ活用

地方財政セミナー

徴収科（中級）

実 務 研 修 税 務 部 門 固定資産税科（中級）償却資産（奇数年度）

特 別 研 修
トップマネジメントセミナー

廃棄物対策科
子育て支援科（奇数年度）

事 業 部 門 都市計画科（奇数年度）

下水道科（奇数年度）
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令和７年度 

研修実施計画 

 

Ⅰ 計画概要 

Ⅱ 計画内容 

Ⅲ 研修別内容 
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Ⅰ 計画概要 

 

１ 研修所研修 

（１）職層別研修  職層毎に（新たに）求められる基礎的知識及び必要能力の向上を図る。 

［基礎部門］ 

・各研修の推薦希望人員を原則全て受け入れて実施する。 

・『新任研修（Ⅰ期）』の市町村特別職等による「基調講義」、有識者による「政策講義」は、引き続き全

体集合形式により実施するとともに、ライブ配信を行う。 

・通所で実施していた『新任研修（Ⅰ期）』の「地方公務員とコンプライアンス」、「地方自治制度」、「地

方公務員制度」、「地方財政制度」及び全体集合形式で実施していた「地方自治と人権」、『新任研修

（Ⅱ期）』で実施していた「自治体法務」の計６科目を、『新任研修（Ⅰ期）』としてオンデマンド配信に

より実施する。 

・『新任研修（Ⅱ期）』の「自治体政策」は、1.5 日から２日に延長して実施する。 

研修名 科目・内容 日数 対象 

新任研修（Ⅰ期） 

基調講義、政策講義 0.5
・令和７年度採用職員又は令和６年度

中途採用職員 

・技能労務職から行政職への転職者で

１年未満の職員又は令和７年度中に

行政職への転職を予定している職員

【オンデマンド】 

地方自治と人権、地方公務員

とコンプライアンス、地方自治

制度、地方公務員制度、地方

財政制度、自治体法務 

－ 

新任研修（Ⅱ期） 自治体政策 ２ 

・令和７年度採用職員又は令和６年度

中途採用職員 

・技能労務職から行政職への転職者で

１年未満の職員又は令和７年度中に

行政職への転職を予定している職員

係長新任研修 

公務員倫理、ハラスメントの防

止、メンタルヘルス 
１ 

係長職１年未満の職員 

仕事と人のマネジメント ２ 

課長新任研修 

公務員倫理、ハラスメントの防

止、メンタルヘルス 
１ 課長職（管理職である課長補佐を含む。）

１年未満の職員 
管理者の役割 ２ 

 

［能力向上部門］ 

・『要約力』、『ハードクレーム対応』はライブ配信のみで実施する。 

研修名 科目・内容 日数 対象 

問題解決 
問題の分類、問題解決のステップ、

グループでの事例研究 
２ 在職３年以上の主任・主事職 

政策提案 

自治体政策の概要（集中講義）、テ

ーマの分析、課題の設定、政策の立

案・決定 

３ 

在職５年以上の主任・主事職

（「政策プレゼンテーション」を受

講した者を除く） 

中堅職員の役割 
中堅職員の役割とは、ＯＪＴのため

の基礎的な知識・技術、事例研究 
２ 在職７年程度の主任・主事職 
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ベテラン職員の役割 

リーダーシップとフォロワーシップの

基本、キャリアの振り返りと自己の

把握 

0.5

在職 15 年以上の主任・主事職

※令和７年度については、平成

23 年３月 31 日までに採用さ

れた職員 

調整力・交渉力 

（主任・主事向け） 

調整、交渉のステップ、実践演習

（実際の事例を使用したトレーニン

グ） 

１ 主任・主事職 

調整力・交渉力 

(管理・監督職向け) 

調整力・交渉力、調整・交渉に必要

な事前準備、周囲への配慮や働き

かけ、調整・交渉に必要なスキル 

１ 係長職以上 

ファシリテーター入門 ファシリテーションスキル、演習 １ 全職員 

ハードクレーム対応 

【ライブ配信のみ】 

クレームの分類と基本姿勢、ハード

クレームにおけるクレーマーの傾向

と対策、組織の連携 

0.5
係長職以下（管理職ではない課

長補佐職を含む） 

不当要求対応 不当要求に対する組織的対応 0.5
部長職、課長職、管理職である

課長補佐職 

要約力 

【ライブ配信のみ】 

要約のためのフロー、要約力の向

上、図解化の意義・手法 
１ 

係長職以下（管理職ではない課長

補佐職を含む） 

アサーティブコミュニケ

ーション 

自己のコミュニケーション傾向と対

策、アサーティブの実践演習 
１ 

係長職以下（管理職ではない課

長補佐職を含む） 

係長のためのコーチン

グ 

コーチングを学ぶ、部下の成長意

欲・自立精神を伸ばす手法、コーチ

ング実践演習 

１ 
係長職（管理職ではない課長補佐

職を含む） 

判断力向上 

インバスケットの基礎知識、問題発

見力・判断力の習得、優先順位のつ

け方・処理方法 

１ 係長職以上 

管理職のためのリスク

マネジメント 

組織内部・災害対応等のリスクマネ

ジメント、メディア対応演習 
２ 

部長職、課長職、管理職である

課長補佐職 

 

（２）講師養成研修  内部講師の養成及び独自研修の支援を図る。 

・『インストラクション』を廃止し、『講師スキルアップ～伝わる教え方～』を特別研修スポット研修から

講師養成研修に移行のうえ実施する。 

・『仕事と人のマネジメント』を実施する。ただし、参加人数が一定数に満たない場合は中止とする。 

・『問題解決・政策提案』、『中堅職員の役割』は休止とする。 

研修名 科目・内容 日数 対象 

講師スキルアップ～伝

わる教え方～ 

講義指導の基礎、講師に求められる

態度、講義の効果的な進め方、レッ

スンプランの作成、模擬講義の実践 

２ 全職員 

講師養成研修 

（仕事と人のマネジメ

ント） 

「仕事と人のマネジメント」とは、模擬

講義、指導方法の習得、登壇実習 
３ 課長補佐職以上 
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（３）法務研修  法務能力の向上を図る。 

 ※奇数年度実施研修 『民事訴訟法』 

・『行政法』、『地方自治法』、『地方公務員法』は令和６年度に引き続き、オンデマンド配信により実施

する。 

・『法務ゼミナール「地方自治法」』を新規に試行実施する。 

・『民事訴訟法』は、３日から２日に短縮して実施する。 

・『行政法（事例・判例研究）（奇数年度実施）』は、廃止する。 

研修名 日数 対象 

行政法【オンデマンド】 － 全職員 

地方自治法【オンデマンド】 － 全職員 

地方公務員法【オンデマンド】 － 全職員 

法務ゼミナール「地方自治法」 1 

原則として、オンデマンド型法務研修「地方自治法」を修了した職

員（修了見込の者及びこれまでに通所型研修を修了した者を含

む） 

民法（総則・物権法） ２ 全職員 

民法（債権法） ２ 全職員 

民法（親族法・相続法） ２ 全職員 

民事訴訟法 ２ 

法務研修「民法」修了など、民法の基礎的知識を有する職員（例：

法規、住民窓口、税務、福祉、教育、施設・道路管理部門等、民事

訴訟に関わる可能性のある職員など） 

 

（４）自治体経営研修  政策形成、政策法務及び政策財務能力の向上を図る。 

 ・『政策課題研究』は休止し、『政策デザインゼミナール』を特別研修スポット研修から自治体経営研修

に移行のうえ、令和６年度に引き続き試行実施する。 

 ・『立法法務』は休止し、『条例案作成プロセス』を試行実施する。 

 ・『地方財政』は、公開講義（半日）を特別研修に移行のうえ、３日から２日に短縮して実施する。 

研修名 科目・内容 日数 対象 

政策デザインゼミ

ナール 

政策デザインとエフェクチュエーショ

ン、テーマの分析・調査（フィールドワ

ーク）・研究、事業案の立案・決定、報

告書作成、成果発表 

6.5 原則として在職５年以上の職員 

政策法務 

政策法務概論、自治体政策、自治立

法、法律・条例の解釈と執行、自治体

争訟法務、政策法務体制 

２ 原則として在職３年以上の職員 

条例案作成プロセ

ス 

政策法務概論、模擬パブリックコメン

トの実施、解決手段を実現するため

の条例骨子作成 

3 

原則として在職５年以上の職員で、

政策提案または政策課題研究等の

政策立案研修を受講した職員 

地方財政 

財政の役割と機能、地方財政の意

義、地方公共団体の収入と支出、地

方公共団体の予算と決算、地方財政

の現状と健全化への取組 

2 原則として在職５年程度の職員 
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（５）デジタル人材育成研修  デジタル分野の知識、技術の向上を図る。 

・『ＤＸリテラシー向上』は、『リテラシー向上』から研修名を変更し、第１回は「ＤＸ総論」、第２回はＤＸに

関する最新の動向を踏まえたテーマとして実施する。 

・『ＤＸ推進リーダー養成』は、実務研修 〔総務・一般部門〕『情報システム調達導入科』の内容を統合

のうえ、新規に体系化し、集合形式で実施する。 

・『データ利活用』は、「基礎編」と「実践編」に分割して実施する。 

・『生成 AＩ活用』を新規に体系化し、実施する。 

・『ＤＸリテラシー向上』、『デザイン思考』、『ＢＰＲ実践』、『データ利活用（基礎編）』、『データ利活用（実

践編）』、『ＥＢＰＭ推進』、『ＬｏＧｏフォーム実践』、『生成 AＩ活用』は、ライブ配信のみで実施する。 

・『エクセルＶＢＡマクロ』は集合形式で実施し、これ以外の『エクセル初級』等の旧情報処理研修は、令

和６年度に引き続きオンデマンド配信により実施する。 

研修名 科目・内容 日数 対象 

ＤＸリテラシー向上 

【ライブ配信のみ】 

自治体ＤＸの概念、背景、

自治体ＤＸへの取組み方 

0.5 

（2 時間）
全職員 

ＤＸ推進リーダー養成 

自治体ＤＸ推進における

ＤＸ推進リーダーの役割、

デジタルツールに係る動

向、システムの調達・運

用、情報提供依頼書（ＲＦ

Ｉ）・提案依頼書（ＲＦＰ）の

作成方法 

2 

各部局でＤＸ推進リーダーとして

位置付けられている職員（ＤＸ推進

リーダーとは、一般行政の中で、デ

ジタル分野における専門知識を身

に付け、一般行政職員や高度専門

人材と連携し、中核となって実務を

取りまとめることができる職員を指

します。） 

デザイン思考 

【ライブ配信のみ】 

デザイン思考の意義、・デ

ザイン思考の実践方法 

0.5 

（2 時間）
全職員 

BPR 実践 

【ライブ配信のみ】 

ＢＰＲとは何か、ＢＰＲの必

要性、ＢＰＲの手法 

0.5 

（2 時間）
全職員 

データ利活用（基礎編） 

【ライブ配信のみ】 

データ利活用とは、データ

利活用のプロセス 

0.5 

（2 時間）
全職員 

データ利活用（実践編） 

【ライブ配信のみ】 

データの分析・評価手法、

データ利活用の事例 

0.5 

（2 時間）
全職員 

EBPM 推進 

【ライブ配信のみ】 

ＥＢＰＭの基礎、データの

分析と活用、シナリオ作

成と施策検討 

0.5 

（2 時間）
全職員 

ＬｏＧｏフォーム実践 

【ライブ配信のみ】 

基本操作、自治体におけ

る活用・導入事例、操作

の実践（フォーマットの作

成、集計） 

0.5 

（2 時間）
全職員 

生成 AＩ活用 

【ライブ配信のみ】 

生成ＡＩの基礎知識、文章

生成ＡＩの実務活用事例、

効果的な文章生成のテク

ニック、文章生成ＡＩ活用

の留意点 

0.5 

（2 時間）
全職員 

エクセル初級 

【オンデマンド】 
－ － 全職員 

エクセル中級 

【オンデマンド】 
－ － 全職員 

エクセル VBA マクロ － 2 全職員 
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アクセス初級 

【オンデマンド】 
－ － 全職員 

パワーポイント初級 

【オンデマンド】 
－ － 全職員 

ワード中級 

【オンデマンド】 
－ － 全職員 

 

（６）専門職研修  専門職に求められる専門知識、技術の向上を図る。 

※奇数年度実施研修 『栄養士研修』 

研修名 科目・内容 日数 対象 

栄養士研修 栄養士の役割 1 栄養士 

保育士研修 保育士の役割 １ 保育士 

 

（７）技術職研修  一般技術職に求められる専門知識、技術の向上を図る。 

※奇数年度実施研修 『工事監理科（土木工事）』、『建築構造科』、『Ｊｗ＿cad 中級』 

・『Ｊｗ＿ｃａｄ初級』は、通所実施に変更し２日間で実施する。 

・『ＡｕｔｏＣＡＤ初級』は、令和６年度に引き続きオンデマンド配信によりする。 

研修名 科目・内容 日数 対象 

工事監理科（土木工

事） 

公共工事の関連法規と品質につ

いて、契約履行の確保、工事請負

契約約款、標準仕様書、工事監理

の必要性 等 

２

土木工事の監督員または施工管理

を行う職員（実務経験３年程度）。た

だし、技術系の職員を配置していな

い団体については、事務系職員でも

監督員の経験があり、かつ実務経験

３年程度であれば可とする。 

建築構造科 
建築基準法の概要、確認審査に

おける構造審査と構造体検査 
2

建築指導、営繕等において確認審査

（構造）、設計、工事監理、工事発注

等を担当する技術系職員。ただし、

技術系職員を配置していない団体に

ついては、事務系職員でも可とす

る。 

Ｊｗ＿ｃａｄ初級 

Ｊｗ＿ｃａｄの基本、コマンドの基本

操作、線分・矩形・円・消去・複写・

移動、複線・伸縮・文字図形登録・

レイヤ 

２
業務上、Ｊｗ＿cad の基本操作の習

得が必要とされる職員 

Ｊｗ＿ｃａｄ中級 

画面の貼り付け、クロックメニュ

ー、平面図、敷地図等の作成や求

積、その他の機能 

2

Ｊｗ＿cad で基本的な作図ができる

職員で、業務上、当該ソフトの応用

操作の習得が必要とされる職員 

ＡｕｔｏＣＡＤ初級 

【オンデマンド】 

ＡｕｔｏＣＡＤ ＬＴの基礎、図形の

作成及び修正、ツールの活用 
－

業務上、AutoCAD の基本操作の習

得が必要とされ、当該ソフトの操作をし

たことがある職員 

 

（８）実務研修  実務に必要な専門知識の向上を図る。 

〔総務・一般部門〕 

※奇数年度実施研修 『労働安全衛生科』、『財政科』、『契約科』 

・『情報システム調達導入科』は廃止し、デジタル人材育成研修『ＤＸ推進リーダー養成』に内容を統

合する。 
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研修名 科目・内容 日数 対象 

例規作成実務科 

法令・例規の種類、条例・規則

等の形式と構成、用語の使い

方・表現方法、制定、改正 

１ 

法制担当課職員として実務経験１

年未満の職員又は例規作成に関

する知識・技法が必要とされる職

員 

自治体債権管理回収科 

自治体債権と債権管理回収、

債権管理回収の具体的方法、

訴訟等手続き 等 

２ 

滞納処分のできない公債権や私

債権を取り扱っている職員で、債

権回収の法的手段についての知

識が必要とされる職員（学童保育

所、保育所、生活保護、公営住

宅、上下水道の業務担当職員等）

労働安全衛生科 

健康管理の基礎知識、職場の

メンタルヘルス、メンタルヘルス

ケア技法 

２ 
原則として実務経験２年未満の

職員 

財政科 
予算編成・執行管理、財政分

析、事例研究 
２ 

原則として実務経験２年未満の

職員 

契約科 
地方公共団体の契約制度、各

種契約 
２ 

原則として実務経験２年未満の

職員 

 

〔税務部門〕 

※奇数年度実施研修 『固定資産税科（中級）償却資産』、『法人住民税科（中級）』 

・初級研修はすべて、令和６年度に引き続きオンデマンド配信により実施する。 

研修名 日数 対象 

固定資産税科（初級）土地 

【オンデマンド】 
－ 実務経験１年未満の職員 

固定資産税科（中級）土地 ２ 実務経験１年以上の職員 

固定資産税科（初級）家屋 

【オンデマンド】 
－ 実務経験１年未満の職員 

固定資産税科（中級）家屋 ２ 実務経験１年以上の職員 

固定資産税科（初級）償却資産 

【オンデマンド】 
－ 実務経験１年未満の職員 

固定資産税科（中級）償却資産 １ 実務経験１年以上の職員 

個人住民税科（初級）【オンデマンド】 － 実務経験１年未満の職員 

個人住民税科（中級） ２ 実務経験１年以上の職員 

法人住民税科（初級）【オンデマンド】 － 実務経験１年未満の職員 

法人住民税科（中級） １ 実務経験１年以上の職員 

徴収科（初級）【オンデマンド】 － 実務経験１年未満の職員 

徴収科（中級） ２ 実務経験１年以上の職員 
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〔事業部門〕 

※奇数年度実施研修 『子育て支援科』、『都市計画科』、『下水道科』 

研修名 科目・内容 日数 対象 

廃棄物対策科 廃棄物処理関連法概説、ごみ減量対策 ２ 
原則として実務経験１年未満の

職員 

子育て支援科 子育て・子育ちを取り巻く現状と課題 １ 子育て支援に携わる職員 

都市計画科 

都市計画の基本的概念、都市計画関連

法令・都市計画法体系、地区計画、開発

許可と建築確認、都市計画における緑地

と活用、市町村マスタープラン、市民との

連携によるまちづくり 

３ 
原則として実務経験２年未満の

職員 

下水道科 
下水道法概説、下水道行政の現状と課

題、排水設備、事例研究 
１ 

原則として実務経験２年未満の

職員 

 

（９）特別研修  職員の自己啓発等の支援を図るため、講演会等、時宜にかなった研修を実施する。 

・自治体経営研修『地方財政』の公開講義部分を、『地方財政セミナー』として新規に特別研修に体系

化のうえ実施する。 

・『発達障害の理解と対応』は、対象を主任・主事職と管理・監督職にわけて、隔年で交互に実施する。

奇数年度は主任・主事職、偶数年度は管理・監督職とする。 

・『講師スキルアップ～伝わる教え方～』は講師養成研修に移行して実施する。 

・『男女共同参画研修』、『メンタルヘルス研修』、『地方財政セミナー』は、ライブ配信のみで実施する。 

研修名 科目・内容 日数 対象 

人権啓発研修 
同和問題・その他の人権問題に

ついて学ぶ。 
0.5

全職員（令和７年度に新任研

修（Ⅰ期）を受講した者を除く）

男女共同参画研修 

【ライブ配信のみ】 

男女共同参画社会の形成の現

状と課題 
0.5 全職員 

メンタルヘルス研修 

【ライブ配信のみ】 

ストレスに関する基本的な知識、

ストレスへの対処法やセルフケア

の方法、周囲や同僚との関わり

方、レジリエンスの基礎知識 

0.5 全職員 

トップマネジメントセミナー  

社会経済情勢等についての情報

を得ることを通して、部長職とし

ての見識を深める。 

0.5
部長職（部を設置していない

町村の課長職を含む。） 

自治体改革セミナー 

自治体職員としての見識を深め

るため、自治体のおかれた最新

の現状と課題について学ぶ。 

0.5 係長職以上 

地方財政セミナー 

【ライブ配信のみ】 
地方財政の現状と課題 0.5 全職員 

講演会 
その都度別途通知（島しょ地区

での実施を含め３回予定） 
－ 全職員 

ス

ポ

ッ

ト

研

修 

はじめての動画作成 

伝わる動画の企画・シナリオの作

り方、撮影・編集のポイント、配信

とその後の分析 

１ 全職員 

発達障害の理解と対

応（主任・主事向け） 

発達障害者の特徴、職場での問

題と対応・接し方、様々な事例 
0.5 原則として主任・主事職 

係長のためのマネジメ

ント 

業務の目的とチームを理解する、

メンバーのモチベーションを上げ

る、自分自身の力量を上げる 

１ 
係長職（管理職ではない課長

補佐職を含む） 
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発想力 

考える方向性、ターゲットの決

定、発想力を日頃から養う視点、

ラテラルシンキングの考え方、ア

イデアを絞り込む時のポイント 

１ 
係長職以下（管理職ではない

課長補佐職を含む） 

自分らしく働く！強み

発揮研修 

自治体で働くことの重要性とやり

がいに気づく、自分の強み・自分

らしさを把握する、組織で自分の

強みを活かす 

１ 在職１～３年目の職員 

 

２ 委託・派遣研修 

研修所での未実施科目の補完、より高度な知識習得のため、東京都職員研修所、特別区職員研

修所及び国土交通省国土交通大学校へ派遣研修を実施する。 

 

３ 受託研修 

東京都市町村が組織団体となっている一部事務組合等の職員について、市町村職員との交流を

促進し、研修受講の機会をより多く提供するため、受託研修を実施する。 

 

４ 研修支援 

研修所は、各市町村が実施する研修について、要請に応じて可能な範囲で支援する。また、東京

都市町村が組織団体となっている一部事務組合等についても同様とする。 

(１)講師の紹介 

研修所で登壇した外部有識者等について、組織市町村からの依頼に基づき紹介を行う。 

(2)研修所講師の派遣 

原則として、地理的条件により研修所での受講が困難な島しょ町村に限り、毎年度研修所講師

を派遣する。 

(３)島しょ講演会への協力 

島しょ地域で開催する島しょ町村職員を対象とした講演会の実施に、年１回協力する。 

(4)研修施設及び設備の貸出 

①組織市町村の職員研修担当部署がその職員を対象に行う研修(ブロック研修を含む)について、

研修所研修に支障がない場合、当該市町村からの依頼に基づき研修室等を貸し出す。 

②研修所が実施するオンライン研修(オンデマンド型、ライブ型含む)の受講に際し、研修生の職場

において受講環境が整わない場合、当該市町村からの依頼に基づき研修室等を貸し出す。 

(5)教材等の貸出及び提供 

①組織市町村の職員研修担当部署がその職員を対象に行う研修に使用する場合に限り、研修所

で作成したオンデマンド教材の一部について、動画ファイル及びテキストデータを提供する。 

②組織市町村からの依頼に基づき、研修所が保有する DVD 等の映像教材を貸し出す。 

 

５ ホームページの効果的な活用 

ホームページの充実を図り、市町村の職員、職場及び研修所間の情報ネットワークを築き、自己啓

発支援に寄与する情報提供を積極的に行う。あわせて、研修参加意欲と研修効果を高め、研修の双

方向性を推進するためのコンテンツを設置のうえ、定期的に更新を行う。 
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Ⅱ　計画内容

１　総括表

回数 クラス数 人員数

55 160 9,389

基礎部門 22 74 5,996
Ⅰ期
（基調講義・政策講義）

1 1 1,375

Ⅰ期　※１
（地方自治制度・地方公務員制度・地方財政制
度・地方公務員とコンプライアンス・自治体法
務・地方自治と人権）

1,386

Ⅱ期 6 35 1,355
公務員倫理・ハラスメントの防
止・メンタルヘルス 3 3 582

仕事と人のマネジメント 5 28 594
公務員倫理・ハラスメントの防
止・メンタルヘルス 2 2 342

管理者の役割 5 5 362

能力向上部門 33 86 3,393

5 25 735

5 23 679

4 19 485

2 2 428

3 3 151

14 14 915

3 3 101

6 6 1,479

4 4 225

23 23 2,074

2 2 120

5 5 233

15 15 1,419

5 5 294

6 6 894

4 4 231

21 21 3,072

3 3 552

2 2 547

2 2 550

1 1 102

2 2 179

1 1 64

2 2 540

8 8 538

134 239 18,112

未定

未定

未定
※１　回数・クラス数の欄にオンデマンド実施分は含まない
※２　島しょ地域での実施分は除く

委託・派遣研修

東京都職員研修所

特別区職員研修所

国土交通大学校

男女共同参画研修（ライブ型研修）

技術職研修　※１

事業部門

特別研修

合計

総務・一般部門

税務部門　※１

人権啓発研修

メンタルヘルス研修（ライブ型研修）

講演会　※２

スポット研修

その他能力向上

法務研修　※１

自治体経営研修

デジタル人材育成研修　※１

専門職研修

地方財政セミナー

令和7年度計画

新任研修

係長新任研修

課長新任研修

研修名等

職層別研修

実務研修　※１

講師養成研修

問題解決

政策提案

中堅職員の役割

ベテラン職員の役割

管理職のためのリスクマネジネント

トップマネジメントセミナー

自治体改革セミナー
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２ 　月別研修実施日程表
４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月

新任研修（Ⅰ期）（全体集合研修） 4/９

新任研修（Ⅰ期）（地方自治制度・地方公務員制度・地
方財政制度・地方公務員とコンプライアンス）

新任研修（Ⅱ期）

①9/4～5
②9/11～12
③9/18～19
④9/24～25
⑤9/29～30

係長新任研修(公務員倫理・ハラスメントの防止・
メンタルヘルス）

①8/20

係長新任研修（仕事と人のマネジメント） ①５/14～15 ②8/21～22

課長新任研修(公務員倫理・ハラスメントの防止・
メンタルヘルス）

①7/8

課長新任研修(管理者の役割） ①7/9～10 ②8/18～19

問題解決 ①５/28～29 ②8/6～7

政策提案 ①５/20～22 ②7/15～17

中堅職員の役割 ①４/23～24 ②7/24～25

ベテラン職員の役割 ①６/5

調整力・交渉力（主任・主事向け） ①６/4

調整力・交渉力（管理・監督職向け） 8/8

ファシリテーター入門 ①６/９

ハードクレーム対応 6/17

不当要求対応 7/2

要約力 ①６/３

アサーティブコミュニケーション ①6/18

係長のためのコーチング 7/28

判断力向上 8/1

管理職のためのリスクマネジメント ①7/22～23

講師スキルアップ～伝わる教え方～ ①8/12～13

講師養成研修（仕事と人のマネジメント）

行政法

地方自治法

地方公務員法

法務ゼミナール「地方自治法」

民法（総則・物権法） 8/5～6

民法（債権法） 9/29～30

民法（親族法・相続法）

民事訴訟法 7/14～15

政策デザインゼミナール 7/4、7/18 9/5

政策法務

条例案作成プロセス ７/2～3、30

地方財政

DXリテラシー向上 ①５/27

ＤＸ推進リーダー養成 7/7～8

デザイン思考 ①8/25

BPR実践 ①9/3

データ利活用（基礎編） ①６/５

データ利活用（実践編） ①7/23

EBPM推進 ①8/7

LoGoフォーム実践 ①５/29 ②7/28

生成AI活用 ①7/16

エクセル初級

エクセル中級

アクセス初級

パワーポイント初級

ワード中級

エクセルVBAマクロ ①５/15～16 ②6/11～12

栄養士研修 8/4

保育士研修 6/24

工事監理科（土木工事） 6/25～26

建築構造科

Ｊｗ＿ｃａｄ初級 ①6/3～4

Ｊｗ＿ｃａｄ中級

AutoCAD初級

例規作成実務科 7/31

自治体債権管理回収科

労働安全衛生科 8/18～19

財政科 8/25～26

契約科

固定資産税科（初級）土地

固定資産税科（初級）家屋

固定資産税科（初級）償却資産

個人住民税科（初級）

法人住民税科（初級）

徴収科（初級）

固定資産税科（中級）土地 6/16～17

固定資産税科（中級）家屋 ６/19～20

固定資産税科（中級）償却資産 ６/10

個人住民税科（中級） 9/25～26

法人住民税科（中級） ７/17

徴収科（中級） 9/16～17

廃棄物対策科 ６/3～4

子育て支援科

都市計画科

下水道科 9/9

人権啓発研修 ①４/18 ②6/11 ③8/5

男女共同参画研修 ①8/28

メンタルヘルス研修 ①6/10

トップマネジメントセミナー

自治体改革セミナー ①8/1

地方財政セミナー

講演会 ①７月予定

はじめての動画作成 ①8/8

発達障害の理解と対応（主任・主事向け） 7/24

係長のためのマネジメント ①7/4

発想力 ①6/12

自分らしく働く！強み発揮研修 5/27

法
務

第１期（7/1～9/30）

デ
ジ
タ
ル
人
材
育
成

研修別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月別

職
層
別

講
師
養
成

4/25～8/29

専
門
職

技
術
職

第１期（5/12～7/7） 第２期（8/4～10/2）

5/12～7/11

自
治
体
経
営

特
別

実
務

第１期（5/1～7/11） 第２期（8/1～10/17）
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10 月 11 月 12 月 １ 月 ２ 月 ３ 月

新任研修（Ⅰ期）（全体集合研修）

新任研修（Ⅰ期）（地方自治制度・地方公務員制度・地
方財政制度・地方公務員とコンプライアンス）

新任研修（Ⅱ期） ⑥10/2～3

係長新任研修(公務員倫理・ハラスメントの防止・
メンタルヘルス）

②11/12 ③1/21

係長新任研修（仕事と人のマネジメント） ③10/9～10 ④11/13～14 ⑤1/22～23

課長新任研修(公務員倫理・ハラスメントの防止・
メンタルヘルス）

②10/20

課長新任研修(管理者の役割） ③10/21～22 ④11/4～5 ⑤1/19～20

問題解決 ③10/16～17 ④11/6～7 ⑤1/14～15

政策提案 ③10/29～31 ④11/19～21 ⑤1/28～30

中堅職員の役割 ③10/23～24 ④2/3～4

ベテラン職員の役割 ②12/3

調整力・交渉力（主任・主事向け） ②12/4 ③2/3

調整力・交渉力（管理・監督職向け）

ファシリテーター入門 ②2/5

ハードクレーム対応

不当要求対応

要約力 ②12/8

アサーティブコミュニケーション ②12/1

係長のためのコーチング

判断力向上

管理職のためのリスクマネジメント ②10/７～8 ③1/8～9

講師スキルアップ～伝わる教え方～ ②10/27～28

講師養成研修（仕事と人のマネジメント） 11/12～14

行政法

地方自治法

地方公務員法

法務ゼミナール「地方自治法」 ①10/14 ②2/17

民法（総則・物権法）

民法（債権法）

民法（親族法・相続法） １0/21～22

民事訴訟法

政策デザインゼミナール 10/3 11/7、11/21

政策法務 1/8～9

条例案作成プロセス

地方財政 12/9～10

DXリテラシー向上 ②10/6

ＤＸ推進リーダー養成

デザイン思考 ②2/5

BPR実践 ②1/27

データ利活用（基礎編） ②11/12

データ利活用（実践編） ②12/19

EBPM推進 ②1/14

LoGoフォーム実践 ③10/17 ④2/6

生成AI活用 ②2/16

エクセル初級

エクセル中級

アクセス初級

パワーポイント初級

ワード中級

エクセルVBAマクロ ③１0/21～22 ④1/19～20

栄養士研修

保育士研修

工事監理科（土木工事）

建築構造科 11/19～20

Ｊｗ＿ｃａｄ初級 ②12/3～4

Ｊｗ＿ｃａｄ中級 1/22～23

AutoCAD初級

例規作成実務科

自治体債権管理回収科 11/26～27

労働安全衛生科

財政科

契約科 11/10～11

固定資産税科（初級）土地

固定資産税科（初級）家屋

固定資産税科（初級）償却資産

個人住民税科（初級）

法人住民税科（初級）

徴収科（初級）

固定資産税科（中級）土地

固定資産税科（中級）家屋

固定資産税科（中級）償却資産

個人住民税科（中級）

法人住民税科（中級）

徴収科（中級）

廃棄物対策科

子育て支援科 11/17

都市計画科 10/7～9

下水道科

人権啓発研修

男女共同参画研修 ②2/9

メンタルヘルス研修 ②2/17

トップマネジメントセミナー

自治体改革セミナー ②2/12

地方財政セミナー 12/16

講演会

はじめての動画作成 ②12/11

発達障害の理解と対応（主任・主事向け）

係長のためのマネジメント ②12/2

発想力 ②2/16

自分らしく働く！強み発揮研修

10～11月予定

第２期（8/4～10/2） 第３期（11/4～12/26）

技
術
職

法
務

自
治
体
経
営

デ
ジ
タ
ル
人
材
育
成

研修別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月別

職
層
別

講
師
養
成

第３期（11/4～1/23）

専
門
職

第2期（11/4～1/30）

②１月～２月予定

特
別

実
務

第２期（8/1～10/17）
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実 施 回 数 1 - 6 3 5 2 5 22

八 王 子 市 130 130 130 55 55 20 20 540

立 川 市 60 60 60 40 40 15 15 290

武 蔵 野 市 42 42 42 23 23 15 15 202

三 鷹 市 96 80 80 30 30 20 20 356

青 梅 市 45 45 46 23 24 9 13 205

府 中 市 79 92 92 40 42 35 37 417

昭 島 市 48 48 48 22 22 14 14 216

調 布 市 57 57 57 25 30 25 25 276

町 田 市 100 100 100 20 20 20 20 380

小 金 井 市 20 33 33 24 24 10 10 154

小 平 市 30 30 30 10 10 10 10 130

日 野 市 30 30 30 15 15 15 15 150

東 村 山 市 45 50 51 15 16 5 8 190

国 分 寺 市 47 47 47 22 22 8 8 201

国 立 市 20 22 20 21 21 10 10 124

福 生 市 25 25 25 15 15 10 10 125

狛 江 市 42 33 33 5 5 3 3 124

東 大 和 市 32 32 32 11 11 7 7 132

清 瀬 市 25 25 25 20 20 15 15 145

東 久 留 米 市 34 34 35 13 15 3 7 141

武 蔵 村 山 市 30 30 30 12 12 8 8 130

多 摩 市 50 50 50 16 17 6 7 196

稲 城 市 23 24 23 14 14 11 14 123

羽 村 市 20 20 23 9 10 5 8 95

あ き る 野 市 40 32 32 17 17 8 8 154

西 東 京 市 94 100 100 30 30 10 10 374

市 計 1,264 1,271 1,274 547 560 317 337 5,570

瑞 穂 町 11 11 11 3 2 1 1 40

日 の 出 町 3 5 5 3 3 1 1 21

檜 原 村 6 6 6 6 6 3 3 36

奥 多 摩 町 4 3 3 1 1 1 1 14

大 島 町 9 9 9 2 2 1 1 33

利 島 村 2 2 2 3 3 3 3 18

新 島 村 5 7 7 0 0 0 0 19

神 津 島 村 5 5 5 0 0 0 0 15

三 宅 村 5 5 5 2 2 2 2 23

御 蔵 島 村 3 3 3 0 0 0 0 9

八 丈 町 15 15 0 0 0 0 0 30

青 ヶ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 9 9 0 1 1 2 2 24

町 村 計 77 80 56 21 20 14 14 282

市 町 村 計 1,341 1,351 1,330 568 580 331 351 4,511
一部事務組合等計 34 35 25 14 14 11 11 144

合 計 1,375 1,386 1,355 582 594 342 362 5,996

職

層

別

研

修

基

礎

部

門

合

計

３　団体別研修生受入表
（１）職層別研修 － 基礎部門

　　　研修名等

　団体名等

Ⅰ

期

（
全

体

集

合

研

修

）

Ⅰ
期

（
地
方
自
治
制
度
・
地

方
公
務
員
制
度
・
地
方
財
政

制
度
・
地
方
公
務
員
と
コ
ン

プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
自
治
体
法

務
・
地
方
自
治
と
人
権

）

（
オ
ン
デ
マ
ン
ド
型
研
修

）

Ⅱ
期

公
務
員
倫
理
・

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
防
止
・

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

仕
事
と
人
の
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト 公
務
員
倫
理
・

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
防
止
・

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

管
理
者
の
役
割

新任研修 係長新任研修 課長新任研修
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実 施 回 数 5 5 4 2 3 1 2 1 1 2 2 1 1 3 33

八 王 子 市 70 53 41 11 12 0 4 11 1 5 3 1 0 17 229

立 川 市 20 1 16 20 5 2 2 4 3 4 4 2 2 3 88

武 蔵 野 市 3 3 3 2 3 2 3 5 2 5 3 2 2 2 40

三 鷹 市 35 13 23 10 6 1 2 12 1 3 2 2 2 6 118

青 梅 市 53 47 24 21 11 2 2 3 2 3 2 2 1 9 182

府 中 市 58 39 0 36 4 2 4 3 2 4 2 2 2 2 160

昭 島 市 5 4 4 5 1 1 5 5 1 5 1 1 1 1 40

調 布 市 44 67 35 63 8 1 5 5 2 13 6 2 2 19 272

町 田 市 72 90 15 73 5 2 3 5 0 6 2 2 4 17 296

小 金 井 市 2 20 19 2 4 1 4 5 1 5 3 1 1 1 69

小 平 市 25 25 23 35 5 3 7 10 3 7 6 2 3 8 162

日 野 市 17 13 8 5 5 3 5 5 3 5 5 2 3 2 81

東 村 山 市 31 29 17 11 7 2 3 12 3 3 4 2 1 3 128

国 分 寺 市 28 32 20 8 3 2 2 4 2 4 2 2 1 5 115

国 立 市 29 11 15 10 2 2 2 4 2 4 2 2 1 3 89

福 生 市 18 23 22 0 6 1 1 5 0 8 6 2 1 1 94

狛 江 市 2 18 17 15 2 2 2 1 2 2 2 2 1 2 70

東 大 和 市 18 21 7 11 6 2 4 6 1 4 3 1 1 0 85

清 瀬 市 11 12 13 7 3 1 2 5 2 5 4 2 1 1 69

東 久 留 米 市 27 18 17 16 3 1 2 3 2 3 2 2 1 7 104

武 蔵 村 山 市 9 5 5 5 2 2 3 10 5 5 2 2 1 1 57

多 摩 市 33 33 35 12 1 1 1 1 1 1 1 1 1 3 125

稲 城 市 17 15 12 14 4 2 5 8 5 4 3 2 1 6 98

羽 村 市 16 10 11 12 5 1 10 7 7 25 10 2 1 13 130

あ き る 野 市 18 14 17 4 6 2 4 2 2 2 7 2 1 5 86

西 東 京 市 40 37 34 7 6 3 4 5 1 5 3 2 3 3 153

市 計 701 653 453 415 125 44 91 146 56 140 90 47 39 140 3,140

瑞 穂 町 7 6 7 6 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 37

日 の 出 町 5 5 4 1 2 0 1 3 0 3 2 1 2 3 32

檜 原 村 0 0 0 0 2 1 0 1 1 1 0 0 1 0 7

奥 多 摩 町 1 0 1 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 11

大 島 町 1 1 1 0 1 1 0 2 1 2 1 1 1 1 14

利 島 村 2 0 2 0 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 7

新 島 村 0 0 2 0 1 1 0 0 0 2 2 0 0 0 8

神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三 宅 村 0 0 0 0 1 1 0 1 0 1 1 1 1 0 7

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

八 丈 町 2 0 2 0 0 0 0 2 0 1 1 1 1 2 12

青 ヶ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 0 0 0 0 0 0 0 2 0 1 0 0 0 0 3

町 村 計 18 12 19 7 10 7 4 13 5 13 9 6 8 7 138

市 町 村 計 719 665 472 422 135 51 95 159 61 153 99 53 47 147 3,278

一 部 事 務 組 合 等 計 16 14 13 6 9 8 7 8 2 7 9 6 6 4 115

合 計 735 679 485 428 144 59 102 167 63 160 108 59 53 151 3,393

調
整
力
・
交
渉
力

（
主
任
・
主
事
向
け

）

（１）職層別研修 － 能力向上部門
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
入
門

ハ
ー
ド
ク
レ
ー
ム
対
応

要
約
力

ア
サ
ー
テ
ィ
ブ

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

係
長
の
た
め
の
コ
ー
チ
ン
グ

判
断
力
向
上

調
整
力
・
交
渉
力

（
管
理
・
監
督
職
向
け

）

管
理
職
の
た
め
の
リ
ス
ク
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト

職

層

別

研

修

能

力

向

上

部

門

合

計

不
当
要
求
対
応

　
　　　研修名等

　市町村等

問
題
解
決

政
策
提
案

中
堅
職
員
の
役
割

ベ
テ
ラ
ン
職
員
の
役
割
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実 施 回 数 2 1 3 実 施 回 数 - - - 2 1 1 1 1 6

八 王 子 市 6 2 8 八 王 子 市 51 51 52 2 4 6 8 2 176

立 川 市 3 1 4 立 川 市 10 40 40 6 2 2 2 2 104

武 蔵 野 市 2 2 4 武 蔵 野 市 2 2 2 1 2 2 2 2 15

三 鷹 市 1 1 2 三 鷹 市 3 6 7 2 6 2 6 1 33

青 梅 市 2 2 4 青 梅 市 10 10 10 2 2 2 2 2 40

府 中 市 1 1 2 府 中 市 3 54 5 4 2 2 2 2 74

昭 島 市 1 1 2 昭 島 市 10 10 10 4 1 1 1 1 38

調 布 市 2 1 3 調 布 市 1 1 1 2 3 1 5 1 15

町 田 市 10 5 15 町 田 市 0 5 5 2 1 2 1 0 16

小 金 井 市 1 1 2 小 金 井 市 4 10 10 12 2 2 4 1 45

小 平 市 2 2 4 小 平 市 30 35 35 1 5 5 5 5 121

日 野 市 3 3 6 日 野 市 10 10 10 10 5 5 5 5 60

東 村 山 市 1 2 3 東 村 山 市 7 26 28 4 8 7 8 1 89

国 分 寺 市 4 3 7 国 分 寺 市 31 2 2 2 2 2 2 2 45

国 立 市 1 1 2 国 立 市 15 6 6 10 12 12 12 4 77

福 生 市 2 1 3 福 生 市 2 2 2 2 0 1 3 1 13

狛 江 市 2 2 4 狛 江 市 25 10 10 2 2 2 2 2 55

東 大 和 市 3 1 4 東 大 和 市 3 3 1 2 1 2 0 1 13

清 瀬 市 1 1 2 清 瀬 市 1 2 2 2 1 1 5 1 15

東 久 留 米 市 1 1 2 東 久 留 米 市 4 1 3 2 2 1 1 1 15

武 蔵 村 山 市 3 2 5 武 蔵 村 山 市 5 5 5 10 2 2 2 1 32

多 摩 市 1 0 1 多 摩 市 1 42 33 10 1 1 1 1 90

稲 城 市 1 1 2 稲 城 市 2 2 2 2 2 2 2 1 15

羽 村 市 1 1 2 羽 村 市 18 18 18 18 1 1 1 1 76

あ き る 野 市 2 0 2 あ き る 野 市 2 2 2 2 3 3 3 2 19

西 東 京 市 3 3 6 西 東 京 市 30 30 30 2 5 5 10 2 114

市 計 60 41 101 市 計 280 385 331 118 77 74 95 45 1,405

瑞 穂 町 0 0 0 瑞 穂 町 1 1 1 1 1 1 1 1 8

日 の 出 町 0 0 0 日 の 出 町 6 6 6 6 1 1 1 2 29

檜 原 村 0 0 0 檜 原 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奥 多 摩 町 0 0 0 奥 多 摩 町 0 1 1 0 0 1 1 0 4

大 島 町 0 0 0 大 島 町 2 2 2 0 1 1 1 1 10

利 島 村 0 0 0 利 島 村 0 5 5 0 0 0 0 0 10

新 島 村 0 0 0 新 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神 津 島 村 0 0 0 神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三 宅 村 0 0 0 三 宅 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

御 蔵 島 村 0 0 0 御 蔵 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

八 丈 町 0 0 0 八 丈 町 0 0 0 0 0 0 1 0 1

青 ヶ 島 村 0 0 0 青 ヶ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 0 0 0 小 笠 原 村 0 0 1 0 0 0 0 0 1

町 村 計 0 0 0 町 村 計 9 15 16 7 3 4 5 4 63

市 町 村 計 60 41 101 市 町 村 計 289 400 347 125 80 78 100 49 1,468

一 部 事 務 組 合 等 計 0 0 0 一 部 事 務 組 合 等 計 0 3 1 3 1 1 2 0 11

合 計 60 41 101 合 計 289 403 348 128 81 79 102 49 1,479

講

師

養

成

研

修

合

計

（２）講師養成研修

　　　　研修名等

　団体名等

　　　　研修名等

　団体名等

講
師
ス
キ
ル
ア
ッ
プ

〜
伝
わ
る
教
え
方
〜

講
師
養
成
研
修

（
仕
事
と
人
の
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト

）

（３）法務研修

行
政
法

地
方
自
治
法

地
方
公
務
員
法

オンデマンド型
研修

法
務
ゼ
ミ
ナ
ー
ル

「
地
方
自
治
法

」

民
事
訴
訟
法

民
法

（
総
則
・
物
権
法

）

民
法

（
債
権
法

）

民
法

（
親
族
法
・
相
続
法

）

法

務

研

修

合

計
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実 施 回 数 1 1 1 1 4

八 王 子 市 0 25 0 0 25

立 川 市 1 5 1 5 12

武 蔵 野 市 1 2 1 2 6

三 鷹 市 1 2 1 2 6

青 梅 市 1 5 1 5 12

府 中 市 0 1 1 2 4

昭 島 市 1 1 1 5 8

調 布 市 0 1 0 1 2

町 田 市 0 0 0 1 1

小 金 井 市 1 1 1 1 4

小 平 市 1 1 1 1 4

日 野 市 5 5 3 5 18

東 村 山 市 1 1 3 3 8

国 分 寺 市 2 2 2 2 8

国 立 市 2 5 2 6 15

福 生 市 0 0 0 0 0

狛 江 市 1 4 2 2 9

東 大 和 市 1 1 0 3 5

清 瀬 市 1 1 3 1 6

東 久 留 米 市 1 1 1 1 4

武 蔵 村 山 市 3 2 1 2 8

多 摩 市 0 1 1 1 3

稲 城 市 1 1 1 1 4

羽 村 市 1 1 1 1 4

あ き る 野 市 0 1 1 1 3

西 東 京 市 1 1 1 20 23

市 計 27 71 30 74 202

瑞 穂 町 1 1 1 2 5

日 の 出 町 0 1 1 1 3

檜 原 村 0 0 0 0 0

奥 多 摩 町 0 1 0 0 1

大 島 町 1 1 0 1 3

利 島 村 0 0 0 2 2

新 島 村 0 0 0 0 0

神 津 島 村 0 0 0 0 0

三 宅 村 0 0 0 0 0

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0

八 丈 町 0 2 0 0 2

青 ヶ 島 村 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 0 0 0 0 0

町 村 計 2 6 2 6 16

市 町 村 計 29 77 32 80 218
一 部 事 務 組 合 等 計 1 2 2 2 7

合 計 30 79 34 82 225

地
方
財
政

自

治

体

経

営

研

修

合

計

政
策
法
務

（４）自治体経営研修

　　　　研修名等

　団体名等

政
策
デ
ザ
イ
ン
ゼ
ミ
ナ
ー
ル

条
例
案
作
成
プ
ロ
セ
ス
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実 施 回 数 2 1 2 2 2 2 2 4 2 - - - - - 4 23

八 王 子 市 3 1 1 7 0 1 2 10 12 7 20 3 5 6 13 91

立 川 市 4 10 4 10 4 4 4 5 10 10 10 3 3 3 5 89

武 蔵 野 市 6 3 5 5 5 5 5 4 10 10 30 5 5 5 5 108

三 鷹 市 2 1 2 1 2 2 1 1 1 5 9 3 3 6 2 41

青 梅 市 4 2 2 2 1 1 2 3 2 3 2 1 1 1 1 28

府 中 市 10 3 3 3 6 6 6 5 10 15 15 3 6 3 6 100

昭 島 市 4 1 2 2 2 2 2 2 3 10 10 2 2 2 4 50

調 布 市 10 3 15 5 8 5 6 5 5 25 20 12 6 14 6 145

町 田 市 3 2 2 0 2 0 0 0 7 5 5 1 1 5 5 38

小 金 井 市 10 2 10 10 10 10 10 4 5 10 10 2 3 7 3 106

小 平 市 30 1 5 10 5 5 1 5 25 10 10 3 5 10 5 130

日 野 市 10 5 5 5 5 5 5 5 5 3 3 2 3 3 3 67

東 村 山 市 7 3 2 2 2 2 4 4 8 16 18 1 5 13 5 92

国 分 寺 市 4 2 2 2 4 4 2 4 4 8 8 2 4 8 4 62

国 立 市 8 2 4 4 4 4 4 3 4 4 8 2 2 2 2 57

福 生 市 10 3 3 1 3 0 4 2 5 5 6 2 2 7 3 56

狛 江 市 4 3 3 3 3 3 3 3 4 3 3 3 3 3 3 47

東 大 和 市 4 2 3 4 3 0 2 3 13 9 6 0 7 10 3 69

清 瀬 市 2 1 2 1 2 2 1 2 2 3 5 2 2 3 3 33

東 久 留 米 市 2 1 2 2 2 2 2 4 1 10 15 1 5 4 3 56

武 蔵 村 山 市 4 2 2 2 5 5 3 2 3 5 5 1 2 4 3 48

多 摩 市 2 1 2 2 2 2 2 4 4 5 5 2 2 2 2 39

稲 城 市 12 1 2 11 2 2 2 3 2 3 10 0 1 4 4 59

羽 村 市 4 2 2 2 2 2 2 2 2 5 5 2 1 1 2 36

あ き る 野 市 4 1 2 1 1 1 1 3 1 8 10 1 1 8 4 47

西 東 京 市 6 2 4 4 4 4 4 5 4 15 25 3 5 10 6 101

市 計 169 60 91 101 89 79 80 93 152 212 273 62 85 144 105 1,795

瑞 穂 町 50 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 64

日 の 出 町 4 1 1 1 1 1 1 1 1 3 3 2 2 3 1 26

檜 原 村 3 0 2 0 0 0 0 1 2 5 4 0 0 3 0 20

奥 多 摩 町 2 1 1 1 0 0 1 0 1 1 1 0 0 0 0 9

大 島 町 2 1 0 2 2 2 1 1 2 0 1 1 1 1 1 18

利 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新 島 村 2 0 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 9

神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1

三 宅 村 0 0 1 1 1 1 1 0 0 1 1 0 1 1 0 9

御 蔵 島 村 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

八 丈 町 0 0 0 0 0 0 3 1 0 5 5 0 0 5 0 19

青 ヶ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 0 0 2 2 1 1 0 1 1 1 1 0 0 1 0 11

町 村 計 66 4 9 9 7 7 9 7 9 17 17 4 6 15 3 189

市 町 村 計 235 64 100 110 96 86 89 100 161 229 290 66 91 159 108 1,984

一 部 事 務 組 合 等 計 12 3 5 6 8 5 4 0 11 5 14 1 8 8 0 90

合 計 247 67 105 116 104 91 93 100 172 234 304 67 99 167 108 2,074

デ

ジ

タ

ル

人

材

育

成

研

修

合

計

エ
ク
セ
ル
初
級

エ
ク
セ
ル
中
級

ア
ク
セ
ス
初
級

パ
ワ
ー
ポ
イ
ン
ト
初
級

ワ
ー
ド
中
級

オンデマンド型研修
Ｅ
Ｂ
Ｐ
Ｍ
推
進

　　　　研修名等

　団体名等

Ｄ
Ｘ
リ
テ
ラ
シ
ー
向
上

（５）デジタル人材育成研修
エ
ク
セ
ル
Ｖ
Ｂ
Ａ
マ
ク
ロ

Ｌ
ｏ
Ｇ
ｏ
フ
ォ
ー
ム
実
践

生
成
Ａ
Ｉ
活
用

Ｄ
Ｘ
推
進
リ
ー
ダ
ー
養
成

デ
ザ
イ
ン
思
考

Ｂ
Ｐ
Ｒ
実
践

デ
ー
タ
利
活
用

（
基
礎
編

）

デ
ー
タ
利
活
用

（
実
践
編

）
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(７)技術職研修

実 施 回 数 1 1 2 実 施 回 数 1 1 2 1 - 5

八 王 子 市 1 0 1 八 王 子 市 1 6 6 3 0 16

立 川 市 2 3 5 立 川 市 2 2 3 1 1 9

武 蔵 野 市 1 2 3 武 蔵 野 市 3 3 3 1 1 11

三 鷹 市 10 8 18 三 鷹 市 1 4 3 1 1 10

青 梅 市 2 0 2 青 梅 市 5 3 2 2 1 13

府 中 市 2 4 6 府 中 市 3 3 2 1 1 10

昭 島 市 4 2 6 昭 島 市 2 1 2 1 1 7

調 布 市 1 1 2 調 布 市 3 3 3 1 1 11

町 田 市 3 5 8 町 田 市 3 0 1 0 1 5

小 金 井 市 2 4 6 小 金 井 市 2 2 1 1 1 7

小 平 市 5 5 10 小 平 市 7 7 3 1 1 19

日 野 市 2 2 4 日 野 市 5 5 2 1 1 14

東 村 山 市 2 2 4 東 村 山 市 2 2 2 1 1 8

国 分 寺 市 2 2 4 国 分 寺 市 2 2 2 1 1 8

国 立 市 2 4 6 国 立 市 2 2 2 1 1 8

福 生 市 0 0 0 福 生 市 1 0 1 1 0 3

狛 江 市 1 1 2 狛 江 市 2 2 1 1 1 7

東 大 和 市 0 1 1 東 大 和 市 1 1 1 0 1 4

清 瀬 市 1 2 3 清 瀬 市 2 3 1 1 0 7

東 久 留 米 市 3 4 7 東 久 留 米 市 1 1 1 1 1 5

武 蔵 村 山 市 1 0 1 武 蔵 村 山 市 2 2 1 1 1 7

多 摩 市 1 3 4 多 摩 市 1 0 1 0 0 2

稲 城 市 1 1 2 稲 城 市 1 1 2 1 1 6

羽 村 市 1 0 1 羽 村 市 1 1 1 1 0 4

あ き る 野 市 2 3 5 あ き る 野 市 1 1 2 1 1 6

西 東 京 市 2 2 4 西 東 京 市 2 2 2 1 1 8

市 計 54 61 115 市 計 58 59 51 26 21 215

瑞 穂 町 0 0 0 瑞 穂 町 1 1 1 0 0 3

日 の 出 町 0 0 0 日 の 出 町 1 1 1 1 1 5

檜 原 村 0 0 0 檜 原 村 1 0 0 0 1 2

奥 多 摩 町 0 0 0 奥 多 摩 町 1 0 0 0 0 1

大 島 町 1 1 2 大 島 町 1 1 0 0 0 2

利 島 村 0 0 0 利 島 村 0 0 0 0 0 0

新 島 村 0 0 0 新 島 村 1 0 1 0 0 2

神 津 島 村 0 0 0 神 津 島 村 0 0 0 0 0 0

三 宅 村 1 1 2 三 宅 村 1 0 0 0 1 2

御 蔵 島 村 0 0 0 御 蔵 島 村 0 0 0 0 0 0

八 丈 町 0 0 0 八 丈 町 1 0 0 0 0 1

青 ヶ 島 村 0 0 0 青 ヶ 島 村 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 0 1 1 小 笠 原 村 0 0 0 0 0 0

町 村 計 2 3 5 町 村 計 8 3 3 1 3 18

市 町 村 計 56 64 120 市 町 村 計 66 62 54 27 24 233
一 部 事 務 組 合 等 計 0 0 0 一 部 事 務 組 合 等 計 0 0 0 0 0 0

合 計 56 64 120 合 計 66 62 54 27 24 233

　　　　研修名等

　団体名等

専

門

職

研

修

合

計

（６）専門職研修

技

術

職

研

修

合

計

　　　　研修名等

　団体名等

栄
養
士
研
修

保
育
士
研
修

工
事
監
理
科

（
土
木
工
事

）

建
築
構
造
科

Ｊ
ｗ
-
ｃ
ａ
ｄ
初
級

Ｊ
ｗ
-
ｃ
ａ
ｄ
中
級

Ａ
ｕ
ｔ
ｏ
Ｃ
Ａ
Ｄ
初
級

（
オ
ン
デ
マ
ン
ド
型
研
修

）
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（８）実務研修- 総務・一般部門

実 施 回 数 1 1 1 1 1

八 王 子 市 0 1 0 0 2

立 川 市 1 1 1 2 3

武 蔵 野 市 1 1 1 2 2

三 鷹 市 1 3 1 2 2

青 梅 市 1 6 1 3 2

府 中 市 2 5 3 3 3

昭 島 市 2 1 1 4 3

調 布 市 3 1 2 2 2

町 田 市 2 5 1 1 2

小 金 井 市 2 5 1 2 2

小 平 市 2 1 1 5 3

日 野 市 3 2 2 2 2

東 村 山 市 1 1 1 3 1

国 分 寺 市 2 2 2 2 2

国 立 市 1 2 1 2 2

福 生 市 1 1 1 1 1

狛 江 市 1 1 0 1 1

東 大 和 市 1 0 0 1 0

清 瀬 市 3 2 1 2 2

東 久 留 米 市 1 1 1 1 1

武 蔵 村 山 市 1 4 1 2 2

多 摩 市 1 2 1 3 2

稲 城 市 1 3 1 2 2

羽 村 市 1 1 1 1 1

あ き る 野 市 1 1 1 1 1

西 東 京 市 2 3 2 2 2

市 計 38 56 29 52 48

瑞 穂 町 1 1 1 1 1

日 の 出 町 1 1 1 1 1

檜 原 村 1 0 0 0 0

奥 多 摩 町 1 0 0 0 1

大 島 町 0 1 0 1 1

利 島 村 0 0 0 0 1

新 島 村 2 0 0 0 0

神 津 島 村 0 0 0 0 0

三 宅 村 2 1 0 1 1

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0

八 丈 町 2 3 0 0 1

青 ヶ 島 村 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 0 0 0 0 0

町 村 計 10 7 2 4 7

市 町 村 計 48 63 31 56 55
一 部 事 務 組 合 等 計 16 0 7 7 11

合 計 64 63 38 63 66

　　　　研修名等

　団体名等

自
治
体
債
権
管
理
回
収
科

労
働
安
全
衛
生
科

財
政
科

契
約
科

例
規
作
成
実
務
科
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（８）実務研修- 税務部門

実 施 回 数 - - - - - - 1 1 1 1 1 1

八 王 子 市 0 2 1 10 1 2 1 3 1 4 1 0

立 川 市 4 4 4 4 4 4 5 4 3 6 4 4

武 蔵 野 市 3 3 3 3 3 3 2 2 2 2 2 2

三 鷹 市 4 5 3 3 3 3 1 1 1 4 1 1

青 梅 市 2 2 0 2 0 2 2 3 1 3 0 2

府 中 市 3 2 2 5 2 3 2 3 2 3 3 3

昭 島 市 3 4 3 4 3 4 3 2 1 3 1 2

調 布 市 3 5 3 9 2 10 3 2 2 3 3 5

町 田 市 3 3 0 8 2 0 1 3 3 10 2 2

小 金 井 市 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

小 平 市 2 2 2 2 1 2 2 2 2 2 1 2

日 野 市 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

東 村 山 市 1 2 1 3 0 3 1 2 1 2 2 2

国 分 寺 市 2 2 2 3 3 2 2 2 2 2 2 2

国 立 市 3 3 3 3 1 3 1 1 1 1 1 1

福 生 市 1 1 1 2 1 0 1 1 1 2 1 0

狛 江 市 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

東 大 和 市 2 2 2 3 2 2 3 2 2 2 2 2

清 瀬 市 1 1 1 2 2 3 1 1 2 2 1 1

東 久 留 米 市 2 1 1 1 1 1 1 3 2 1 1 1

武 蔵 村 山 市 3 3 3 2 2 1 1 1 1 1 1 1

多 摩 市 2 1 0 2 0 1 2 1 2 0 0 3

稲 城 市 2 3 3 3 2 0 2 3 3 2 2 0

羽 村 市 9 9 9 9 9 9 1 1 1 1 1 1

あ き る 野 市 3 3 2 3 2 3 3 3 3 2 2 2

西 東 京 市 2 2 2 2 2 2 2 2 2 5 2 2

市 計 73 78 64 101 61 76 56 61 54 76 49 54

瑞 穂 町 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

日 の 出 町 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

檜 原 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奥 多 摩 町 0 0 0 1 0 1 1 1 1 1 1 0

大 島 町 2 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1

利 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新 島 村 3 3 2 3 2 2 0 0 0 0 0 0

神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三 宅 村 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

八 丈 町 1 2 1 0 1 2 1 0 1 0 1 0

青 ヶ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0

町 村 計 10 11 9 10 9 10 6 5 6 5 6 4

市 町 村 計 83 89 73 111 70 86 62 66 60 81 55 58
一 部 事 務 組 合 等 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 83 89 73 111 70 86 62 66 60 81 55 58

固
定
資
産
税
科

（
中
級

）
償
却

資
産

個
人
住
民
税
科

（
中
級

）

法
人
住
民
税
科

（
中
級

）

徴
収
科

（
中
級

）

徴
収
科

（
初
級

）

　　　　研修名等

　団体名等

オンデマンド型研修
固
定
資
産
税
科

（
中
級

）
土
地

固
定
資
産
税
科

（
中
級

）
家
屋

固
定
資
産
税
科

（
初
級

）

土
地

固
定
資
産
税
科

（
初
級

）

家
屋

固
定
資
産
税
科

（
初
級

）

償
却
資
産

個
人
住
民
税
科

（
初
級

）

法
人
住
民
税
科

（
初
級

）
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（８）実務研修-

実 施 回 数 1 1 1 1 15

八 王 子 市 1 1 2 3 36

立 川 市 6 5 3 4 76

武 蔵 野 市 1 1 1 1 41

三 鷹 市 1 1 3 1 45

青 梅 市 4 1 2 3 42

府 中 市 4 3 3 3 62

昭 島 市 1 1 2 1 49

調 布 市 2 2 3 3 70

町 田 市 9 1 4 1 63

小 金 井 市 2 2 2 2 32

小 平 市 3 3 3 3 46

日 野 市 3 3 3 3 143

東 村 山 市 2 2 2 2 35

国 分 寺 市 2 2 2 2 44

国 立 市 1 1 1 1 34

福 生 市 0 1 1 2 21

狛 江 市 2 2 2 2 36

東 大 和 市 0 2 1 0 31

清 瀬 市 1 2 2 1 34

東 久 留 米 市 2 4 3 1 31

武 蔵 村 山 市 1 1 2 2 36

多 摩 市 2 0 3 1 29

稲 城 市 1 4 2 1 42

羽 村 市 1 1 1 1 69

あ き る 野 市 1 1 1 1 40

西 東 京 市 2 2 2 2 46

市 計 55 49 56 47 1,233

瑞 穂 町 1 1 1 1 21

日 の 出 町 1 1 1 1 21

檜 原 村 1 0 0 1 3

奥 多 摩 町 0 1 0 0 10

大 島 町 1 1 0 0 22

利 島 村 1 0 0 0 2

新 島 村 0 0 0 0 17

神 津 島 村 0 0 0 0 0

三 宅 村 0 1 0 0 18

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0

八 丈 町 0 0 0 0 16

青 ヶ 島 村 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 0 0 0 0 6

町 村 計 5 5 2 3 136

市 町 村 計 60 54 58 50 1,369

一 部 事 務 組 合 等 計 9 0 0 0 50

合 計 69 54 58 50 1,419

子
育
て
支
援
科

都
市
計
画
科

　　　　研修名等

　団体名等

事業部門
廃
棄
物
対
策
科

下
水
道
科

実

務

研

修

合

計
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(９)特別研修

実 施 回 数 3 2 2 1 2 1 2 2 1 2 2 1 21

八 王 子 市 177 74 73 9 1 0 50 5 4 0 6 7 406

立 川 市 10 10 20 2 5 5 22 6 5 4 3 12 104

武 蔵 野 市 1 1 1 1 3 3 20 5 3 3 3 5 49

三 鷹 市 80 40 30 15 2 2 22 2 1 4 1 2 201

青 梅 市 2 45 2 10 2 3 18 3 2 2 2 3 94

府 中 市 0 58 0 7 2 3 28 10 3 3 3 2 119

昭 島 市 1 5 1 1 2 3 16 3 3 1 1 10 47

調 布 市 45 50 33 3 31 2 26 9 3 6 5 5 218

町 田 市 0 0 91 11 28 1 44 5 5 6 13 3 207

小 金 井 市 2 35 23 1 1 1 16 6 2 2 2 5 96

小 平 市 30 25 0 3 5 5 22 10 10 5 8 1 124

日 野 市 3 10 3 3 3 3 22 5 5 3 3 3 66

東 村 山 市 40 37 25 2 1 3 18 7 5 2 3 1 144

国 分 寺 市 26 26 10 3 3 3 16 4 4 2 4 5 106

国 立 市 12 12 25 2 3 4 12 5 1 4 2 4 86

福 生 市 1 15 2 3 5 0 10 4 6 2 3 1 52

狛 江 市 16 26 10 2 5 2 12 2 2 2 2 2 83

東 大 和 市 1 26 3 0 2 4 12 7 1 2 3 2 63

清 瀬 市 3 3 4 2 2 2 12 2 7 2 3 3 45

東 久 留 米 市 1 2 1 1 1 1 14 3 3 1 3 4 35

武 蔵 村 山 市 5 5 5 4 5 2 12 2 3 3 3 5 54

多 摩 市 1 1 16 1 2 1 18 3 3 1 3 1 51

稲 城 市 1 17 20 6 3 1 12 4 1 3 3 0 71

羽 村 市 1 3 50 3 11 2 10 1 1 7 3 16 108

あ き る 野 市 2 2 2 1 1 1 12 3 5 2 2 3 36

西 東 京 市 73 2 66 3 40 1 22 4 2 3 3 2 221

市 計 534 530 516 99 169 58 498 120 90 75 90 107 2,886

瑞 穂 町 11 11 6 1 2 1 8 1 1 1 1 1 45

日 の 出 町 2 2 7 1 6 1 6 2 2 2 1 3 35

檜 原 村 0 0 0 0 0 0 4 0 2 0 1 0 7

奥 多 摩 町 1 1 1 0 0 1 6 0 1 1 0 1 13

大 島 町 0 0 1 0 0 1 2 1 1 1 1 0 8

利 島 村 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0 4

新 島 村 0 0 1 0 0 0 2 0 1 1 0 0 5

神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2

三 宅 村 0 0 1 0 1 0 2 0 0 1 1 1 7

御 蔵 島 村 0 0 3 0 0 0 2 0 0 0 0 0 5

八 丈 町 0 0 1 0 0 0 2 0 1 2 1 0 7

青 ヶ 島 村 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2

小 笠 原 村 0 0 1 0 0 0 2 0 0 1 0 0 4

町 村 計 14 14 24 2 9 4 42 4 9 10 6 6 144
市 町 村 計 548 544 540 101 178 62 540 124 99 85 96 113 3,030

一 部 事 務 組 合 等計 4 3 10 1 1 2 0 5 4 8 0 4 42
合 計 552 547 550 102 179 64 540 129 103 93 96 117 3,072

　　　　研修名等

　団体名等

人
権
啓
発
研
修

男
女
共
同
参
画
研
修

特

別

研

修

合

計

自
分
ら
し
く
働
く
！
強
み

発
揮
研
修

係
長
の
た
め
の
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト

は
じ
め
て
の
動
画
作
成

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
研
修

ト
ッ
プ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
セ
ミ

ナ
ー

自
治
体
改
革
セ
ミ
ナ
ー

講
演
会

スポット

発
達
障
害
の
理
解
と
対
応

（
主
任
・
主
事
向
け

）

地
方
財
政
セ
ミ
ナ
ー

発
想
力
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　　　Ⅲ　研修別内容

１　研修別向上能力一覧表

○ ◎

○ ◎

○ ◎

◎

◎

◎ ○ ○ ○

◎

◎ ◎

◎ ◎

◎

◎ ○ ◎ ○

◎

◎ ◎

◎

◎…主な向上能力　　〇…関連する向上能力

人
材
育
成

職位 主事・主任 係長・主査 課長

人
材
育
成

能力項目 知
識
・
技
術

業
務
運
営

政
策
立
案

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

組
織
運
営

業
務
運
営

判
断

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

組
織
運
営

業
務
運
営

判
断

政
策
立
案

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

組
織
運
営

研修名

問題解決

政策提案

中堅職員の役割

ベテラン職員の役割

調整・交渉力（主任・主事向け）

ファシリテーター入門

ハードクレーム対応

要約力

アサーティブコミュニケーション

係長のためのコーチング

判断力向上

不当要求対応

調整・交渉力（管理・監督職向け）

管理職のためのリスクマネジメント

職位 能力項目

主事・
主任

知識・技術 専門知識・技術

業務運営 業務遂行力、事務改善力、情報収集力、情報整理力

政策立案 課題発見・設定力、企画提案力、企画調整力

コミュニケーション 接遇力、プレゼンテーション力、説得力、調整力

組織運営 積極性、協調性、フォロワーシップ

人材育成 自己啓発力、指導助言力、指導育成力

係長・
主査

業務運営 業務マネジメント力、情報分析・活用力

判断 総合的な判断力

政策立案 政策形成力、創造力

コミュニケーション 折衝力、外部交渉力

※各研修で向上が期待される能力の一覧です。人事評価の面談などで、自身の能力に課題があったとき、
この表を使って能力に合う研修を見付け、受講してください。

コミュニケーション 総合調整力、合意形成力

組織運営 組織育成力、危機管理力、職場環境形成力

組織運営 組織運営力、チーム形成力、統率力、リーダーシップ

人材育成 人材活用力

課長

業務運営 目標管理力、総合調整力

判断 決断力
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◎ ○ ○

〇 ◎ ◎

◎ ○ ○

◎ 〇 ○ 〇 ○

◎ ○ ○

◎ ○ ○ ○ ○ ○

◎

◎

◎

◎

◎

主事・主任職位 係長・主査

組
織
運
営

人
材
育
成

業
務
運
営

判
断

政
策
立
案

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

課長

能力項目 知
識
・
技
術

業
務
運
営

政
策
立
案

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

組
織
運
営

研修名

組
織
運
営

人
材
育
成

業
務
運
営

判
断

法務研修

政策法務

条例案作成プロセス

政策デザインゼミナール

地方財政

デジタル人材育成研修

専門職研修

技術職研修

実務研修

人権啓発研修

職位 能力項目

男女共同参画研修

主事・
主任

知識・技術 専門知識・技術

業務運営 業務遂行力、事務改善力、情報収集力、情報整理力

政策立案 課題発見・設定力、企画提案力、企画調整力

コミュニケーション 接遇力、プレゼンテーション力、説得力、調整力

組織運営 積極性、協調性、フォロワーシップ

係長・
主査

業務運営 業務マネジメント力、情報分析・活用力

判断 総合的な判断力

政策立案 政策形成力、創造力

コミュニケーション 折衝力、外部交渉力

決断力

コミュニケーション 総合調整力、合意形成力

人材育成 自己啓発力、指導助言力、指導育成力

組織運営 組織育成力、危機管理力、職場環境形成力

組織運営 組織運営力、チーム形成力、統率力、リーダーシップ

人材育成 人材活用力

課長

業務運営 目標管理力、総合調整力

判断

28



目標

向上能力 知識・技術

対象

日数 0.5日

時間 2:30

科　目　名 時間数

基調講義

政策講義

講師

・あらためて市役所職員として頑張ろうという決意を持つ良いきっかけになる研修だった。
・多摩地域のことや人権問題について学び直せる非常に有意義な研修であった。
・全体を通して民間企業では学べない視点を学ぶことができて非常に良かった。
・もっと周りの人と交流しながら主体的に考えられるような研修を受けたいと感じた。

研修所メッセージ

・「基調講義」「政策講義」を全体集合形式にて実施します。新規採用職員が一同に会する貴重な機会です。
・所属自治体だけでなく、多摩島しょ地域の職員としての自覚を醸成していきましょう。

【基調講義】市町村特別職等
【政策講義】外部有識者

参加した研修生の声

実施科目

科　目　内　容 方　　法

2:30

新たに採用された職員として必要な公
務員の心構えを学ぶ。

講　　義

個別の市町村だけでなく広域的な視点
から多摩地域や島しょ地域の課題など
を学ぶ。

講　　義

研修日程 4/9（水）

２　職層別研修　基礎部門

新任研修（Ⅰ期）

・地方公務員として、必要な制度の基礎的知識の習得を図り、高い人権意識と倫理観を身に付け
る。

・令和７年度採用職員又は令和６年度中途採用職員
・技能労務職から行政職への転職者で１年未満の職員又は令和７年度中に行政職への転職を予定
している職員

全体集合研修
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受講期間 18週間程度

標準
修了時間

約12時間

科　目　名 時間数

地方自治と人権

地方公務員とコンプラ
イアンス

地方自治制度

地方公務員制度

地方財政制度

自治体法務

・これから業務を行う上での基礎となる制度について学びます。
・自分たちの仕事や身分が、どのような根拠に基づいているものなのか、しっかり認識しましょう。
・オンデマンド配信で、自身のペースで学ぶことができ、難しい部分は受講期間内なら何度でも見返すことが
できます。

参加した研修生の声

・最も基礎となる地方自治体の仕組みを理解できて良かった。
・住民の福祉の増進を考えて、業務に取り組みたいと感じた。
・地方公務員の仕組みや目的、心構えについて学び考えることができたことで、職員として自分がどう行動す
るべきかを改めて考える機会となった。
・初めて聞く言葉が多く、難しく感じた。

研修所メッセージ

実施科目

科　目　内　容 方　　法

地方公共団体の事務、住民の権利と義
務など地方行政の仕組みを学ぶ。

地方公務員に適用される制限や服務勤
務条件など仕組みを学ぶ。

地方財政の仕組み、地方公共団体の財
務について学ぶ。

住民の信頼に応えるための行動を公務
員として学び考える。

公務員として必要な自治体法務の基礎
的知識を学ぶ。

自治体職員として理解すべき人権問題
と業務において意識すべきことを学
ぶ。

合計
約12時間

オンデマンド配信

地方自治と人権・地方公務員とコンプライアンス・地方自治制度・地方公務員制度・地方財政制度・自
治体法務　※オンデマンド型研修

研修日程 ４/25（金）～８/29（金）

30



目標

向上能力

対象

日数 2日

時間 13:00

- -

科　目　名 時間数

自治体政策 13:00

講師 研修所講師

参加した研修生の声

・自治体政策がどのように成り立っているのかを知ることができた。
・詳しいことを学び、いつかは政策に携わる仕事がしてみたいと感じた。
・グループディスカッションが今までの研修ではなかったので、とても刺激になった。他自治体の取組みも
知れたので良かった。
・ディスカッションの時間をもう少し長めに確保してほしかった。

研修所メッセージ

・今年度より、自治体政策を１日半から２日に変更して実施します。
・これからの自治体に求められる職員像等を題材に、グループ討議を通して、自治体政策の必要性と考え
方を学びます。
・他団体の職員と多くのコミュニケーションをとり、様々な「考え方」や「気づき」を吸収してください。
・事前課題を研修当日に提出していただきます。事前配付するテキストを必ず通読し、受講してください。

【第５回】 9/29（月）～30（火） 【第6回】 10/2（木）～3（金）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

公務員として自治体政策の必要性と考
え方を学ぶ。

講　　義
討　　議

研修日程

【第１回】 9/4（木）～5（金） 【第２回】 9/11（木）～12（金）

【第３回】 9/18（木）～19（金） 【第４回】 9/24（水）～25（木）

職層別研修　基礎部門

新任研修（Ⅱ期）

・自治体政策の必要性を認識し、基礎となる政策形成能力の向上を図る。

知識・技術

・令和７年度採用職員又は令和６年度中途採用職員
・技能労務職から行政職への転職者で１年未満の職員又は令和７年度中に行政職への転職を予
定している職員
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目標

向上能力

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

公務員倫理

ハラスメントの防止

メンタルヘルス 1:45

講師

・ストレスへの対処
・職場でメンタル不調者に気づいた際の
対応

講　　義

【公務員倫理・ハラスメントの防止】　研修所講師
【メンタルヘルス】　株式会社インソース　講師

参加した研修生の声

実施科目

・時代の変化に対応していく必要性や、自治体職員として住民のために一生懸命働くという自覚が大切だと
改めて感じた。
・実例や実体験を踏まえての講義で、とても参考になった。
・必要な時は産業医や主治医等、専門家の判断を仰ぎながら、部下を支えていく必要性を学んだ。
・部下への指導のあり方がもう少し具体的だとより良かった。

研修所メッセージ

・部下を持つ立場として、新たに必要となる知識を、講義の他、動画視聴や職員同士の意見交換によって深
めていきます。
・自分自身の為だけでなく、部下の為にも必要な研修内容となります。

方　　法

4:45

・非行と汚職
・監督者の責務
・コンプライアンスについて

講　　義

・パワーハラスメントの類型
・ハラスメントと指導の違い
・相談を受けた際の対応

講　　義
演　　習

科　目　内　容

研修日程
【第１回】 8/20（水） 【第２回】 11/12（水）

【第３回】 1/21（水）

公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタルヘルス

職層別研修　基礎部門

係長新任研修（公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタルヘルス）
係長新任研修（仕事と人のマネジメント）

・監督職としての職責の重要性を理解し、執務上必要な知識の習得を図る。
●公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタルヘルス
・監督職としての倫理の重要性を認識するとともに、良好な職場環境を作り上げるための知識の
習得を図る。
●仕事と人のマネジメント
・実践的なコミュニケーション、指導育成能力の向上を図る。
・現場のリーダーに求められる職務遂行能力の向上を図る。
・同職位の他団体職員とのネットワークの形成を図る。

組織運営、業務運営

係長職１年未満の職員
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日数 2日

時間 13:00

- -

科　目　名 時間数

仕事と人のマネジメン
ト

13:00

講師 研修所講師・市町村職員講師

参加した研修生の声

・メンバーを引っ張っていくだけでなく、メンバー全員のモチベーションや能力を引き上げることがリーダー
の役割ということを学ぶことができた。
・グループワークで色々な視点での意見交換が出来て有意義だった。
・コミュニケーションのとり方についてのロールプレイが、実践に近い形でとても良かった。
・プレーヤーとマネジメントの両立が研修テーマにあるとより良かった。

研修所メッセージ

・リーダーとして日々直面する課題を解決するため、マネジメントに必要な実践的スキルや姿勢について学び
ます。
・各自の経験や悩みを持ち寄って意見交換する中で、自ら気づきを得ながらリーダーの役割を学ぶことは、
実践的で業務に直結すると好評です。
・より実りある研修にするため、参加される研修生の皆さんは積極的に発言し意見交換を行う姿勢で臨んで
ください。
・研修所講師や現役の市町村職員である講師の実体験などを交えた、より身近で参考となる内容です。

研修日程

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・マネジメントについて
・リーダーシップについて
・コミュニケーションについて

講　　義
演　　習

【第１回】5/14（水）～15（木）

【第３回】10/9（木）～10（金）

【第５回】1/22（木）～23（金）

【第２回】8/21（木）～22（金）

【第４回】11/13（木）～14（金）

仕事と人のマネジメント

職層別研修　基礎部門

係長新任研修（公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタルヘルス）
係長新任研修（仕事と人のマネジメント）
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目標

向上能力

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

公務員倫理

ハラスメントの防止

メンタルヘルス 3:15

講師

・管理職として必要となる知識を、講義の他、職員同士の意見交換によって深めていきます。
・自分自身の為だけでなく、部下の為にも必要な研修内容となります。
・部下との面談機会がある立場として、安心感を与えるコミュニケーション方法の習得にも役立ててくださ
い。

講　　義
演　　習

【公務員倫理・ハラスメントの防止】　研修所講師
【メンタルヘルス】　株式会社インソース　講師

参加した研修生の声

・公務員倫理について改めて認識するとともに、管理職としての責務を学ぶことができた。
・ハラスメントについては、立場上大きな影響があるので、改めて気をつけたいと感じた。
・メンタルヘルスの取り組みは、良い仕事への投資と考え、前向きに捉える考え方が参考になった。
・パワハラ以外のハラスメント事例についても聞きたかった。

研修所メッセージ

実施科目

・ストレスへの対処
・職場でメンタル不調者に気づいた際の
対応
・職場復帰支援

方　　法

3:15

・非行と汚職
・管理者の責務
・コンプライアンスについて

講　　義

・パワーハラスメントの類型
・ハラスメントと指導の違い
・相談を受けた際の対応

講　　義
演　　習

科　目　内　容

研修日程
【第１回】 7/8（火） 【第２回】 10/20（月）

公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタルヘルス

職層別研修　基礎部門

課長新任研修（公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタルヘルス）
課長新任研修（管理者の役割）

・管理職としての職責の重要性を理解し、執務上必要な知識の習得を図る。
●公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタルヘルス
・管理職としての倫理の重要性を認識するとともに、良好な職場環境を作り上げるための知識
の習得を図る。
●管理者の役割
・管理職として必要なマネジメント能力と、職務遂行能力の向上を図る。
・同職位の他団体職員とのネットワークの形成を図る。

組織管理、業務運営、人材育成

課長職（管理職である課長補佐を含む。）１年未満の職員
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日数 2日

時間 13:00

- -

科　目　名 時間数

管理者の役割 13:00

講師

参加した研修生の声

・新任課長として必要なマネジメントの知識が習得できた。
・他の自治体の管理職と意見交換をすることにより、異なる視点や悩みを共有でき、自分の今の状況、課
題を客観的に把握することができた。
・講義と演習のバランスがよく、集中して効果的に学ぶことができた。
・優先順位づけの判断基準について、具体例を交えて説明があると分かりやすかった。

研修所メッセージ

・組織の管理者として必要な３つのマネジメント（組織・業務・人）に関する基本的な知識を、講義やグルー
プ演習を通じて学びます。
・組織マネジメント力は、多くの部下が管理職に求める重要な能力でもあります。所属職員のためにも能動
的に受講してください。
・他団体の新任管理職との人的つながりや新しい気づきを得る貴重な機会ですので、意見交換の場として
も積極的に活用してください。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・組織マネジメント
・業務マネジメント
・人材育成

講　　義
演　　習

株式会社ビーコンラーニングサービス　講師

職層別研修　基礎部門

課長新任研修（公務員倫理・ハラスメントの防止・メンタルヘルス）
課長新任研修（管理者の役割）

管理者の役割

【第１回】 7/9（水）～10（木） 【第２回】 8/18（月）～19（火）

【第３回】 10/21（火）～22（水） 【第４回】 11/4（火）～5（水）研修日程

【第５回】 1/19（月）～20（火）
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

日数 2日

時間 13:00

- -

科　目　名 時間数

問題解決 13:00

講師 研修所講師・市町村職員講師

参加した研修生の声

・問題解決の方法を座学で学び、すぐに演習で実践できて良かった。
・他団体や他部署の方との討議や発表を通して、新たな視点や思考のプロセスに触れることができ、有意義
な時間だった。
・現状、原因、解決策と段階的に問題を分析していく手法を実務で役立ていこうと思った。
・事例の分野がより多岐にわたると良かった。

研修所メッセージ

・日常業務で発生する問題から、課題をとらえ、検討を加えて解決策を策定していきます。
・問題解決の技法について、職場の具体的な事例を使い、グループ討議を通して学びます。
・研修所講師や現役の市町村職員である講師の実体験などを交えた、より身近で参考となる内容です。
・研修効果を高めるために、テキストを事前に通読し（研修約１か月前に送付）、研修に臨んでください。

【第５回】 1/14（水）～15（木）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・問題の分類
・問題解決のステップ
・グループでの事例研究

講　　義
討　　議

問題解決

・問題の原因を把握し、解決する技法の習得を図る。
・事例研究を通じて、実践的な問題解決能力や、多面的・客観的な視点を身に付ける。
・グループワークを通じ、常に問題意識を持ち、その解決に取り組むための意識の醸成を図る。

在職３年以上の主任・主事職

研修日程
【第１回】 5/28（水）～29（木） 【第２回】 8/6（水）～7（木）

【第３回】 10/16（木）～17（金） 【第４回】 11/6（木）～7（金）
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

日数 3日

時間 19:30

- -

科　目　名 時間数

政策提案 19:30

講師

テーマ

・講義とグループ討議を通じて習得する政策形成のプロセスは、日常の中で物事を考える際にも役立ちま
す。
・研修所講師や現役の市町村職員である講師の実体験などを交えた、より身近で参考となる内容です。
・活発なグループ討議と実りある政策提案のために、各自テキストの事前通読と事前調査（予習）をお願いし
ます（研修約１か月前に送付）。

【第５回】 1/28（水）～30（金）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・テーマの分析
・課題の設定
・政策の立案・決定

講　　義
討　　議

研修所講師・市町村職員講師

定住促進

参加した研修生の声

・研修を通じて他自治体の職員とグループ討議を行うことで、新しい視点や考え方を学ぶことができた。
・一つ一つステップを踏みながら政策について考えることが出来たので、頭の中で考えを整理しやすかった。
・他自治体の先進的な取り組み、根拠法令の確認ができ、今後の業務に活かしていきたい。
・仮想自治体については、ある程度決めてあっても良かったように思う。

研修所メッセージ

政策提案

・テーマの研究を通じて自治体の置かれた現状を把握し、自治体職員としての見識を深める。
・政策を立案するために必要な、論理的かつ多面的な思考・発想力の向上を図る。
・政策提案を通して、企画立案能力の向上を図る。
・講義やグループワークを通じ、危機意識や改革意識などの気づきの醸成を図る。

在職５年以上の主任・主事職（「政策プレゼンテーション」を受講した者を除く）

研修日程
【第１回】 5/20（火）～22（木） 【第２回】 7/15（火）～17（木）

【第３回】 10/29（水）～31（金） 【第４回】 11/19（水）～21（金）
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

中堅職員の役割 13:00

講師 研修所講師・市町村職員講師

参加した研修生の声

・コミュニケーションゲームを通して、伝えることの難しさを感じたり、相互確認してイメージを共有するこ
とが大事だと気づいた。
・他の方の意見を聞く機会も多く、自分の考えとは異なる観点からの話も聞けたので学びの多い研修と
なった。
・中堅職員としての役割を認識したことによって、どのように職場で貢献できるか理解できたため、モチ
ベーションが向上した。
・年上だが職歴としては後輩になる職員へ助言する事例研究もあると良かった。

研修所メッセージ

・在職７年程度の方は、自分の仕事だけをこなせば良いというものではなく、職場の先輩として、後輩に対
して仕事やさまざまな場面での良い手本となることが求められます。
・後輩指導に必要な知識や技術について、自ら気づきを得るとともに、効果的な手法や心構えを学びます。
・また、職場において、後輩に限らず、対人関係全般で実践できることも多く盛り込まれています。
・研修所講師や現役の市町村職員である講師の実体験などを交えた、より身近で参考となる内容です。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・中堅職員の役割とは
・ＯＪＴのための基礎的な知識・技術
・事例研究

講　　義
演　　習

中堅職員の役割

・中堅職員として求められる能力、資質、姿勢などの役割を認識する。
・指導のために必要な、コミュニケーション能力、コーチング技術を身に付ける。
・ペアワーク、グループワーク等を通じて、多面的・客観的な視点を身に付け、後輩指導のため
の意識の醸成を図る。

在職７年程度の主任・主事職

研修日程
【第１回】 4/23（水）～24（木） 【第２回】 7/24（木）～25（金）

【第３回】 10/23（木）～24（金） 【第４回】 2/3（火）～4（水）
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

日数 0.5日

時間 3:15

科　目　名 時間数

ベテラン職員の役割 3:15

講師

参加した研修生の声

・対話が一番大切であり、コトではなく人を中心に置いた対話が必要なことに気づかされた。
・自分の良さ・得意なことに目を向けることが大切だと気づくことができた。
・組織の中で自分が求められている立ち位置について再認識すことができた。
・もう少し時間をかけて深掘りしてほしい部分があった。

研修所メッセージ

・組織における自己の役割とベテラン職員としてのリーダーシップの発揮方法を振り返ります。
・今までに培った経験や知識を今後どのように組織に活かしていくかを考えます。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・リーダーシップとフォロワーシップの基
本
・キャリアの振り返りと自己の把握

講　　義
演　　習

株式会社といろ　講師

ベテラン職員の役割

・組織における自己の役割を把握する。
・ベテラン職員として求められる能力、姿勢、立場などを認識する。
・これまで積み重ねた経験や知識を活かすため、組織内でのリーダーシップ及びフォロワーシッ
プの基本を身に付ける。

在職15年以上の主任・主事職
※令和７年度については、平成2３年３月31日までに採用された職員

研修日程
【第１回】 6/5（木） 【第２回】 12/3（水）

各回午後実施（13：15～16：30）
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

【第１回】 6/4（水） 【第２回】 12/4（木） 日数 1日

【第３回】 2/3（火） 時間 6:30

科　目　名 時間数

調整力・交渉力 6:30

講師 民間会社講師

参加した研修生の声

・具体的な交渉のスキルの提示や、実際にあった事例の話もあり、活用のイメージがしやすかった。
・様々な場面での交渉を円滑に行うための方法、普段からの意識のもち方等を学ぶことができた。
・「あきらめてもらう」ことも時にはゴールになることや、不意の質問に全て応える必要はないことを学ん
だ。
・実際の事例で演習を行うには時間が短く、難しかった。

研修所メッセージ

・話し合いが平行線をたどるような場合の交渉テクニックや必要以上に譲歩しないための手法などを学び
ます。また、実際の場面を想定した演習を通じて実践スキルを身に付けていきます。
・市民対応や係間の業務調整、委託業者との調整など様々なシーンで活用できますのでぜひ受講してみて
ください。

調整力・交渉力（主任・主事向け）

・調整や交渉に必要な基礎的知識の習得を図る。
・相手との良好な関係を築きながら、より良い結果に導く折衝・交渉能力の向上を図る。
・調整や交渉をするにあたって、組織の一員としての意識を醸成する。

主任・主事職

研修日程

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・調整、交渉の基礎知識
・調整、交渉のステップ
・調整、交渉の実践演習（実際の事例を
使用したトレーニング）

講　　義
演　　習
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

調整力・交渉力 6:30

講師

参加した研修生の声

・何となくやっていることを体系的に学ぶことができた。
・「分配型」の交渉から「統合型」の交渉への移行が重要であると感じた。
・今後は相手の立場も考えながら、Win-Winの交渉をしていきたい。
・自身の業務遂行だけでなく、部下育成の観点からも非常に有益な内容だった。

研修所メッセージ

・調整や交渉の際に双方が納得できる合意形成をするための考え方やスキルを身に付けられます。
・「他課への業務移管で、納得してもらえなく難航した」「事前に協力団体の協力を取り付けたが、会議で覆っ
てしまった」などの経験がある管理・監督職の方に最適です。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・調整力・交渉力とは
・調整、交渉に必要な事前準備
・周囲への配慮や働きかけ
・調整、交渉に必要なスキル

講　　義
演　　習

株式会社トランスエージェント　講師

調整力・交渉力（管理・監督職向け）

・内部、外部との調整や交渉に必要な知識、コミュニケーションについての知識の習得を図る。
・管理・監督職として、円滑に業務や組織管理を行うための調整・交渉能力の向上を図る。

係長職以上

研修日程 8/8（金）
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

ファシリテーション 6:30

講師

参加した研修生の声

・まず会議の目的やルールを設定することが大事であると学んだ。
・グループワークを行うことにより、実践での難しさと改善点を肌で感じることができた。
・事前課題で提出した困りごとについて、グループで意見交換する時間があり、とても為になった。
・事前課題について、講師からのフィードバックも欲しかった。

研修所メッセージ

・ファシリテーションとは、目標達成や成果の最大化を目指して、話し合いなどを円滑に進行し、組織や参
加者を活性化させる能力という意味で使われています。
・会議をはじめ、職場内のコミュニケーションや地域協働など様々な場面において、ファシリテーション能
力が職員に求められています。
・実習では、庁内会議や市民協働を想定した実践的な演習を行うことで、円滑な会議運営能力の向上を目
指します。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・ファシリテーターとは
・ファシリテーションスキルアップ
・ファシリテーション演習

講　　義
演　　習

有限会社アベレ　講師

ファシリテーター入門

・庁内会議や市民参加型の会議で、円滑な意思決定と合意形成を図るために必要な知識や能
力を身に付ける。

全職員

研修日程 【第１回】 6/9（月） 【第２回】 2/5（木）
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

日数 0.5日

時間 3:15

科　目　名 時間数

ハードクレーム対応 3：15

講師

参加した研修生の声

・クレーム対応は初期対応が大切だということを再認識した。
・言い回しや対応の仕方などを、意見交換を通して具体的に学ぶことができた。
・謝罪と共感の言葉のレパートリーが増え、これからの電話対応に少し自信がついた。
・講師の話が分かりやすかったため、もう少しインプットを多くしてほしかった。

研修所メッセージ

・威圧的な態度や数時間にわたるクレームで困ったことはありませんか。
・クレーム対応の基本からハードクレームの傾向と対策まで学びます。
・この研修では様々な場面で使えるフレーズや技法を身に付け、明日から活用できることを目指します。
・カスタマーハラスメント等の最近のトピックスも取り上げます。
・今年度は通所を必要としないライブ配信での実施となります。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・クレームの分類と基本姿勢
・ハードクレームにおけるクレーマーの傾
向と対策
・組織の連携

講　　義
演　　習

民間会社講師

ハードクレーム対応

・ハードクレームへの具体的な対応について知識の習得を図る。
・大きな危機につながらないよう、組織の一員としてハードクレームへの対応力を身につける。

係長職以下（管理職ではない課長補佐職を含む）

研修日程
6/17（火）

午後実施（13：15～16：30） ライブ配信型研修
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

日数 0.5日

時間 3:15

科　目　名 時間数

不当要求対応 3:15

講師

参加した研修生の声

・不当要求への対応に関する知識やスキルが向上した。
・組織として対応する重要性が認識でき、職員を守るための意識が高まった。
・弁護士の専門的な知識や経験から得られた具体的な事例が、とても参考になった。
・他団体の方との意見交換の時間があれば良かった。

研修所メッセージ

・不当要求とは、脅迫行為や営業妨害などを行い、利益を得ようとする行為をいいます。
・希望して受講する研修生も多く、弁護士による講義も好評で、悩み事も解決できる満足度の高い研修と
なっています。
・有事の際の対応方法を学ぶ事が出来る機会ですので、窓口部署に関わらず、多くの管理職の方に受講して
いただきたい研修です。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・不当要求とは
・不当要求に対する組織的対応

講　　義

弁護士

不当要求対応

・不当要求への具体的な対応について知識の習得を図る。
・大きな危機につながらないよう、組織としての不当要求への対応力を身に付ける。

部長職、課長職、管理職である課長補佐職

研修日程 7/2（水） 午後実施（13：15～16：30）
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

日数 1日

全日程ライブ配信型研修 時間 6:30

科　目　名 時間数

要約力 6:30

講師

参加した研修生の声

・演習の機会が多く、回数を重ねるに連れて要約のコツがわかるようになった。
・要約の方法だけでなく、考え方を中心に学ぶことができ、大変参考になった。
・チャットで質問するなど、対面型に近い感覚で参加できたのが良かった。
・公務員で想定されるような、住民説明などのケーススタディがあるともっと良かった。

研修所メッセージ

・要約とは、大量の情報、複雑な事象の中から大切な箇所を抜き出すことです。報告や記録の作成など業務の
様々な場面で要約力が求められています。
・文章や話の要点を論理的に整理してまとめ、相手が理解しやすいように要約する力と、情報や考えなどを整
理して、話しのポイントをまとめる要約のスキルを学びます。
・内容をうまくまとめることに困っている方、能力を向上させたい方は受講してみてください。
・通所を必要としないライブ配信での実施となります。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・要約のためのフロー
・要約力の向上
・図解化の意義・手法

講　　義
演　　習

株式会社インソース　講師

要約力

・要約力の重要性や必要性について理解する。
・収集した情報について、重点を理解・整理し、状況に合わせた分かりやすい文書作成能力の向上
を図る。

係長職以下（管理職ではない課長補佐職を含む）

研修日程
【第１回】 6/3（火） 【第２回】 12/8（月）
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

アサーティブコミュニ
ケーション

6:30

講師

参加した研修生の声

・自己のコミュニケーションの特性を認識できた。
・ほんの少しの言い回しの違いで、印象が大きく変わるということが分かった。
・発表を寸劇で行ったのでイメージが湧き理解が深まった。
・事例以外にも、アサーティブに言い換えた場合の具体例をたくさん提示されていると良かった。

研修所メッセージ

・言いにくいことを伝える方法や、相手に分かりやすく伝える表現技法、感情表現を演習を通じて学びま
す。
・円滑な人間関係を保ちつつ、適切に自己主張する能力を身に付けましょう。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・アサーティブとは
・自己のコミュニケーション傾向と対策
・アサーティブの実践演習

講　　義
演　　習

株式会社マネジメントサポート　講師

アサーティブコミュニケーション

・職場内において、円滑な関係を構築する意識を醸成する。
・相手を尊重しながら自分の感情や要求を適切に表現する方法を学ぶ。

係長職以下（管理職ではない課長補佐職を含む）

研修日程 【第１回】 6/18（水） 【第２回】 12/1（月）
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

コーチング 6:30

講師

参加した研修生の声

・自分が今まで行っていたのがティーチングになっていたことに気づいた。今後はコーチングを実践していき
たい。
・教わった知識をその場で演習として実践する構成であったため、理解が深まった。
・シンプルに承認したり繰り返しの問いを行ったりすることなど、部下の育成に活かしたい。
・演習は多かったが、もっとやりたかった。

研修所メッセージ

・コーチングを使った部下育成の方法論と、ロールプレイを用いた実践演習を通してコーチングを学びます。
・部下の指導・育成に悩みをお持ちの方にとって、解決の一助となります。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・コーチングを学ぶ意義
・部下の成長意欲を伸ばす手法
・部下の自立精神を伸ばす手法
・コーチング実践演習

講　　義
演　　習

株式会社といろ　講師

係長のためのコーチング

・コーチングを使った部下の指導育成方法についての知識の習得を図る。
・目標達成に向けて、自ら考え、自立した職員を育成する能力の向上を図る。

係長職（管理職ではない課長補佐職を含む）

研修日程 7/28（月）
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

インバスケット 6:30

講師

参加した研修生の声

・「時間が足りないほどの業務量」をいかに的確に判断していくか、その取捨選択の方法と基準軸、優先順位
をつける考え方を学べたことはとても良かった。
・部下への指導方法や業務分担に関する新たな視点を得た。
・自分の判断の特性（クセ）や苦手分野を客観的に理解することができた。
・判断力はある程度自信があったが、演習を通じてまだまだスキルアップの必要があると感じた。

研修所メッセージ

・インバスケットとは、限られた時間の中で、複数案件の優先順位を明確にし、効率的に処理していく能力を
養う研修です。
・ロールプレイを通じて、問題発見力や判断力といった、マネジメントに必要なスキルを学べます。
・処理が中々進まない、案件が多すぎて終わらないなどでお悩みの方、業務効率化につながる具体的なノウ
ハウを学べる本研修を受講してみてはいかがでしょうか。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・インバスケットの基礎知識
・問題発見力・判断力の習得
・優先順位のつけ方・処理方法

講　　義
演　　習

インバスケット研究所　講師

判断力向上

・仕事における優先順位のつけ方を習得する。
・問題解決力、判断力を鍛え、業務処理能力の向上を図る。

係長職以上

研修日程 8/1（金）
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職層別研修　能力向上部門

目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

リスクマネジメント・メ
ディア対応

13:00

講師

参加した研修生の声

・職場のリスクを具体的に洗い出して対策を考えるきっかけなった。
・リスクマネジメントを理論的且つ体系的に考えるようになった。
・リスク管理表の重要性を理解できた。
・万が一の対応ではあるが、記者会見の演習は知っているかどうかで大きく違うので、大変勉強になった。

研修所メッセージ

・リスクの予防法や、有事の際の対応方法を学ぶことができる機会ですので、部署に関わらず多くの管理職
に受講していただきたい研修です。
・リスク分析のほか、記者会見を想定した演習など実践的な内容で実施します。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・組織内部のリスクマネジメント
・災害対応等のリスクマネジメント
・メディア対応演習

講　　義
演　　習

株式会社インソース　講師

管理職のためのリスクマネジメント

・自治体を取り巻く環境の変化を踏まえ、リスクについて理解する。
・管理職として必要なリスクマネジメント能力、メディア対応力の向上を図る。
・演習を通じ、危機意識や改革意識などの気づきの醸成を図る。

部長職、課長職、管理職である課長補佐職

研修日程
【第１回】 7/22（火）～23（水） 【第２回】 10/7（火）～8（水）

【第3回】 1/8（木）～9（金）
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３　講師養成研修

目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

講義指導の基礎 13:00

講師

参加した研修生の声

・短い時間の登壇トレーニングを複数回実施したことにより、グループの方々の教え方が目に見えて上達した
ことを体感できて良かった。
・聞き手への意識が改めて大事だと確認できた。
・読み原稿なしで皆の前で話す機会があり、読み原稿なしで話す自信をもつことができた。
・登壇を撮影して映像を振り返るトレーニングを、反省を踏まえてもう一度やってみたかった。

研修所メッセージ

・各市町村の独自研修や市民講座の講師として登壇される方に向けた研修です。
・講義や実習を通して、登壇の基礎的な知識・技法を習得します。また、研修の内容構成やレッスンプランの
作成についても学びます。
・研修生全員の前での登壇実習は、自己の話し方を見直すきっかけになるとともに、客観的なアドバイスを得
ることができる貴重な機会となります。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・講師に求められる態度
・講義の効果的な進め方
・レッスンプランの作成
・模擬講義の実践

講　　義
実　　習

民間会社講師

講師スキルアップ～伝わる教え方～

・職員や市民に上手く伝わるように必要な話し方や指導方法等の知識の習得を図る。
・講師に必要な指導能力を身に付けるとともに、プレゼンテーション能力の向上を図る。

全職員

研修日程
【第１回】 8/12（火）～13（水） 【第２回】 10/27（月）～28（火）
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講師養成研修

目標

対象

日数 3日

時間 19:30

科　目　名 時間数

「仕事と人のマネジメ
ント」の指導

19:30

講師

参加した研修生の声

・他自治体の研修生のやる気と熱意に触れ、自分も努力しなければと感じた。
・人に教えたり伝えたりする時の基本的な姿勢や心構えを学び、更に精進していこうと意識を持った。
・受講生が既に知っていることを、さらに高みに向かうよう仕向けるかは、工夫の仕方次第と感じた。
・内部講師経験者からのアドバイスやコーチングを受けられると良いと感じた。

研修所メッセージ

・係長職１年未満の職員を対象に実施する「係長新任研修（仕事と人のマネジメント）」研修に登壇する講師
を養成する研修です。
・実際の講義と同様に、係長職としてのマネジメントに必要となる知識や実践的スキルについて学び、その
後登壇実習を行います。

研修所講師

講師養成研修（仕事と人のマネジメント）

・講師としての指導方法や登壇予定の科目に関する知識の習得を図る。
・講師に必要な登壇予定科目に関する指導能力の向上を図る。
・職員を育成する心構えを身に付け、部下の指導育成に対する意識の醸成を図る。

課長補佐職以上

研修日程
11/12（水）～14（金）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・「仕事と人のマネジメント」とは
・模擬講義「仕事と人のマネジメント」
・指導方法の習得
・登壇実習

講　　義
実　　習
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目標

対象

受講期間 13週間程度

標準
修了時間

約８時間

科　目　名
標準修了

時間

行政法 約８時間

４　法務研修

行政法　※オンデマンド型研修

・行政法の体系や解釈、関連する判例や行政実例に関する知識の習得を図る。
・政策法務能力の下地となる法的素養を身に付け、行政法の的確な解釈や運用能力の向上を図
る。
・法的知識の習得に対する自己啓発への動機づけや、地方公務員としての自覚を醸成する。

全職員

研修日程
【第１期】 7/1（火）～9/30（火） 【第２期】 11/4（火）～1/30（金）

オンデマンド
配信

研修所メッセージ

・本研修は、在職５年程度向けの内容です。
・行政法は、行政権の組織及び作用に関する法の総称です。
・行政行為や不服申立て等、業務を行う上で考えなければならないことについて学びます。
・確認テストを行いながら進めるため、知識の定着を図れます。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。

参加した研修生の声

・なぜ法律でこのように規定があるのかを理解することで、市民への丁寧な説明や後輩職員への育成に活
かしていきたい。
・行政行為の重みを再確認することができた。また、知識も得ることができ、今後の行政実務で活用してい
きたい。
・判例集の冊子もあり、例を確認しながらの講義は内容を把握しやすかった。
・説明なく登場する専門用語が難しく、スムーズに内容の理解ができなかった。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・行政と行政法
・法律と行政の関係
・行政行為
・行政裁量
・行政立法
・行政契約
・行政計画
・行政指導
・行政強制
・行政上の制裁
・国家賠償
・損失補償
・行政不服申立て
・行政事件訴訟
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目標

対象

受講期間 13週間程度

標準
修了時間

約８時間

科　目　名
標準修了

時間

地方自治法 約８時間

法務研修

地方自治法　※オンデマンド型研修

・地方自治法の体系や解釈、関連する判例や行政実例に関する知識の習得を図る。
・政策法務能力の下地となる法的素養を身に付け、地方自治法の的確な解釈や運用能力の向上
を図る。
・法的知識の習得に対する自己啓発への動機づけや、地方公務員としての自覚を醸成する。

全職員

・地方自治の意義とその保障
・国と地方公共団体の役割分担
・地方公共団体と区域
・地方公共団体の住民
・地方公共団体の仕事と自治権
・地方公共団体の仕組み
・地方公共団体の財務
・公の施設
・国と地方公共団体の関係に関するルー
ル
・都道府県と市町村の関係

オンデマンド
配信

方　　法

研修日程
【第１期】 7/1（火）～9/30（火） 【第２期】 11/4（火）～1/30（金）

実施科目

科　目　内　容

研修所メッセージ

・本研修は、在職５年程度向けの内容です。
・地方公共団体の役割や権能、組織や仕組み等、働く上で必要な知識について学びます。
・政策法務能力が求められる今日、それを下支えするため基本的法律の知識は必要です。研修所では基本
的法律である地方自治法を学習するきっかけ、知識の再整理の場として本研修を実施しています。
・新任研修（Ⅰ期）で学ぶ「地方自治制度」の発展的な内容であり、科目内容の理解度を考慮し、５年程度の
行政経験を積んでからの受講が望ましいです。
・確認テストを行いながら進めるため、知識の定着を図れます。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。

参加した研修生の声

・「住民の福祉の増進」は日頃の業務に追われているとついその本質をわすれてしまいそうになるが、この
研修を通して、改めてその意味の重要性を理解し、業務を行うことの大切さに気づけることができた。
・これまで以上に市民の立場に立ち、公平な職務を遂行できるよう努力したいと思った。
・問題を解くにあたり様々な法令を調べることで地方自治法についての理解が深まった。
・受講しながらテキストとオンデマンド上のスライド内容を一致させることができす、理解が難しかった。
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目標

対象

受講期間 13週間程度

標準
修了時間

約９時間

科　目　名
標準修了

時間

地方公務員法 約９時間

法務研修

地方公務員法　※オンデマンド型研修

・地方公務員法の体系や解釈、関連する判例や行政実例に関する知識の習得を図る。
・政策法務能力の下地となる法的素養を身に付け、地方公務員法の的確な解釈や運用能力の向
上を図る。
・法的知識の習得に対する自己啓発への動機づけや、地方公務員としての高い倫理観を醸成す
る。

全職員

研修日程
【第１期】 7/1（火）～9/30（火） 【第２期】 11/4（火）～1/30（金）

実施科目

科　目　内　容

・本研修は、在職５年程度向けの内容です。
・地方公務員として適用される身分保障や服務等、働く上で必要な知識について学びます。
・新任研修（Ⅰ期）で学ぶ「地方公務員制度」の発展的な内容であり、科目内容の理解度を考慮し、５年程度
の行政経験を積んでからの受講が望ましいです。
・確認テストを行いながら進めるため、知識の定着を図れます。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。

参加した研修生の声

・地方公務員法は、公務員として働くうえで基礎的な法律であるため、今回の研修を受け、改めて公務員と
して自覚ある行動を心がけていきたいと思った。
・スライド資料が、図式化されていたり、重要な点がまとまっていたので分かりやすかった。
・問題の難易度は高く、理解が深まった。期間中に何度でも受講できることもよかった。
・勤務条件の部分についてはとても身近な部分なので演習問題等で多く取り扱ってほしかった。

方　　法

・地方公務員の意義と種類
・人事機関
・職員に適用される基準
・職員の身分保障と責任
・服務
・職員の労働基本権

オンデマンド
配信

研修所メッセージ
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目標

対象

【第１回】10/14（火） 【第２回】２/17（火） 日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

地方自治法 6:30

講師

※法務研修「地方自治法」を受講してから、ご受講ください。
・より多様化する課題を解決し、住民の福祉の増進を図るための基礎として、より深い法知識や制度の習得
が求められており、政策を確実に実現するためにも、十分な法解釈と運用能力の向上が必要です。
・この研修では、「地方自治法」に関する事例演習を通じて、法知識の習熟度を深めます。自身の知識の確認
とともに、グループワークを通して自ら考えることで、自己啓発に役立てください。
・研修所講師は、元市町村職員です。自らの行政経験を交えて講義、解説をしますので、実務に関連させな
がら、その土台となる制度や仕組みを学ぶことができます。

法務ゼミナール「地方自治法」

・グループ演習を通して、地方自治法の的確な解釈や運用能力の向上を図る。
・法的知識の習得に対する自己啓発への動機付けや、地方公務員としての自覚を醸成する。

原則として、オンデマンド型法務研修「地方自治法」を修了した職員（修了見込の者及びこれまで
に通所型研修を修了した者を含む）

研修日程

実施科目

科　目　内　容 方　　法

事例演習及び解説
講　　義
演　　習

法務研修

研修所講師

参加した研修生の声

※今年度新たに実施します※

研修所メッセージ
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

民法 13:00

講師

法務研修

民法（総則・物権法）

・民法の解釈や関連する判例に関する基礎的知識の習得を図る。
・政策法務能力の下地となる法的素養を身に付け、民法の的確な解釈や運用能力の向上を図る。
・法的知識の習得に対する自己啓発への動機づけや、地方公務員としての自覚を醸成する。

全職員

研修日程
8/5（火）～6（水）

実施科目

科　目　内　容

・民法の構成や、基礎的な重要条文の内容を理解できて勉強になった。
・基本業務における注意点を考えるほかにも、自身に業務の関わりのない部署の業務の考え方も知ることが
でき、市の立場で考えることができるようになった。
・民法は年々、改正しているから、改正の情報を得る必要があることを認識した。
・事例の演習時間があまり取れなかったので、もう少し増やすと良い。

研修所メッセージ

・本研修では、民法のうち「総則（法律行為や時効など）」と「物権法（所有権や抵当権など）」を中心に学びま
す。
・民法は日常生活における財産関係と家族関係を規定する法律ですが、契約や相続など地方自治体の日常
業務にも深く関係しています。
・地方公務員として勤務したご経験がある弁護士の方に登壇いただきますので、実例等を交えながら学ぶこ
とができます。
・なお、民法を体系的に学ぶには、この研修と合わせて「民法（債権法）」及び「民法（親族法・相続法）」も受講
することをお勧めします。

方　　法

・総則
（通則、人、法人、物、法律行為、期間の計
算、時効）
・物権
（総則、占有権、所有権、地上権、永小作
権、地役権、留置権、先取特権、質権、抵
当権）
・事例演習

講　　義
演　　習

弁護士

参加した研修生の声

56



目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

民法 13:00

講師

法務研修

民法（債権法）

・民法の解釈や関連する判例に関する基礎的知識の習得を図る。
・政策法務能力の下地となる法的素養を身に付け、民法の的確な解釈や運用能力の向上を図る。
・法的知識の習得に対する自己啓発への動機づけや、地方公務員としての自覚を醸成する。

全職員

研修日程
9/29（月）～30（火）

実施科目

科　目　内　容

・実務と結びつけ事例や具体例を説明してくださった内容は、頭に入ってきやすかった。
・「民法とは日常の不満を解決してくれるものだ」という話があり、市民の皆様の日常に向き合う者として、
広く知っておかなければならない内容であると感じた。
・自身が行う業務について、根拠法令や判例等を常に確認しようという意識づけができた。
・法律用語の理解が乏しく、用語の意味が分からなかったケースがあったため、用語の説明等、補足事項が
あると読みやすい。

研修所メッセージ

・本研修では、民法のうち「債権法（債権の効力や契約など）」を中心に学びます。
・民法は日常生活における財産関係と家族関係を規定する法律ですが、契約や相続など地方自治体の日常
業務にも深く関係しています。
・地方公務員として勤務したご経験がある弁護士の方に登壇いただきますので、実例等を交えながら学ぶこ
とができます。
・なお、民法を体系的に学ぶには、この研修と合わせて「民法（総則・物権法）」及び「民法（親族法・相続法）」も
受講することをお勧めします。

方　　法

・債権
（総則、契約、事務管理、不当利得、不法
行為）
・事例演習

講　　義
演　　習

弁護士

参加した研修生の声
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

民法 13:00

講師

法務研修

民法（親族法・相続法）

・民法の解釈や関連する判例に関する基礎的知識の習得を図る。
・政策法務能力の下地となる法的素養を身に付け、民法の的確な解釈や運用能力の向上を図る。
・法的知識の習得に対する自己啓発への動機づけや、地方公務員としての自覚を醸成する。

全職員

研修日程
10/21（火）～22（水）

実施科目

科　目　内　容

・直近で改正された内容がくわしく解説されていて良かった。
・改めて親族法・相続法ともに複雑であると感じた。日々の業務においても重要な部分なので、常に確認を
怠らないようにしたいという気持ちになった。
・講師の方の実際の事例を伺うことができ、条文の意味を理解できた部分が多くあった。
・演習の時間が短く残念だった。

研修所メッセージ

・本研修では、民法のうち「親族法（婚姻や親子関係など）」「相続法（相続人や相続の効力など）」を中心に学
びます。
・民法は日常生活における財産関係と家族関係を規定する法律ですが、契約や相続など地方自治体の日常
業務にも深く関係しています。
・地方公務員として勤務したご経験がある弁護士の方に登壇いただきますので、実例等を交えながら学ぶこ
とができます。
・なお、民法を体系的に学ぶには、この研修と合わせて「民法（総則・物権法）」及び「民法（債権法）」も受講す
ることをお勧めします。

方　　法

・親族
（総則、婚姻、親子、親権、後見、保佐及び
補助、扶養）
・相続
（総則、相続人、相続の効力、相続の承認
及び放棄、財産分離、相続人の不存在、遺
言、遺留分）
・事例演習

講　　義
演　　習

弁護士

参加した研修生の声
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

民事訴訟 13:00

講師

法務研修

民事訴訟法（奇数年度）

・民事訴訟法に関する基礎的な知識の習得を図る。
・民事紛争の解決能力の向上を図る。
・民事訴訟への備え、紛争解決に向けた業務への改善意識を醸成する。

法務研修「民法」修了など、民法の基礎的知識を有する職員（例：法規、住民窓口、税務、福祉、教
育、施設・道路管理部門等、民事訴訟に関わる可能性のある職員など）

研修日程
7/14（月）～15（火）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・自治体と民事訴訟
・民事訴訟（通常民事訴訟、略式手続等）
・民事執行（強制執行、担保権の実行、財
産調査の方法）
・民事保全処分
・自治体の訴訟事務（訴訟事件の処理、強
制執行）
・事例演習

講　　義
演　　習

弁護士

参加した研修生の声

・非常に広範囲にわたる科目を、メリハリの効いた講義で網羅的に教わることができたので、大変参考になっ
た。
・業務そのものに直ちに訴訟が関連することがなかったとしても、法律に則して事案を考えるきっかけにでき
た。
・どこの部署でも活用できる内容だと思った。
・研修の難易度が高いので、難易度を分けて受講できたら良いと感じた。

研修所メッセージ

・民法や地方自治法、国家賠償法など行政法の基礎的知識があることが、講義の理解、事例演習の討議に役
立ちます。
・演習では、具体的な事例を挙げ、自治体としてどのような法的措置を講ずるべきかや訴訟に向けて準備す
ることなどについて、グループで検討を行います。
・講師は、元東京都職員で、弁護士としても長く経験のある方が担当します。
・非強制徴収公債権、私債権回収を重点的に学びたい方には、実務研修「自治体債権管理回収科」の受講をお
勧めします。
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目標

対象

日数 6.5日

時間 42:15

科　目　名 時間数

政策デザインゼミナール 42:15

講師

テーマ

多摩大学経営情報学部教授　中庭光彦

5　自治体経営研修

政策デザインゼミナール

・自治体が直面している重要な政策課題に関する知識の習得を図る。
・各種情報の収集、活用を行い、地域や組織に潜在する課題を発見し、政策として具体化する能
力の向上を図る。
・他団体職員との交流により、人的ネットワークの形成と、危機意識や改革意識の醸成を図る。

原則として在職５年以上の職員

研修日程 7/4（金）、7/18（金）、9/5（金）、10/3（金）、11/7（金）、11/21（金）
※上記以外で0.5日分のフィールドワーク（インタビュー）を実施します。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・政策デザインとエフェクチュエーショ
ン
・テーマの分析、調査（フィールドワー
ク）、研究
・事業案の立案、決定
・報告書作成
・成果発表

講　　義
討　　議

自治体の新たな魅力の創出

※上記をテーマに、『観光圏づくり』や『若者・女性に選ばれる地域生活圏づくり』等について、周
辺自治体や民間企業等の多様な主体との連携をふまえた事業案を考えます。

参加した研修生の声

【令和６年度の研修テーマ】
エフェクチュエーションによる人口減少社会の地域づくり

【本科生の声】
・政策デザインの講義や講師にご紹介いただいた他市の事例等は、非常に興味深く勉強になった。
・データ活用など、民間資源を活用して、地域課題を解決することは、人口減少社会においてどの自治体も
課題感を持っていると考えるので、エフェクチュエーションの「いまできること」、「小さく始める」といった発
想は、常に意識して連携の取り組みを今後検討していきたい。
・現場からボトムアップの政策立案手法は市民満足に直結するという、改めて考えると至極当然でありなが
ら行政に重視されていないという現状の把握が出来た事と、市民満足度第一のデザインの手順を知る事が
できた事は行政職員として働くうえで非常に大きな収穫になったと思います。
・エフェクチュエーションやデザイン思考で導き出したアイデアを、実際に市の施策として、庁内展開すると
いう視点に落とし込むときの、教授とのやりとりはなかなか難しさを感じた。
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・目まぐるしく変化する社会状況に対し、自治体職員は限られた人材で効率良く効果的な政策を実現するこ
とが求められています。
・本研修では、地域政策等を専門とする外部有識者をお招きし、幅広い知識と深い知見から政策立案の手
法についてご指導いただくゼミナール型の研修です。「PDCAサイクル」に代表されるような計画的な政策
形成プロセスに加え、「エフェクチュエーション」等の新たな視点を取り入れ、デザイン思考を用いた政策形
成プロセスを学ぶことができます。
・「事業立案の新たな手法の理解と実践」「グループ研究による新たな気付き」を通して、より実効性のある
具体策を見出し、政策の実現につなげる能力の向上を図ることができます。

※「エフェクチュエーション（実効理論）」とは、優れた起業家に共通する意思決定プロセスを体系化した経営
学における理論のひとつです。既に持っている手段や資源を活用することで「いま何ができるか」を発想
し、実効性のあるアイデアを生み出すための方法です。
※上記の日程以外の0.5日で、調査・研究の一環としてグループで設定したテーマに関連する方々へインタ
ビューを実施します。

参加した研修生の声

【基調講義参加者の声】
・多くの実例も示していただき、エフェクチュエーションの視点・考え方等を知ることができた。
・計画等は策定が目的化（策定＞実行）されるきらいがあると感じていたので、実行にウエイトをおいた考え
方には共感できた。また、実施にあたっては行政（職員）が一番変わる必要があるのではないかと感じた。
・行政には目的や計画があって当たり前と思い込んでいたので、手段に着目してどんどん実行し、失敗して
いくという発想がなかった。VUCAの時代と知っていたのに、確実な手段ばかりを追い求めていたことに
気が付けた。
・多摩の中でも課題にグラデーションがあることを改めて認識した。自分の自治体の状況をもう一度とらえ
なおすきっかけとなった。

【成果発表会参加者の声】
・市民感覚、インタビューを通したニーズ抽出、デザインと計画、リアリティ、とりあえずやってみる、人材資
源の獲得・拡大…キーワードをたくさんもらえた。
・他の業務がある中で、提案を細かく作成したことにびっくりした。市民の声をしっかり聞く、それに伴い市
民が住みやすい環境を作っていくことが重要であると学んた。
・いきなり結果を求めず、小さく始めて試してみる。行政が最も苦手な方法ではあると思うが、取り入れて
いく必要があるなと感じた。
・多くの自治体を見てきた方の言葉には説得力がある。フィールドワークはこれまでに行ったことがないの
で、今後は活用していきたい。

研修所メッセージ
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

政策法務の基礎 13:00

講師

自治体経営研修

政策法務

・課題解決のための政策形成や、その実現手段としての法務に関する知識の習得を図る。
・政策形成能力を高めるとともに、政策実現のために、法務を積極的に活用する能力の向上を図
る。
・常に意欲的に課題を発見し、その解決に取り組むための意識の醸成を図る。

原則として在職３年以上の職員

・政策法務概論
・自治体政策
（意義、体系、サイクルと政策過程）
・自治立法
（自治体法務、条例制定権、解釈、条例の
つくり方、条例・規則の構成と形式）
・法律、条例の解釈と執行
（自治解釈、執行、評価）
・自治体争訟法務
（自治体争訟、行政事件訴訟、対応）
・政策法務体制

講　　義
演　　習

研修日程

実施科目

科　目　内　容 方　　法

1/8（木）～9（金）

研修所講師

研修所メッセージ

・「政策法務」とは、地方自治体における政策実現手段として、自治体の法務を積極的に活用していくことで
あり、自治体職員にとって必要不可欠なものです。
・新任研修（Ⅱ期）の「自治体法務」や「自治体政策」の発展的な内容であり、研修では講義とグループ演習の
両面から基礎的な政策法務能力の習得を図ります。実際に条例案を作成するなどの演習は、「立法法務」で
行います。
・本研修受講後、「行政法」や「立法法務」などを受講するとより知識の習得や能力向上が見込めます。
・研修所講師は、元市町村職員です。自らの行政経験を交えて講義しますので、実務に関連させながら、その
土台となる制度や仕組みを学ぶことができます。
・研修効果を高めるために、テキストを事前に通読し（研修約１か月前に送付）、研修に臨んでください。

参加した研修生の声

・条例や規則の制定が、政策を実現する手段の一つであることが理解できた。地域を良くするための攻めの
法務に取り組みたい。
・仕事をする際は事案に対してどのような法務手続きが発生するか意識し、未然に防止するように行動した
いと思った。
・グループ演習により、講義の理解不足を確認でき、また、グループ内での討議にて、理解の向上を図ること
ができた。
・理解問題、事例研究の量が多いわりに、解説の時間が短いと感じた。「自治体の裁量で正解はない」という
ことは理解できるが、どのような点を踏まえて判断するべきなのか、もう少し解説があるとグループ討議の
意義が高まると感じた。
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目標

対象

日数 3日

時間 19:30

科　目　名 時間数

条例案作成プロセス 19:30

講師

※今年度新たに実施します※

研修所メッセージ

・本研修は、法規担当向けの法制執務に関する研修ではなく、各部署における条例骨子案の作成手順を学ぶ
実践研修です。
・研修所が設定した課題解決手段としての政策案を実現するために、立法目的、立法事実を明確にした上で
条例の内容検討へと進み、条例の骨子を作成するところまでをグループ演習により体験します。
・グループワークで、メンバー全員による活発な議論を実践し、グループの最適解を導くためにも、積極的な
姿勢で参加してください。
・条例の作成や改正、審査等において必要となる法制執務の基礎的知識を習得する内容については、「例規
作成実務科」で学ぶことができます。

参加した研修生の声

研修所講師

自治体経営研修

条例案作成プロセス

・所管課における条例案作成に関する知識の習得を図る。
・政策実現のために、法務を積極的に活用する能力の向上を図る。
・地域や組織に潜在する課題に対する解決手段を、条例を用いて具体化する能力の向上を図る。
・他団体職員との交流により、人的ネットワークの形成と、危機意識や改革意識の醸成を図る。

原則として在職５年以上かつ、政策提案・政策課題研究等の政策立案研修を受講した職員

研修日程 7/2（水）～3（木）、30（水）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・政策法務概論
・模擬パブリックコメントの実施
・解決手段を実現するための条例骨子作
成

講　　義
演　　習
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

地方財政 13:00

講師

研修所メッセージ

・地方財政は、地方が自立するための重要な課題の一つとなっており、その知識や意識は、部署や役職を問わ
ず、広く自治体職員に求められています。
・新任研修（Ⅰ期）で学ぶ「地方財政制度」の発展的な内容であり、科目内容の理解度やグループ討議の論議レ
ベルを考慮し、５年程度の行政経験を積んでからの受講が望ましいです。
・研修所講師は、元市町村職員です。自らの行政経験を交えて講義しますので、実務に関連させながら、その
土台となる制度や仕組みを学ぶことができます。
・研修効果を高めるために、テキストを事前に通読し（研修約１か月前に送付）、研修に臨んでください。
・財政部門の担当者向けの研修としては、「財政科（奇数年度）」を実施しています。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・財政の役割と機能
・地方財政の意義
・地方公共団体の収入と支出
・地方公共団体の予算と決算
・地方公共団体の収入と支出の手続
・地方公営企業
・地方財政の現状と健全化への取組

講　　義
演　　習

参加した研修生の声

・演習問題をとおして多くの事例について学べて良かった。
・講師の実体験、これまで見聞した実事例から感じていること、助言は参考になった。
・これまであまり自治体の財政状況を視野に入れた仕事の進め方をしてこなかったため、今回の機会をもっ
て、当然に必要なその視点をもって業務にあたっていこうと思った。
・時間に対して演習の問題数が多いように感じ、時間内にこなすのに大変だった。

　研修所講師

自治体経営研修

地方財政

・日々の業務の基礎となる地方財政の制度や仕組みに関する知識の習得を図る。
・地方公共団体の財政状況等への理解を深め、課題意識の醸成を図る。

原則として在職５年程度の職員

研修日程 12/9（火）～10（水）
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６　デジタル人材育成研修

目標

対象

日数 0.5日

時間 2:00

科　目　名 時間数

自治体ＤＸの基礎知識 2:00

講師

研修所メッセージ

・この研修では「ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）」とは何か、なぜその推進が急がれているのかなど
の基本的なところを改めて確認し、ＤＸに対する理解を深めます。
・第１回は「DX総論」、第２回はＤＸに関する最新の動向を踏まえたテーマを設定し、実施します。
・職員や組織全体がその必要性を認識、共有し、「自分事」であると理解していなければ、ＤＸの取組みを進め
ることは困難です。この研修を受講し、自らの業務について考えるヒントを得てください。
・全日程、ライブ配信のみで実施します。研修環境等の整備が難しい場合には、研修所に来所いただければ、
設備の貸し出しが可能です（その場合は事前に各団体研修担当者を通じてご相談ください）。

参加した研修生の声

・自治体ＤＸについて違和感があったが、わかりやすい解説で、疑問が解消した。
・計画策定に絡めた講義で、計画がやることリストになっていないかという点が参考になった。
・DXを目的ではなく行政課題を解決するためのひとつの手段として意識しながら取り組んでいきたい。
・内容は良かったが、自分の中で理解が追いつくまでに時間がかかり、考えていると次に講義が進んでいた
ので、もう少しゆっくりとした進行だと良かった。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・ＤＸとは何か
・自治体ＤＸの概念、背景
・自治体DXへの取組み方

講　　義

外部有識者

DXリテラシー向上

・ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）が求められている背景などを学び、ＤＸの基礎知識の
理解、定着を図る。
・自治体ＤＸ推進の目的を理解し、自分事として取り組む必要性を認識する。

全職員

研修日程
【第１回】 5/27（火）　13：30～15：30 【第２回】 10/6（月）

全日程ライブ配信型研修 ※第２回の研修時間は講師と調整し決定します。
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

DX推進リーダー養成 13:00

講師 民間会社講師

参加した研修生の声

※今年度新たに実施します※

研修所メッセージ

・この研修では、DX推進リーダーとして担当業務の課題・要件をまとめあげる能力を身につけ、デジタルツー
ルの効果的な活用方法を学びます。
・「人材育成・確保基本方針策定指針」(総務省)においても、業務担当部局におけるDX推進をリードすべく、各
課に１人以上のDX推進リーダーを置くこととされています。
・自治体の未来を形作るリーダーとして、今、必要とされているのはデジタル化の知識とスキルです。本研修を
受講することで、自治体内で重要な役割を担えるようになり、自身のキャリアにも大きなプラスとなります。
・デジタルツールを活用した業務改善等により、職場単位のDX推進に繋げてください。

研修日程 7/7（月）～8（火）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・自治体DX推進におけるDX推進リー
ダーの役割
・デジタルツールに係る動向
・システムの調達・運用
・情報提供依頼書（RFI）、提案依頼書
（RFP）の作成方法

講　　義
演　　習

デジタル人材育成研修

DX推進リーダー養成

・自治体DX推進の目的を理解し、DX推進リーダー
※

に求められる役割を認識する。
・デジタルツールに係る動向や、適切なシステム調達を行うための課題を認識し、業務遂行能力の
向上を図る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワークの形成と、業務改善意欲
の醸成を図る。

※DX推進リーダーとは、デジタルツールを活用でき、要件を整理し発注できる人材であるととも
に、職場のDX推進を牽引する職員を指します。

各部局でDX推進リーダーとして位置付けられている職員
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目標

対象

日数 0.5日

時間 2:00

科　目　名 時間数

デザイン思考 2:00

講師 外部有識者

研修所メッセージ

・この研修では、ＤＸ推進・課題解決のための手法として注目を集めている「デザイン思考」を学びます。
・サービスを利用する際の利用者の一連の行動に着目し、サービス全体を設計するという、サービスデザイン
等の分野で長年採用されてきた思考法を学ぶことで、「利用者にとって使いやすい行政サービス」実現への一
助としてください。
・全日程、ライブ配信のみで実施します。研修環境等の整備が難しい場合には、研修所に来所いただければ、
設備の貸し出しが可能です（その場合は事前に各団体研修担当者を通じてご相談ください）。

科　目　内　容 方　　法

・自治体DXのアプローチ
・デザイン思考の意義
・デザイン思考の具体例
・デザイン思考の実践方法
・デザイン思考と業務・サービス改革

講　　義

参加した研修生の声

・行政を取り巻く環境変化が加速していく中で、行政の都合ではなく、利用者にとって当たり前のことを追求
し、利用者目線の課題解決を目指していかなければならないと認識した。
・仕事の進め方のヒントが得られた。マインドセットの１つとして取り入れたい。
・ユーザーの「痛み」を知ること、という発想が、福祉以外の分野でも通用する考え方であることがわかった。
・仕事はもちろんそれ以外でも、物の見方や思考が柔軟かつクリアになるヒントが沢山あった。時間が長く
なってもいいので、具体例ももっと紹介してほしかった。

実施科目

デジタル人材育成研修

デザイン思考

・自治体ＤＸ推進の目的を理解し、自分事として取り組む必要性を認識する。
・デジタル技術を前提として行政サービスの改善・設計を行っていくにあたり、"ユーザー"としての
住民を中心に課題を発見・特定し、解決を図っていく考え方と手法を理解する。

全職員

研修日程
【第１回】 ８/25（月）　9：30～11：10 【第２回】 ２/５（水）　14：00～15：40

全日程ライブ配信型研修
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目標

対象

日数 0.5日

時間 2:00

科　目　名 時間数

ＢＰＲ 2:00

講師 外部有識者

研修所メッセージ

・この研修では、ＢＰＲ（ビジネスプロセス・リエンジニアリング）の基礎概念やその実践手法等を学びます。
・ＤＸを推進するためには、ＢＰＲが重要となってきます。現在の業務フローや組織の構造、使用している情報
システムなどを見直し、再構築して業務改革する手順（ＢＰＲ）を学び、自らの団体のＤＸ推進に繋げてくださ
い。
・全日程、ライブ配信のみで実施します。研修環境等の整備が難しい場合には、研修所に来所いただければ、
設備の貸し出しが可能です（その場合は事前に各団体研修担当者を通じてご相談ください）。

科　目　内　容 方　　法

・ＢＰＲとは何か
・ＢＰＲの必要性
・ＢＰＲの手法

講　　義

参加した研修生の声

・業務の見直しから改善していく流れを実際の事例を使って説明されていてイメージしやすく参考になった。
・自分の業務をチャートを利用して可視化し、業務フローを作る部分についてはすぐ取り組める事項かと思う
のでぜひやってみたい。
・自治体の取組を聞くと、自分ごととしてより感じることができ、いい刺激を受けることができたので、とても
良かった。
・講師が実際に行った事例についての説明がわかりやすかったが、その際の周囲の職員の反応や巻き込み方
も聞いてみたいと思った。

実施科目

【第２回】 1/27（火）　13：30～15：30

全日程ライブ配信型研修

デジタル人材育成研修

ＢＰＲ実践

・自治体ＤＸ推進の目的を理解し、自分事として取り組む必要性を認識する。
・業務プロセスに着目した業務改革とその実践方法を理解する。

全職員

研修日程
【第１回】 9/3（水）　9：30～11：30
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目標

対象

日数 0.5日

時間 2:00

科　目　名 時間数

データ利活用 2:00

講師 外部有識者

参加した研修生の声

※今年度新たに実施します※

研修所メッセージ

・この研修では、データ利活用の概念やプロセスなど、課題解決・施策検討の際にデータを活用する上での基
礎を学びます。
・データ分析・活用の正しいプロセスを理解し、業務における課題解決などに活用してください。
・データの分析・評価における具体的な手法などを学びたい方は、「データ利活用【実践編】」を受講ください。
・全日程、ライブ配信のみで実施します。研修環境等の整備が難しい場合には、研修所に来所いただければ、
設備の貸し出しが可能です（その場合は事前に各団体研修担当者を通じてご相談ください）。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・データ利活用とは
・データ利活用のプロセス

講　　義

デジタル人材育成研修

データ利活用（基礎編）

・データ利活用を行う際の、適切な課題・目的設定の方法及びプロセスを理解する。
・課題解決や施策検討の際に、データを活用する意識の醸成を図る。

全職員

研修日程
【第１回】 6/5（木）　13：30～15：30 【第２回】 11/12（水）　13：30～15：30

全日程ライブ配信型研修
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目標

対象

日数 0.5日

時間 2:00

科　目　名 時間数

データ利活用 2:00

講師 外部有識者

研修所メッセージ

・この研修では、データ分析・評価の実践手法や、実際のデータ利活用事例を通じて、データを駆使して課題を
解決するスキルが身に付きます。
・データ利活用の概念やプロセスを学びたい方は、「データ利活用【基礎編】」を受講ください。
・課題（仮説）に応じて必要なデータを収集・選択し、分析・検証を行うことで、合理的根拠（エビデンス）に基づ
いた政策立案（EBPM）に繋がります。
・全日程、ライブ配信のみで実施します。研修環境等の整備が難しい場合には、研修所に来所いただければ、
設備の貸し出しが可能です（その場合は事前に各団体研修担当者を通じてご相談ください）。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・データの分析・評価手法
・データ利活用の事例

講　　義

参加した研修生の声

※今年度新たに実施します※

デジタル人材育成研修

データ利活用（実践編）

・検証したい課題（仮説）について、必要なデータの選択や適切な分析の手法を学ぶ。
・業務におけるデータを用いた課題解決や施策検討の手法を学ぶ。

全職員

研修日程
【第１回】 7/23（水）　13：30～15：30 【第２回】 12/19（金）　13：30～15：30

全日程ライブ配信型研修
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目標

対象

日数 0.5日

時間 2:00

科　目　名 時間数

ＥＢＰＭ 2:00

講師 外部有識者

研修所メッセージ

・ＥＢＰＭ（Evidence-based Policy Making）とは、政策目的を明確化したうえで合理的根拠（エビデン
ス）に基づき政策の立案をすることです。
・これまでは、他自治体の例や自身の経験など、エピソードをベースとした政策立案になっていたことが多い
のではないでしょうか。ＥＢＰＭ推進におけるポイントや課題、事例紹介などを通じて、データという客観的な
根拠を用いて政策を検討していくきっかけとしてください。
・全日程、ライブ配信のみで実施します。研修環境等の整備が難しい場合には、研修所に来所いただければ、
設備の貸し出しが可能です（その場合は事前に各団体研修担当者を通じてご相談ください）。

科　目　内　容 方　　法

・EBPMの基礎
・データの分析と活用
・シナリオ作成と施策検討
・オープンデータ、データ可視化ツールを知
る

講　　義

参加した研修生の声

・効果的なデータ活用やデータ可視化ツールを知ることができ、多くの気づきを得られた。
・データに基づく政策立案はともすると事務的な印象を与えるが、資源の活用や客観性・透明性の向上は人間
中心主義や幸福感につながる講義でとても興味深かった。
・改めてデータの重要性を認識した。適正なデータの活用方法についてさらに研究していこうと感じた。また
活用するデータの収集方法や信憑性の検証なども今後は学びたい。
・各自治体のEBPM活用事例をもう少し知りたかった。

実施科目

デジタル人材育成研修

ＥＢＰＭ推進

・ＥＢＰＭの概念や事例等を学び、より客観的な政策立案の方法を理解する。
・データの利活用による意思決定などを通じて、組織のパフォーマンス向上を図る。

全職員

研修日程
【第１回】 8/7（木）　9：30～11：30 【第２回】 1/14（水）　13：30～15：30

全日程ライブ配信型研修
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目標

対象

科　目　名 時間数

LoGoフォーム 2:00

講師

・ノーコードツール「LoGoフォーム」の活用法の習得に重点を置いた内容の研修です。
・自治体におけるLoGoフォームの導入事例を知り、実際に演習を行うことで効率的な使用方法を学ぶことがで
きます。
・演習は、ハンズオン形式（オンライン上のみで操作・体験をする形式）で実施します。LoGoフォームを導入して
いない団体（職場）でも、インターネット環境及びLGWAN環境から操作演習が可能です。
・全日程、ライブ配信のみで実施します。研修環境等の整備が難しい場合には、研修所に来所いただければ、設
備の貸し出しが可能です（その場合は事前に各団体研修担当者を通じてご相談ください）。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

研修所メッセージ

・基本操作
・自治体における活用・導入事例
・操作の実践（フォーマットの作成、集計）

講　　義
演　　習

参加した研修生の声

・実際にLoGoフォームを操作しながら作成方法を学べたので、より習得度合いが高まった。
・質問の表示条件など、細かい部分まで網羅されており業務に活かせそうだと感じた。
・他の自治体の例が複数あり参考になった。
・解説が速く、理解が追い付かない部分があった。

株式会社トラストバンク　講師

【第２回】 7/28（月）　13：30～15：30

【第３回】 10/17（金）　9：30～11：30 【第４回】 2/6（金） 　13：30～15：30

デジタル人材育成研修

LoGoフォーム実践

・LoGoフォームの操作知識や実践的な技術を身に付け、事務処理能力の向上を図る。
・自己啓発への動機づけや、効率的な事務処理への意識を醸成する。

全職員

研修日程

全日程ライブ配信型研修

日数 0.5日
【第１回】 5/29（木）　9：30～11：30
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目標

対象

日数 0.5日

時間 2:00

科　目　名 時間数

文章生成AIの基礎 2:00

講師

デジタル人材育成研修

生成ＡＩ活用

・生成AIの基礎知識を学び、業務ツールとしての特性を理解する。
・文章生成AIを活用し、業務を効率化するための知識とスキルを習得する。
・自治体職員が文章生成AIを活用する上でのリスクや留意点を認識する。

全職員

研修日程
【第１回】 7/16（水）　9：30～11：30 【第２回】 2/16（月）

全日程ライブ配信型研修 ※第２回の研修時間は講師と調整し決定します。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・生成AIの基礎知識
・文章生成AIで出来ること、出来ないこと
・文章生成AIの実務活用事例
・効果的な生成文章を引き出すためのテ
クニック
・文章生成AIを活用する際の留意点（情
報漏えい、回答の不正確性、著作権侵害
等）

講　　義

外部有識者

参加した研修生の声

※今年度新たに実施します※

研修所メッセージ

・急速に進展するデジタル社会の中で、業務の効率化やサービス向上を目指し、AIという強力なツールが注
目されています。
・本研修では、生成AIを活用するための基礎的な知識や実際の業務でどのように活用できるかを学びます。
・生成AIは難しいものではなく、皆さんにとってすぐに役立つツールです。研修を通じて、業務の効率化や住
民サービスの向上に繋がる新しい視点やアイデアを持ち帰ってください。
※上記の文章は、実務活用の例示として、文章生成AIを利用しました。

・全日程、ライブ配信のみで実施します。研修環境等の整備が難しい場合には、研修所に来所いただければ、
設備の貸し出しが可能です（その場合は事前に各団体研修担当者を通じてご相談ください）。
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目標

対象

受講期間 8週間
標準

修了時間 12:00

科　目　名
標準修了

時間

エクセル 12:00

使用
ソフト

難易度 ★★☆☆

デジタル人材育成研修

エクセル初級　※オンデマンド型研修

・表作成、数式入力、複数シートの操作など、Excelの基本操作知識や技術を身に付け、事務処理能
力の向上を図る。
・自己啓発への動機づけや、効率的な事務処理への意識を醸成する。

全職員

研修日程
【第１期】 5/12（月）～7/7（月） 【第２期】 8/4（月）～10/2（木）

【第３期】 11/4（火）～12/26（金）

科　目　内　容 方　　法

・表の作成
・数式の入力
・複数シートの操作
・表の印刷
・その他の機能の紹介
（グラフ作成、データベースの利用）

オンデマンド
配信

・Excelの基本操作を学び、業務の効率化に役立てることができます。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。

Microsoft Excel 2016,2019,2021

受講を検討する場合、研修所ウェブサイトの「事前適性チェック」を必ず
行い、受講レベルをご確認ください。

参加した研修生の声

・Excelを使う機会が多いため、すべての業務の時間短縮のために活用したい。
・独学でExcel処理を行っていたので、処理方法の確認ができ、効率的な処理方法を知ることができた。
・初めてオンデマンド配信の研修を受講したが、空き時間に自分のペースで進められ、不明点は繰り返し学べた
ため大変便利だった。
・学習を振り返ることができる期間をもっと長く設定して欲しい。

研修所メッセージ

実施科目
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目標

対象

受講期間 8週間
標準

修了時間 10:00

科　目　名
標準修了

時間

エクセル 10:00

使用
ソフト

難易度 ★★★☆

デジタル人材育成研修

エクセル中級　※オンデマンド型研修

・関数、表作成、データベースの活用、マクロの作成など、Excelの応用操作知識や実践的な技術
を身に付け、事務処理能力の向上を図る。
・自己啓発への動機づけや、効率的な事務処理への意識を醸成する。

全職員

研修日程
【第１期】 5/12（月）～7/7（月） 【第２期】 8/4（月）～10/2（木）

【第３期】 11/4（火）～12/26（金）

科　目　内　容 方　　法

・関数の利用
・表作成の活用
・データベースの活用
・ピボットテーブルとピボットグラフの作
成
・マクロの作成
・便利な機能

オンデマンド
配信

・本研修は、「エクセル初級」の発展的な内容です。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。

Microsoft Excel 2016,2019,2021

受講を検討する場合、研修所ウェブサイトの「事前適性チェック」を必
ず行い、受講レベルをご確認ください。

参加した研修生の声

・データからグラフをどう作成するか、まとめるかが課題でしたので、大変助かった。
・様々な関数やツールの活用事例を知り、Excelの効率的な活用方法について知識を得られた。
・マクロやSmartArtなど、業務に活かしやすいが知る機会のなかった機能を多く学ぶことができた。特にマ
クロ作成は業務の効率化に直結すると思うので活用していきたい。
・確認問題を増やして欲しい。

研修所メッセージ

実施科目
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名
標準修了

時間

エクセルＶＢＡマクロ 13:00

講師

使用
ソフト

難易度 ★★★★

・比較的高度な機能であるVBAとマクロの基本を学ぶ研修です。
・当研修所のエクセル研修の上級にあたるため、「エクセル中級」レベルの操作ができる方が対象です。

民間会社講師

デジタル人材育成研修

エクセルＶＢＡマクロ

・ExcelでVBA(Visual Basic for Applications)、マクロを操作するための知識や実践的な
技術を身に付け、事務処理能力の向上を図る。
・自己啓発への動機づけや、効率的な事務処理への意識を醸成する。

全職員

研修日程
【第１回】 5/15（木）～16（金） 【第２回】 6/11（水）～12（木）

【第３回】 10/21（火）～22（水） 【第４回】 1/19（月）～20（火）

Microsoft Excel 2021

受講を検討する場合、研修所ウェブサイトの「事前適性チェック」を必
ず行い、受講レベルをご確認ください。

参加した研修生の声

・マクロの使用方法について、具体的にイメージできるようになった。
・自分の仕事の中で効率化できそうな内容を知ることができたため、業務効率化の意識が高まった。
・体系的に学べたことで今後自分自身で調べやすくなった。
・研修期間を延長して、テキスト全体を余裕をもってこなしたい。

研修所メッセージ

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・マクロ／ＶＢＡの基礎知識
・マクロの記録と実行
・相対参照と絶対参照
・ＶＢＡの仕組み（マクロの記録とＶＢＡの
関係）
・ＶＢＡの構文（セル内容の操作）
・コードの記述（モジュールの追加と修正）
・繰り返し処理の実行（デバッグ）

実　　習
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目標

対象

受講期間 8週間
標準

修了時間 10:00

科　目　名
標準修了

時間

アクセス 10:00

使用
ソフト

難易度 ★★★★

デジタル人材育成研修

アクセス初級　※オンデマンド型研修

・テーブル、フィールド、リレーションシップの作成など、Accessの基本操作知識や技術を身に付
け、事務処理能力の向上を図る。
・自己啓発への動機づけや、効率的な事務処理への意識を醸成する。

全職員

研修日程
【第１期】 5/12（月）～7/7（月） 【第２期】 8/4（月）～10/2（木）

【第３期】 11/4（火）～12/26（金）

科　目　内　容 方　　法

・Accessの基礎知識
・データベースの設計と作成
・テーブルによるデータの格納
・リレーションシップの作成
・クエリによるデータの加工
・フォームによるデータの入力
・クエリによるデータの抽出と集計
・レポートによるデータの印刷
・便利な機能

オンデマンド
配信

・Accessの操作経験があり、かつ、Accessを業務で使用する方が対象です（例えば、前任者が作成した
Accessファイルを活用できなくて困っているなど）。
・Accessの基礎から始めるため、既存のAccessファイルを使いこなせる、又は改良できるようになりま
す。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。

Microsoft Access 2016,2019,2021

受講を検討する場合、研修所ウェブサイトの「事前適性チェック」を必
ず行い、受講レベルをご確認ください。

参加した研修生の声

・今回受講したのは基礎編なので、入り口的な内容ではあったが、ここを土台にして、業務に利用できるスキ
ルの習得を目指したい。
・実際にアクセスを操作しながら学習できるため、実用性があった。
・住基、税データの編集などに活かせる。
・分かりづらいところを、好きな時に繰り返し見られるのが良かった一方で、初歩的なことをページを割いて
説明したり、クイズ形式で出題されたことが煩わしかった。

研修所メッセージ

実施科目
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目標

対象

受講期間 8週間
標準

修了時間 12:00

科　目　名
標準修了

時間

パワーポイント 12:00

使用
ソフト

難易度

デジタル人材育成研修

パワーポイント初級　※オンデマンド型研修

・スライドの作成、編集など、PowerPointの基本操作知識や技術を身に付け、事務処理能力の
向上を図る。
・自己啓発への動機づけや、効率的な事務処理への意識を醸成する。

全職員

研修日程
【第１期】 5/12（月）～7/7（月） 【第２期】 8/4（月）～10/2（木）

【第３期】 11/4（火）～12/26（金）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・PowerPointの基礎知識
・基本的なプレゼンテーションの作成
・表の作成
・グラフの作成
・図形やSmartArtグラフィックの作成
・画像やワードアートの挿入
・特殊効果の設定
・プレゼンテーションをサポートする機能

オンデマンド
配信

Microsoft PowerPoint 2016,2019,2021

★★☆☆

参加した研修生の声

・プレゼンや資料の作成等で活かしていきたい。
・情報を適切に整理し可視化することで視聴者に対してより丁寧で分かりやすい説明資料や報告書の作成を
目指したい。
・フォントや色の統一性に注意しながらも時間をかけすぎずに作成することでより効率的な業務を行いたい。
・レイアウトやデザインまで工夫する方法なども学べると良い。

研修所メッセージ

・この研修では、PowerPointを業務で活用するための操作を基礎から学びます。
・会議や説明会などでプレゼンテーションをする機会や、企画書又は、事業計画書や事業報告書の概要版を
作成する機会がある方に受講をおすすめします。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。
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目標

対象

受講期間 8週間
標準

修了時間 10:00

科　目　名
標準修了

時間

ワード 10:00

使用
ソフト

難易度 ★★★☆

デジタル人材育成研修

ワード中級　※オンデマンド型研修

・デザインやレイアウトの基本的な知識や、チラシ、ポスターなどを作成するためのWordの操作
知識や実践的な技術を身に付け、事務処理能力の向上を図る。
・自己啓発への動機づけや、効率的な事務処理への意識を醸成する。

全職員

研修日程
【第１期】 5/12（月）～7/7（月） 【第２期】 8/4（月）～10/2（木）

【第３期】 11/4（火）～12/26（金）

科　目　内　容 方　　法

・図形や図表を使った文書の作成
・写真を使った文書の作成
・差し込み印刷
・表紙、目次などの長文の作成
・文書の校閲
・Excelデータを利用した文書の作成

オンデマンド
配信

・Wordにおける中級者向けの研修です。応用機能を学ぶ研修のため、Wordの基本的な操作ができる方が
対象です。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。

Microsoft Word 2016,2019,2021

受講を検討する場合、研修所ウェブサイトの「事前適性チェック」を必
ず行い、受講レベルをご確認ください。

参加した研修生の声

・知らない機能や認識の誤っていた知識が多くあり、ただ文字を入力するためのツールではなく、様々な場
面にあうように工夫された文書を作成できることを再度認識した。
・ Wordの機能を使って、よりデザイン性のある文書を作ることができるようになったため、ポスターやチラ
シなどを作る際に参考にしたい。
・リボンの今まで押していない項目を色々試すことができたのが参考になった。
・もう少し例題を増やしてほしい。

研修所メッセージ

実施科目
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7　専門職研修

目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

栄養士の役割 6:30

講師

栄養士研修（奇数年度）

・栄養士の業務上必要な知識を習得し、業務遂行能力の向上を図る。
・同職種間での情報交換を行うと共に、人的ネットワークづくりを図る。

栄養士

研修日程

実施科目

科　目　内　容 方　　法

栄養士業務に必要な知識を学ぶ。
講　　義
討　　議

8/4（月）

研修所メッセージ

・実務経験年数に関係なく、ご参加いただけます。
・普段なかなか難しい他団体栄養士との情報交換の場としても積極的に活用してください。

参加した研修生の声

・対象者を様々な角度から見て掘り下げていくには多くの学ぶべきことがあることや、対象者とのコミュニ
ケーションの中に齟齬がないか確認することなど、勉強になった。
・栄養士ができることがたくさんあると気づけた。
・同じ職種の人たちと情報交換などができてよかった。
・相談や教育の場でどう表現して伝えたらよいか、講師の経験を交えてもっとお聞きしたかった。

外部有識者
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専門職研修

目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

保育士の役割 6:30

講師

保育士研修

・保育士の業務上必要な知識を習得し、業務遂行能力の向上を図る。
・同職種間での情報交換を行うと共に、人的ネットワークづくりを図る。

保育士

研修日程 6/24（火）

科　目　内　容

研修所メッセージ

参加した研修生の声

・主体性や非認知能力について改めて考える機会になった。
・子どもの言動をよく見ながら、保育者としての援助をよく考えて行動に移していく。
・ワークで同職種だが年齢や働く環境が異なる職員と意見交換でき、保育の視点の参考になった。
・乳児保育についても知りたい。

・実務経験年数に関係なく、ご参加いただけます。
・普段なかなか難しい他団体保育士との情報交換の場としても積極的に活用してください。

方　　法

保育士業務に必要な知識を学ぶ。
講　　義
討　　議

外部有識者

実施科目
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

工事監理 13:00

講師

８　技術職研修

工事監理科（土木工事）（奇数年度）

・業務の法的根拠など、公共工事における工事監理業務に必要な基礎的知識の習得を図る。
・工程、品質、出来形の各管理など、より高い品質と安全性確保のための、的確な工事監理を行う
能力の向上を図る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワークの形成と、業務改善意
識の醸成を図る。

土木工事の監督員または施工管理を行う技術系職員及び事務系職員（実務経験３年程度）

研修日程 6/25（水）～26（木）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・公共工事の関連法規と品質について
・契約履行の確保
・工事請負契約約款
・標準仕様書
・工事監理の必要性
・工事監理とは
・工事監理の目的
・発注者（監督員）の責務
・施工計画書の重要性
・施工管理（工程管理、品質管理、出来形
管理）の進め方
・工事記録写真
・指示・協議等の記録
・工事関係書類の確認（整合性）
・工事監理業務についてのグループ討議

講　　義
討　　議

民間会社講師

参加した研修生の声

・工事監理にともなって気をつけなければいけない点やフローチャートがあることで流れを理解することが
できた。
・関係法令がどのように関わっているのかがとても参考になった。
・他市の土木事情を共有することができ有意義だった。
・今まではあまり意識せず工事に必要とする事務処理を行なっていたが、その事務処理の背景や根拠となる
法律等について今後は意識しながら従事したい。

研修所メッセージ

・土木工事職と営繕職（建築・電機・機械工事）に対象を分けて隔年で実施します。
・公共工事の施工については、これまで以上に品質と安全性が求められており、的確な工事監理を行うこと
が重要視されています。
・多くの自治体で事務系職員が工事監理や施工管理を担っている現状も踏まえ、公共工事の関連法令や工
事監理の概要、公務員として現場監理に携わる者の心構えなど、基礎部分から講義を行います。
・講師は、自治体職員としての実務経験が豊富な方が登壇します。
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

建築基準法の概要 6:30

確認審査における構造審
査と構造体検査

6:30

講師

技術職研修

建築構造科（奇数年度）

・建築基準法や構造計算の概要など、建築構造に関する知識の習得を図る。
・的確な構造体審査、検査、構造設計監理を行う能力の向上を図る。
・適切に業務を行うための課題を認識し、業務改善意欲の向上を図る。

建築指導、営繕等において確認審査（構造）、設計、工事監理、工事発注等を担当する技術系職
員。ただし、技術系職員を配置していない団体については、事務系職員でも可とする。

研修日程 11/19（水）～20（木）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・構造関係の仕様規定と計算規定（建築
構造に関する法規の確認と構造計算の流
れ）

講　　義
演　　習

・構造審査（主に鉄筋コンクリート造、鉄骨
造の審査のチェックポイント）
・構造体審査（主に鉄筋コンクリート造、鉄
骨造の検査のチェックポイント）

講　　義
演　　習

市町村職員講師または東京都職員講師等

参加した研修生の声

・構造の設計については専門的すぎて関わらないというイメージを持っていたが、構造設計の順序など学べ
たことで身近に感じることができた。
・法文に具体的な記述がない事柄についても、各種参考図書等をうまく活用することで考え方を整理し、回
答へと導けることがわかった。
・既存不適格となる建物の改修設計等の業務があるので、演習でも行った手順を実践していきたい。
・とてもためになったので、もっと基本的なところから教えてもらいたかった。

研修所メッセージ

・災害から市民の生命や財産を守るため、また防災上重要な公共建築物の安全性の確保という観点から、構
造設計等の監理機能の強化や、建築構造についての知識向上が求められています。
・確認審査（構造）、設計、工事監理、工事発注等を担当する方を対象として、建築の分野の中でも専門性が高
く、実務において身につけることが難しい「建築構造」の考え方の基本となる部分について、講義を実施しま
す。
・この研修は建築構造の基礎知識があることを前提に講義を行います。
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名
標準

修了時間

Jw_cad 13:00

講師

使用
ソフト

事前適性
チェック

技術職研修

Ｊｗ＿ｃａｄ初級

・図面の作成などのための、Jw_cadの基本操作の知識や技術を身に付け、事務処理能力の向上
を図る。
・自己啓発への動機づけや、効率的な事務処理への意識を醸成する。

業務上、Jw_cadの基本操作の習得が必要とされる職員

研修日程
【第１回】 ６/３（火）～４（水） 【第２回】 12/3（水）～4（木）

・本研修では、「Jw_cad」を業務で活用するための操作を、基礎から学びます。
・平面図等の演習問題を用いて学習するため、効率よく機能や操作方法について学ぶことができます。
・研修では、建築図面を主に使用しますが、土木系図面でも操作方法は同じですので、土木系の方もご参加
ください。
・メイン講師が研修室前方で操作説明し、アシスタント講師１人が後方から研修生をフォローしながら進行し
ます。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・Jw_cadの基本
・コマンドの基本操作
・線分、矩形、円、消去、複写、移動
・複線、伸縮、文字図形登録、レイヤ

実　　習

民間会社講師

Jw_cad8

受講を検討する場合、研修所ウェブサイトの「事前適性チェック」を必ず行い、受講レベルをご確認
ください。

参加した研修生の声

・cadを操作すること自体が初めてだったが、ゆっくり丁寧に進行していただけたので安心して受講できた。
・現在の部署だけでなく異動してからも業務で活用できると思うので、実りのある研修となった。
・cadに対する苦手意識がなくなった。
・シフト、コントロールキーの使い方をもっと詳しく聞きたかった。

研修所メッセージ
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

Jw_cad 13:00

講師

使用
ソフト

事前適性
チェック

技術職研修

Ｊｗ＿ｃａｄ中級（奇数年度）

・図面の作成など、Jw_cadの応用操作の知識の習得を図る。
・より効率的、実践的な作図など応用操作の技術を身に付け、事務処理能力の向上を図る。
・自己啓発への動機づけや、効率的な事務処理への意識を醸成する。

Jw_cadで基本的な作図ができる職員で、業務上、当該ソフトの応用操作の習得が必要とされる
職員

研修日程 1/22（木）～23（金）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・画像の貼り付け
・クロックメニュー
・平面図、敷地図等の作成や求積
・その他の機能

実　　習

研修所メッセージ

・応用操作を習得する実習のため、基本操作ができていることが必須です。必ず上記「事前適性チェック」の
研修受講条件で、自身の基本操作習得の有無を確認してください。
・研修は、課題図面を元に作図を行う実習を中心に行います。
・作図を行う過程で、クロックメニューなど、より効率的に作図を行うための機能を実践的に学習します。
・メイン講師が研修室前方で操作説明し、アシスタント講師１人が後方から研修生をフォローしながら進行し
ます。
・マウスホイールの設定など、基本設定の操作をしてから実習に入りますので、普段使用している基本設定
（メニューバー「設定」→「基本設定」）を確認してから、研修に臨んでください。

民間会社講師

Jw_cad8

受講を検討する場合、研修所ウェブサイトの「事前適性チェック」を必ず行い、受講レベルをご確認
ください。

参加した研修生の声

・細かなテクニックは操作を見ているだけでも非常に参考になった。
・cadには漠然とした苦手意識があったが、触ってみるとそこまで難しいものでは無く苦手意識が軽減され
た。
・クロックメニューについて今まで未使用だったが、コマンドメニューと使い分けることでより効率よく作業
できることがわかった。
・今回の研修でふれていない機能もまだまだあるかと思うので、そういった内容やさらに効率化できるテク
ニックなどの研修を実施していただけるとありがたい。
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目標

対象

受講期間 ８週間
標準

修了時間 ８：00

科　目　名
標準

修了時間

AutoCAD 8:00

使用
ソフト

・今まで自分がAutoCAD行っていた作業は無駄が多く、今回の研修でもっと効率的に作業できる事がわ
かった。
・ゼロから図面を作成することはないが、委託業者から提出された資料の修正等を自らで行うことに活かし
たい。
・学習項目の単元が細かいので、私のような初心者は一つずつ確認しながら進められたので最後まで理解で
きた。
・カリキュラムの終盤では機械及び建築図面の作図があったが、文章や画像を用いての説明だったので、理
解するのに苦労した。

AutoCAD LT

研修所メッセージ

・「AutoCAD」を利用している方で、基礎から学びたい方や習熟が不足している方、自己流で使用している
方に最適な研修です。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。
・受講にあたってはAutoCADのソフトがインストールされているパソコンをご準備ください。

参加した研修生の声

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・AutoCAD LTの基礎
・図形の作成及び修正
・ツールの活用

オンデマンド
配信

研修日程

技術職研修

ＡｕｔｏＣＡＤ初級　※オンデマンド型研修

・図面の作成など、AutoCADの基本操作の知識・技術を身に付け、事務処理能力の向上を図る。
・自己啓発への動機づけや、効率的な事務処理への意識を醸成する。

業務上AutoCADの基本操作の習得が必要とされ、当該ソフトの操作をしたことがある職員

 ５/ 12（月）～ 7/ 11（金）

86



目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

法制執務 6:30

講師

９　実務研修　総務・一般部門

例規作成実務科

・条例や規則の形式、その制定や改正の方法などの基礎的知識の習得を図る。
・条例作成の一連の流れを把握するとともに、その作成や改正、又はその審査等に必要な技法の
習得を図る。
・政策実現の手段の一つとしての条例や規則の役割を理解し、政策法務能力向上の意欲の醸成を
図る。

法制担当職員として実務経験１年未満の職員又は例規作成に関する知識、技法が必要とされる
職員

研修日程 7/31（木）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・法令、例規の種類
・条例、規則等の形式と構成
・条例、規則等の用語の使い方、表現方法
・条例、規則等の制定、改正

講　　義
演　　習

市町村職員講師

研修所メッセージ

・本研修は、条例の作成や改正、審査等において必要となる法制執務の基礎的知識を習得する内容となって
います。
・条例の形式や改正の方法、改め文の作成等を実践的に学びながら、演習問題を通して内容の理解を深めま
す。
・講師は、実務経験の豊富な市町村職員が務め、実例や体験を交えた講義を行います。
・条例の制定等は法制担当者のみが関わるとは限りません。例規作成に関する知識、技法が必要とされる方
で、例規作成について学びたい方も、受講してください。

参加した研修生の声

・初心者向けの内容から実務まで丁寧に教えてもらったので、今後の業務に生かせる。
・用語説明において、図での解説が有った点がとてもわかりやすかった。
・例規事務に苦手意識があったが、例規の基礎から丁寧に教えていただいたことで不安が解消され、意欲が
向上した。
・演習が短かったのでもう少し時間を取っていただけるとありがたい。
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

債権管理回収 13:00

講師

実務研修　総務・一般部門

自治体債権管理回収科

・自力執行権のない自治体債権を適切に管理、回収するために必要な知識の習得を図る。
・自治体債権に関する法律や法的手段を理解し、管理、回収事務に携わる職員として必要な業務
遂行能力の向上を図る。

滞納処分のできない公債権や私債権を取り扱っている職員で、債権回収の法的手段についての
知識が必要とされる職員
（学童保育所、保育所、生活保護、公営住宅、上下水道の業務担当職員等）

研修日程 11/26（水）～27（木）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・自治体債権と債権管理回収
・債権管理回収の具体的方法
・訴訟等手続き、強制執行、保全処分
・破産手続き、民事再生手続き、私的整
理、時効管理、保証、日常家事の連帯債
務、相続

講　　義
討　　議

弁護士

研修所メッセージ

・地方自治体の財政状況は引き続き厳しい状況にある中、重要度が増している自力執行権のない債権（滞納
処分のできない公債権や私債権）の回収について、法的手段等を学べます。
・本研修では自力執行権のない債権に関する法律や債権回収の法的手段について学びます。
・グループ討議では、日常業務の中で直面しうる事例について話し合いますので、情報交換の場にもなりま
す。今後の業務に役立てるよう他団体の方とのネットワークづくりとしても活用してください。
・講師は、元東京都職員で自治体債権の管理、回収に詳しい弁護士が務めるので、日常業務における疑問点
等も質問でき、理解を深められる機会となります。

参加した研修生の声

・債務者を納得させられる法的根拠等の知識を確実に身につける必要があると感じました。
・一般的な制度や法律の講義にとどまらずに、実務で判断に迷うようなポイントも教えていただけたのがあ
りがたかった。
・事例検討は勿論ですが、他自治体の職員の方から現状等を聞くことができ、参考になった。
・公営住宅の債権回収等についての講義内容を増やしていただきたい。
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

健康管理の基礎知識 6:30

職場のメンタルヘルス 3:15

メンタルヘルスケア技法 3:15

講師

実務研修　総務・一般部門

労働安全衛生科（奇数年度）

・労働安全衛生業務に関して、労働安全衛生法等の業務上必要な基礎的知識の習得を図る。
・労働安全衛生関係職員としての必要な業務遂行能力の向上を図る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワークの形成と、業務改善意
識の醸成を図る。

原則として実務経験２年未満の職員

研修日程 8/18（月）～19（火）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・労働安全衛生法の法令と対策
・地方公共団体の安全衛生管理の現状
・安全管理者、衛生管理者の役割
・労働者の危険、健康障害の防止
・作業管理、環境管理、健康管理
・事例紹介

講　　義
討　　議

・メンタルヘルスの基本的考え方
・メンタルヘルスの進め方
・職場不適応の諸相
・メンタルヘルス教育の実際
・職場復帰支援

講　　義

・メンタルヘルスケア面接技法
・ストレスに対する気づきの援助

講　　義
演　　習

外部有識者

参加した研修生の声

・討議の中で他市と情報交換できたことがよかった。問題点の具体的な解決策までは深掘りできなかった
が、講師の講評でヒントがたくさん与えられ、あとは具体的に各市で取り組む際のヒントになった。
・ストレスチェックの目的や職場環境改善の具体的な手法を学ぶことができた。
・ロールプレイで相手の話を聴く練習をしてみて、普段は何も意識せずに聞いていた話を、少し意識して聴く
だけで、話す側へ与える印象が全然違うのだと実感した。また、上手に聴くための工夫として、適度なアイコ
ンタクトをするのが意外と難しいと感じた。
・労働安全衛生に関係する事項は幅広く、基礎知識として知らなければいけないことが多いと言うことは理
解できたが、講義内容が盛り沢山で、ポイントが分かりにくいところがあり、職場巡視、リスクアセスメントや
労災害防止対策についてもう少し知りたいと思った。

研修所メッセージ

・「健康管理の基礎知識」では、労働安全衛生法や用語定義、健康診断の流れなど、労働安全衛生担当者が日
頃行っている業務の根拠や意義などについての理解を深めることを目指しています。
・「職場のメンタルヘルス」では、庁内の労働安全衛生担当者として健康相談業務や全庁的に元気な職場づく
りを進める担当として、コミュニケーションスキルの向上や、職員が安心して働くことができる元気な職場作
り等について学びます。を作っていくための考え方などを学びます。
・「メンタルヘルスケア技法」では、面接相談技法について演習を通じて学ぶなど、実践的な技術の修得を目
指します。
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

予算編成・執行管理 6:30

財政分析 3:15

事例研究 3:15

講師

実務研修　総務・一般部門

財政科（奇数年度）

・予算事務関係業務に関して、関係法令等の業務上必要な基礎的知識の習得を図る。
・予算事務関係職員としての必要な業務遂行能力の向上を図る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワークの形成と、業務改善意
識の醸成を図る。

原則として実務経験２年未満の職員

研修日程 8/25（月）～26（火）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・予算の意義、原則
・予算編成の方法
・予算見積書の作成
・予算要求の集計と査定
・予算様式と分類
・予算の組み方
・継続費、繰越明許費、債務負担行為の立
て方
・暫定予算、特別会計予算、補正予算
・予算執行管理の意義
・予算の配当
・支出負担行為に対する管理統制
・地方債制度
・決算

講　　義
演　　習

・財政資料等の分析方法 講　　義

・財政業務の運用について 討　　議

【予算編成・執行管理】【事例研究】
　市町村職員講師
【財政分析】
　外部有識者

参加した研修生の声

・予算編成や執行のスケジュール、原則等、法の関連性、財政課用語をまとめていただいていた点が非常に参
考になった。職務で活かしていきたい。
・証拠に基づいた政策形成という観点が、財政課の予算査定・編成にも非常に有用な視点を学ぶことができ
た。それだけでなく、他所管に異動して事業構築や予算要求をする際にも参考になると思った。
・グループ演習を通じて、決算統計の進め方や運用の違いなど、各市の状況等を知り、勉強になった。
・基礎的な知識が必要なのもわかるが、全員現役の実務家なので、自治体により異なるとは思うが、更に実務
寄りの話でもいいかもしれない。

研修所メッセージ

・本研修では、予算編成及び執行管理に関する基礎知識の修得や、日常業務の法的根拠を改めて確認するこ
とができます。
・「予算編成、執行管理」「事例研究」は市町村職員の講師による実務に沿った内容です。
・「財政分析」では外部有識者による講義のため、市町村職員とは違った視点での財政資料の分析方法を学ぶ
ことができます。
・事例研究や演習では、他団体の財政担当職員との意見交換などを通じて、様々な角度から財政について学
ぶことができます。
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

地方公共団体の契約制度 6:30

各種契約 6:30

講師

実務研修　総務・一般部門

契約科（奇数年度）

・地方自治体の契約に係る各種法令等の基礎的知識の習得を図る。
・契約事務に携わる職員としての役割を認識し、適切な業務遂行能力の向上を図る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワークの形成と、業務改善意
識の醸成を図る。

原則として実務経験２年未満の職員

研修日程 11/10（月）～11（火）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・契約関係法解説
・地方公共団体が締結する契約
・契約の締結権限
・契約の方法と手続き
・契約実務上の問題点
・契約の情報公開
・新しい入札・契約制度
（総合評価方式、ＶＥ方式等）

講　　義
演　　習

・工事請負契約
・業務委託契約
・物品購入契約
・リース契約
・印刷製本契約
・その他の契約
・事例研究

講　　義
演　　習

市町村職員講師

参加した研修生の声

・項目ごとに講師の経験話や所属の事例を説明していただいたのが参考となった。
・仕様書の注意点について、重要なポイントを解説していただいたので、参考になった。
・自治体により案件の取り扱い方が異なる一方で苦労している点は共通しているということを学ぶことがで
きた。
・もう少し工事の部門について掘り下げて説明をして欲しかった。

研修所メッセージ

・地方自治法の趣旨に則った契約手続きのあり方に理解を深め、公平公正な競争、契約手続きの透明化など
契約事務の遂行に必要な基礎知識を習得する内容です。
・市町村の職員が講師として登壇するため、より身近でより実践的な内容となっています。
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目標

対象

受講期間 11週間程度

標準
修了時間 8:30

科　目　名
標準修了

時間

土地 8:30

実務研修　税務部門

固定資産税科（初級）土地　※オンデマンド型研修

・土地に係る固定資産税の適正な評価、課税業務に必要な地方税法等の基礎的な知識の習得を
図る。
・適正な評価、課税のための業務遂行能力及び住民等への説明能力の向上を図る。
・根拠法令を理解することの重要性を認識し、必要な能力の向上に向けた意識の醸成を図る。

実務経験１年未満の職員

研修日程
【第１期】 5/1（木）～7/11（金） 【第２期】 8/1（金）～10/17（金）

【第３期】11/4（火）～1/23（金）

研修所メッセージ

・本研修（初級）は公益財団法人東京税務協会作成のオンデマンド型研修となります。中級は研修所での集合
形式で演習を中心に行います。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。

参加した研修生の声

・土地評価の基礎がわかりやすく説明されており参考になった。
・普段の業務で触れている用語の知識をきちんと確認することができた。
・土地の評価などの実務に向けて今回のテキストを見直して、身につけていきたい。
・自治体毎にやり方が異なるので、難しいと思うが、年間の具体的な事務の流れを一例として示していただ
けるとありがたい。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・地方税法総則
・固定資産税課税
・土地評価

オンデマンド
配信
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

土地 13:00

講師

実務研修　税務部門

固定資産税科（中級）土地

・土地に係る固定資産税の適正な評価、課税業務に必要な地方税法等について、応用的な知識の
習得を図る。
・困難事例や解釈が分かれる事例等、現場で生じるさまざまな問題を解決する能力の向上を図
る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワークの形成と、業務改善意
識の醸成を図る。

実務経験１年以上の職員

研修日程 6/16（月）～17（火）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・地方税法総則関係事例演習
・課税関係事例演習
・評価関係事例演習

演　　習

公益財団法人東京税務協会　専門講師

参加した研修生の声

・より専門知識をつけ適切な課税を行えるよう努めていきたいと感じました。
・土地の評価に対して周りの出来と比較して焦りを感じ、ある意味いい刺激になった。
・同じ業務でも自治体により様々な考え方取り組み方があることを実感できた。
・土地評価の演習の割合をもっと多くして欲しいです。

研修所メッセージ

・講師は、自治体職員として課税業務を長く経験された東京税務協会の専門講師が担当します。
・法令根拠を読み解き、判例を参照しながら、グループで記述式や計算問題等の事例演習を行います。
・基礎的知識を再確認されたい方は、初級研修（オンデマンド型）をご活用ください。
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目標

対象

受講期間 11週間程度

標準
修了時間 9:00

科　目　名
標準修了

時間

家屋 9:00

実務研修　税務部門

固定資産税科（初級）家屋　※オンデマンド型研修

・家屋に係る固定資産税の適正な評価、課税業務に必要な地方税法等の基礎的な知識の習得を
図る。
・適正な評価、課税のための業務遂行能力及び住民等への説明能力の向上を図る。
・根拠法令を理解することの重要性を認識し、必要な能力の向上に向けた意識の醸成を図る。

実務経験１年未満の職員

研修日程
【第１期】 5/1（木）～7/11（金） 【第２期】 8/1（金）～10/17（金）

【第３期】11/4（火）～1/23（金）

研修所メッセージ

・本研修（初級）は公益財団法人東京税務協会作成のオンデマンド型研修となります。中級は研修所での集合
形式で演習を中心に行います。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。

参加した研修生の声

・家屋の評価について、法令、基準をわかりやすく具体例を挙げながら解説されていて、わかりやすかった。
・実際に家屋評価を行う前に、家屋評価がどのように行われているかを知ることが出来た。
・木造非木造それぞれの評価の際に仕上げごとの評点数の出し方や、補正率についてなどが参考になった。
・動画がわかりやすかったので、資料がパワーポイント等の画像の資料があると、復習するときによりわかり
やすいと思う。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・地方税法総則
・固定資産税課税
・家屋評価

オンデマンド
配信
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

家屋 13:00

講師

実務研修　税務部門

固定資産税科（中級）家屋

・家屋に係る固定資産税の適正な評価、課税業務に必要な地方税法等について、応用的な知識の
習得を図る。
・困難事例や解釈が分かれる事例等、現場で生じるさまざまな問題を解決する能力の向上を図
る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワークの形成と、業務改善意
識の醸成を図る。

実務経験１年以上の職員

研修日程 6/19（木）～20（金）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・地方税法総則関係事例演習
・課税関係事例演習
・評価関係事例演習

演　　習

公益財団法人東京税務協会　専門講師

研修所メッセージ

・講師は、自治体職員として課税業務を長く経験された東京税務協会の専門講師が担当します。
・正誤式や記述式、計算問題等の事例演習のほか、所属団体が異なる研修生同士で具体的な事例をもとに
グループ演習を行うことで、より理解を深めることができます。
・基礎的知識を再確認されたい方は、初級研修（オンデマンド型）をご活用ください。

参加した研修生の声

・同業務を行っている他市の方とのグループワーク等を通して、新しい知識や情報を得ることができた。
・日頃なんとなくで行っていた業務や考え方にもしっかりとした根拠があり、それをもとに業務を行っている
のだと再認識できた。
・どの法令を見て判断すべきなのかなどの要点を押さえることができた。
・固定資産担当を１年担当した時点での研修としては、非常に参考になる内容だった。
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目標

対象

受講期間 11週間程度

標準
修了時間 8:00

科　目　名
標準修了

時間

償却資産 8:00

実務研修　税務部門

固定資産税科（初級）償却資産　※オンデマンド型研修

・償却資産に係る固定資産税の適正な評価、課税業務に必要な地方税法等の基礎的な知識の習
得を図る。
・適正な評価、課税のための業務遂行能力及び住民等への説明能力の向上を図る。
・根拠法令を理解することの重要性を認識し、必要な能力の向上に向けた意識の醸成を図る。

実務経験１年未満の職員

研修日程
【第１期】 5/1（木）～7/11（金） 【第２期】 8/1（金）～10/17（金）

【第３期】11/4（火）～1/23（金）

研修所メッセージ

・本研修（初級）は公益財団法人東京税務協会作成のオンデマンド型研修となります。中級（奇数年度）は研修
所での集合形式で演習を中心に行います。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。

参加した研修生の声

・日々の償却資産の審査事務、土地・家屋の証明事務に直接役立てることができる知識だった。
・耐用年数の考え方や、中古資産を取得した際の具体的な取得価額の算定方法などがわかり、大変勉強に
なった。
・償却資産の申告書受付や固定資産税の説明等に生かせると感じた。
・償却資産の対象、非対象となる事例や、判断に迷う事例をもっと増やしていただけると、より実務に役立つ
かと思った。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・地方税法総則
・固定資産税課税
・償却資産

オンデマンド
配信
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目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

償却資産 6:30

講師

実務研修　税務部門

固定資産税科（中級）償却資産（奇数年度）

・償却資産に係る固定資産税の適正な評価、課税業務に必要な地方税法等について、応用的な
知識の習得を図る。
・困難事例や解釈が分かれる事例等、現場で生じるさまざまな問題を解決する能力の向上を図
る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワークの形成と、業務改善意
識の醸成を図る。

実務経験１年以上の職員

研修日程 6/10（火）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・地方税法総則関係事例演習
・課税関係事例演習
・評価関係事例演習
・実地調査関係事例演習

講　　義
演　　習

公益財団法人東京税務協会　専門講師

参加した研修生の声

・初級に比べて実務的な演習問題（死亡者課税など）が多く、参考になった。
・意見交換を行う時間が多くあり、他市の運用を聞くことができ有意義な時間だった。
・あいまいだった部分や内容について自分の知識が多くなることによって、判断に迷わず効率的に業務をこ
なせると思った。

研修所メッセージ

・講師は、自治体職員として課税業務を長く経験された東京税務協会の専門講師が担当します。
・また、本研修はグループ演習を中心として構成されており、実務での経験を持ち寄り、情報交換をおこな
うことで理解を深めることが出来る内容となっています。
・基礎的知識を再確認されたい方は、初級研修（オンデマンド型）をご活用ください。
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目標

対象

受講期間 11週間程度

標準
修了時間 6:30

科　目　名
標準修了

時間

個人住民税 6:30

実務研修　税務部門

個人住民税科（初級）　※オンデマンド型研修

・個人住民税の適正な課税業務に必要な地方税法等の基礎的な知識の習得を図る。
・適正な課税のための業務遂行能力及び住民等への説明能力の向上を図る。
・根拠法令を理解することの重要性を認識し、必要な能力の向上に向けた意識の醸成を図る。

実務経験１年未満の職員

研修日程
【第１期】 5/1（木）～7/11（金） 【第２期】 8/1（金）～10/17（金）

【第３期】11/4（火）～1/23（金）

研修所メッセージ

・本研修（初級）は公益財団法人東京税務協会作成のオンデマンド型研修となります。中級は研修所での集合
形式で演習を中心に行います。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。

参加した研修生の声

・損益通算の計算や調整控除の計算など普段の業務では難しい計算の手順を知ることができてとても参考
になった。
・住民税を課す業務はもちろん、市民への説明にも役立つと感じた。
・控除の表などがわかりやすかった。
・確認テストについて、もう少し詳細な解説が欲しいと感じた部分があった。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・地方税法総則
・個人住民税

オンデマンド
配信
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

個人住民税 13:00

講師

実務研修　税務部門

個人住民税科（中級）

・個人住民税の適正な課税業務に必要な地方税法等について、応用的な知識の習得を図る。
・困難事例や解釈が分かれる事例等、現場で生じるさまざまな問題を解決する能力の向上を図
る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワークの形成と、業務改善意
識の醸成を図る。

実務経験１年以上の職員

研修日程 9/25（木）～26（金）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・地方税法総則関係事例演習
・課税関係事例演習

講　　義
演　　習

公益財団法人東京税務協会　専門講師

研修所メッセージ

・講師は、自治体職員として課税業務を長く経験された東京税務協会の専門講師が担当します。
・税制改正のポイントや運用上注意すべき点など実務に即した内容を学ぶことが出来ます。
・グループ演習では様々な事例問題を討議し、個人演習では普段システムで自動計算されている内容の根拠
等を再確認します。
・基礎的知識を再確認されたい方は、初級研修（オンデマンド型）をご活用ください。

参加した研修生の声

・知識が曖昧であった箇所について、法令等確認し、確かな知識を得ることができた。
・実務例がたくさんありイメージがしやすかった。
・グループワークで他自治体の状況を聞けたので参考になった。
・制度設計の背景等をもう少し掘り下げてお話いただきたかった。
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目標

対象

受講期間 11週間程度

標準
修了時間 5:00

科　目　名
標準修了

時間

法人住民税 5:00

実務研修　税務部門

法人住民税科（初級）　※オンデマンド型研修

・法人住民税の適正な課税業務に必要な地方税法等の基礎的な知識の習得を図る。
・適正な課税のための業務遂行能力及び住民等への説明能力の向上を図る。
・根拠法令を理解することの重要性を認識し、必要な能力の向上に向けた意識の醸成を図る。

実務経験１年未満の職員

研修日程
【第１期】 5/1（木）～7/11（金） 【第２期】 8/1（金）～10/17（金）

【第３期】11/4（火）～1/23（金）

研修所メッセージ

・本研修（初級）は、公益財団法人東京税務協会作成のオンデマンド型研修となります。中級（奇数年度実施）
は研修所での集合形式で演習を中心に行います。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。

参加した研修生の声

・初心者向けの基礎的な用語の説明や、根拠法に関する説明がわかりやすかった。
・法人市民税の業務についてより深く学ぶことができたので日常の業務に活かせると思う。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・地方税法総則
・法人住民税

オンデマンド
配信
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目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

法人住民税 6:30

講師

実務研修　税務部門

法人住民税科（中級）（奇数年度）

・法人住民税の適正な課税業務に必要な地方税法等について、応用的な知識の習得を図る。
・困難事例や解釈が分かれる事例等、現場で生じるさまざまな問題を解決する能力の向上を図
る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワークの形成と、業務改善意
識の醸成を図る。

実務経験１年以上の職員

研修日程 7/17（木）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・地方税法総則関係事例演習
・課税関係事例演習

講　　義
演　　習

公益財団法人東京税務協会　専門講師

参加した研修生の声

・資本金や資本金等の算出方法、未申告調査の仕方等様々な意見を聞けて参考になった。
・検討の課題に対して講師の方の検討案を配布していただけたことはとても良かった。
・他市の業務について情報共有もできたため大変参考になった。
・グループ討議を行いながらの演習は有意義だったが、テーマを３つ程度に絞って、１つあたりのテーマにも
う少し時間をかけてもよかったと思う。

研修所メッセージ

・講師は、自治体職員として課税業務を長く経験された東京税務協会の専門講師が担当します。
・研修生から寄せられた実務上の疑問点を講義のトピックスや演習問題として扱うなど、身近な問題を学ぶ
ことができます。
・基礎的知識を再確認されたい方は、初級研修（オンデマンド型）をご活用ください。
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目標

対象

受講期間 11週間程度

標準
修了時間 7:30

科　目　名
標準修了

時間

徴収 7:30

実務研修　税務部門

徴収科（初級）　※オンデマンド型研修

・地方税の徴収業務に必要な地方税法等の基礎的な知識の習得を図る。
・地方税徴収のための業務遂行能力及び住民等への説明能力の向上を図る。
・根拠法令を理解することの重要性を認識し、必要な能力の向上に向けた意識の醸成を図る。

実務経験１年未満の職員

研修日程
【第１期】 5/1（木）～7/11（金） 【第２期】 8/1（金）～10/17（金）

【第３期】11/4（火）～1/23（金）

研修所メッセージ

・本研修（初級）は公益財団法人東京税務協会作成のオンデマンド型研修となります。中級は研修所での集合
形式で演習を中心に行います。
・オンデマンド型研修のため、受講期間中であればいつでも何度でも繰り返し学ぶことができます。

参加した研修生の声

・根拠法令と事務の流れを掴める非常に有意義な研修であった。
・座談会でベテランの職員が現場レベルでの今までの経験とその対応について具体的な話を聞くことができ
てよかった。
・納税交渉の際に活かしていくことができる。
・具体な事案等の例があると更にイメージがしやすくなると感じた。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・地方税法総則
・滞納整理

オンデマンド
配信
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

徴収 13:00

講師

実務研修　税務部門

徴収科（中級）

・地方税の徴収業務に必要な地方税法等について、応用的な知識の習得を図る。
・困難事例や解釈が分かれる事例等、現場で生じるさまざまな問題を解決する能力の向上を図
る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワークの形成と、業務改善意
識の醸成を図る。

実務経験１年以上の職員

研修日程 9/16（火）～17（水）

研修所メッセージ

・演習では、財産調査や、財産及び債権の差押え等、実務に近い問題を扱います。さまざまな滞納整理の手
法を検討することで、困難事案解決のヒントを得られる内容となっています。
・講師は、自治体職員として徴収業務を長く経験された方が担当します。貴重な経験談も聞くことができま
すので、ぜひ実務の参考にしてください。
・基礎的知識を再確認されたい方は、初級研修（オンデマンド型）をご活用ください。

参加した研修生の声

・グループメンバーの解釈や実務での取扱を聞きながら、様々な視点から考察でき、さらに講師の説明を聞
き理解を深めた。実務的で有効な内容だった。
・法令上の解釈と実務での取り扱いの違いについて原則を知ったうえで実務を行うことの重要性を再確認
できた。
・講義では講師の実体験による苦労なども聞くことができたのでとても理解しやすい講義だったと感じた。
・相続承継時の事務手続の具体と手順についてもう少し掘り下げていただきたかった。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・滞納整理関係演習
講　　義
演　　習

公益財団法人東京税務協会　専門講師
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目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

廃棄物処理関連法概説 6:30

ごみ減量対策 6:30

講師

実務研修　事業部門

廃棄物対策科

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律や、ごみ減量など、廃棄物行政に関する知識の習得を図
る。
・廃棄物処理に携わる職員として必要な業務遂行能力の向上を図る。

原則として実務経験１年未満の職員

研修日程 6/3（火）～4（水）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・廃棄物処理法の概要
・廃棄物処理の基礎知識
・不適正処理への対応

講　　義

・ごみ減量に有効な具体的対策
・他自治体の取組事例

講　　義

外部有識者

研修所メッセージ

・本研修は、廃棄物対策に必要な知識を幅広く学べる内容となっています。
・現場の最前線で活躍する専門家等が講師として登壇し、実際の事例や最新の知見を交えた講義を行いま
す。これにより、廃棄物行政における課題や解決策を、リアルな視点で学ぶことができます。
・事務職、技術職を問わず、廃棄物行政に携わる方であればどなたでもご参加いただけます。

参加した研修生の声

・廃棄物の認定方法につき実践的に学ぶことができ、参考になった。
・ゴミ処理の流れや近年関心の高い環境分野について多摩地域の事例を特にピックアップしながら説明いた
だけたことがとても良かった。
・ごみ減量や分別への協力を呼び掛けるにあたり、市民への周知・啓発の難しさはあるが、ただ発信するだ
けではなく、枠組みやきっかけを提供することの重要性を学ぶことができた。
・他市の方達と困難事例などについて話合う時間があると良かった。
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目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

子育て支援 6:30

講師

テーマ

実務研修　事業部門

子育て支援科（奇数年度）

・子育て支援業務に必要な知識、関係機関との連携に関する知識の習得を図る。
・子育て支援に携わる職員として必要な業務遂行能力の向上を図る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワーク形成と、業務改善意識
の醸成を図る。

子育て支援に携わる職員

研修日程 11/17（月）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

子育て・子育ちを取り巻く現状と課題
講　　義
討　　議

・本研修では講義とグループ討議を通じて、テーマに関する理解を深めます。
・子育てに関連する部署が連携して取り組むべき課題をテーマとしていますので、実務経験年数に関係な
く、ご参加いただけます。
・知識、スキルの習得だけでなく、普段なかなか交流が難しい他団体の子育て支援関連の様々な職種（事務
職・保健師・保育士等）の方との情報交換の場としても積極的に活用してください。

外部有識者

児童虐待

参加した研修生の声

【令和５年度の研修テーマ】児童虐待
・法改正や子ども家庭センター、サポートプランについて詳しい話が聞けて非常に参考になった。
・他市の他部署職員と意見交換でき有意義であったし、講師の方が各省庁とも関わりがある方で法令等に
関して一歩踏み込んだ話が多かったため大変勉強になった。
・子どもの命を守るために関係機関が密な連携を取っていくことが大切だとより気づくことができた。
・中身が濃くてとてもよかったが、時間が許せば他の自治体の事例ももっと聞いてみたかった。

研修所メッセージ
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目標

対象

日数 3日

時間 19:30

科　目　名 時間数

都市計画の基本的概念 3:15

都市計画関連法令・
都市計画法体系

3:15

地区計画 3:15

開発許可と建築確認 2:05

都市計画における緑地と
活用

1:10

市町村マスタープラン 1:45

市民との連携によるまち
づくり

4:45

講師

実務研修　事業部門

都市計画科（奇数年度）

・都市計画法やまちづくりの手法など都市計画に関する知識や、都市計画を取り巻く課題に係る
知識の習得を図る。
・都市計画行政に携わる職員として必要な業務遂行能力の向上を図る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワークの形成と、業務改善意
識の醸成を図る。

原則として実務経験２年未満の職員

研修日程 10/7（火）～9（木）

・開発許可制度と建築確認制度
・都市計画法と建築基準法の関係

講　　義

・公園・緑地とは
・都市計画公園・緑地の決定、事業認可
・生産緑地その他の地域制緑地

講　　義

・市町村マスタープラン 講　　義

・事例研究

・本研修は、都市計画に関する基礎的な知識に加え、都市計画担当職員として必要な知識を幅広く学べる内
容となっています。
・事例研究では、まちづくりにおける市民参加の手法を学んだのち、実際にその手法を使ってグループ討議
を行います。

【都市計画の基本的概念】【市民との連携によるまちづくり】
　外部有識者
【都市計画関連法令・都市計画法体系】【地区計画】【開発許可と建築確認】
【都市計画における緑地と活用】
　東京都職員講師
【市町村マスタープラン】
　市町村職員講師

参加した研修生の声

・多摩地域からの視点での都市計画について教えていただくことが出来た点が良かった。
・市民の方との協働の手法を色々知ることができた。また、市の方で何を求めているかによって手法を変え
た方が良いことを学んだ。
・他の市町村、特に当市と接していない市の都市マスについて、学ぶ機会はなかなかないため、非常に参考に
なった。
・もう少し都市公園・緑地の講義時間が長く欲しいなと感じた。

研修所メッセージ

講　　義
討　　議

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・近現代都市計画の誕生と展開
・日本の都市計画の歴史と事例
・今後の都市計画における課題

講　　義

・都市計画に関する法律と法体系 講　　義

・地区計画の基礎的知識と様々な実例 講　　義
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目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

下水道法概説 1:30

下水道行政の現状と課題 1:45

排水設備 1:30

事例研究 1:45

講師

実務研修　事業部門

下水道科（奇数年度）

・下水道法や下水道の維持管理に関する知識の習得を図る。
・下水道行政に携わる職員として必要な業務遂行能力の向上を図る。
・適切な下水道行政を行うための課題を認識し、業務改善意欲の向上を図る。
・グループワークによる他団体職員との情報交換を通じ、人的ネットワークの形成と、業務改善意
識の醸成を図る。

原則として実務経験２年未満の職員

研修日程 9/９（火）

研修所メッセージ

・下水道行政の現状や下水道法、各種設備の維持管理等の下水道行政全般について、現場の写真を使った
解説など、より具体的な事例を取り上げながら、幅広く学ぶことができる内容となっています。
・事例研究では、下水道行政が直面している課題等についてグループ討議を行います。自身が担当する業
務の振り返りや他団体との情報交換により、業務改善のきっかけにも役立ちます。
・事務職、技術職問わず、下水道行政に携わる方であればどなたでもご参加いただけます。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・下水道法制の沿革
・下水道法の関連法規
・下水道法の特性

・事例研究 討　　議

【下水道行政の現状と課題】【下水道法概説】【排水設備】
　東京都職員講師
【事例研究】
　市町村職員講師

参加した研修生の声

・改正法内容の理解や整理に繋がった。日頃の業務を、法律を意識して行えるようになれたと思う。
・WPPPと流域下水道の話が聞けて良かった。
・ビルピットの硫化水素の恐ろしさを学んだ。またグリースやディスポーザに厳しい基準があることも学べ
てよかった。最後の4つの問いが振り返りと定着になった。
・同じような業務に携わっている方がいれば、同じグループでもう少し踏み込んだ業務上の話をしてみた
かった。

講　　義

・下水道の役割
・下水道の普及状況
・下水道の仕組み

講　　義

・排水設備の現状と課題
・排水設備の関係法規

講　　義
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１０　特別研修

目標

対象

日数 0.5日

時間 2:00

科　目　名 時間数

人権啓発 2:00

講師

人権啓発研修

・人権問題に関する基礎的知識の習得を図る。
・人権意識の向上を図る。
・継続的な人権意識の醸成を図る。

全職員（令和７年度に新任研修（Ⅰ期）を受講した者を除く）

研修日程
【第１回】 4/18（金） 【第２回】 6/11（水）

【第３回】 8/5（火） 各回午後実施（14:30～16:30)

参加した研修生の声

・改めて人権について考えることができ、当たり前と思っていることが当たり前ではないかもしれないと
気付かされた。
・知らないうちに価値観を決めつけていて、もっと視野を広げなければいけないと思った。
・無意識でも人権侵害してしまうので、知ることが大切という点に気づいた。
・外国人についての方の話がもっと聞きたかった。

研修所メッセージ

・憲法に保障された人権について理解し、職務や日常生活にあたってどのような意識が必要なのかを認
識することは、我々公務員にとって非常に重要なことです。
・この研修では、同和問題をはじめとする人権に関わる様々な問題や課題を専門の講師から学び、公務
員としての人権意識の更なる醸成を図ります。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

同和問題・その他人権問題 講　　義

公益財団法人東京都人権啓発センター　講師
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特別研修

目標

対象

日数 0.5日

時間 3:15

科　目　名 時間数

男女共同参画社会の形成 3:15

講師

参加した研修生の声

・学術的な専門的視点からだけでなく、実際に社会の即した視点と行政の現状を鑑みた視点からの講義でと
ても面白かった。
・今後はアンコンシャス・バイアスに気づき仕事面、私生活面において意識して行動していきたい。
・男女共同参画は、社会構造の深い部分、人とひと、地域の在り方を変えてくれるものだと感じた。直接の部
署ではないが、子育て世代のため、育児や家庭という立場や視点から、気づく点を積極的に業務へ反映してい
きたい。
・様々な部署と関わりのある視点であるため、具体的な例や取組みについてもう少し聞けたら良いなと思っ
た。

研修所メッセージ

・時勢に合ったテーマについて、男女共同参画の視点から現状や課題を学び、男女共同参画社会の実現のた
め、身近なことや出来ることから行動に移す契機としてください。
・全日程、ライブ配信のみで実施します。研修環境等の整備が難しい場合には、研修所に来所いただければ、設
備の貸し出しが可能です（その場合は事前に各団体研修担当者を通じてご相談ください）。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・男女共同参画社会の形成の現状と課題 講　　義

外部有識者または民間会社講師

男女共同参画研修

・男女共同参画をめぐる社会の動向や、男女共同参画の基礎となる考え方を理解する。
・男女共同参画社会の実現のため、自らが行動に移すためのきっかけをつくる。

全職員

研修日程
【第１回】 8/28（木） 【第２回】 2/9（月）

各回午後実施（13:15～16:30) 全日程ライブ配信型研修
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特別研修

目標

対象

日数 0.5日

時間 3:15

科　目　名 時間数

メンタルヘルス 3:15

講師

メンタルヘルス研修

・自分や周囲の心の健康管理に必要な基本的知識の習得を図る。
・周囲への対処方法を身に付けると共に、自己管理能力の向上を図る。
・より良い職場づくりに向けた意識の醸成を図る。

全職員

研修日程
【第１回】 6/10（火） 【第２回】 2/17（火）

各回午後実施（13：15～16：30） 全日程ライブ配信型研修

参加した研修生の声

・チャットを交えながらの講義であり、参加者の経験や意見、考えが聞ける良い機会だった。
・ストレス解消法を複数持っておくことや自分や相手の思考のクセがあることに気付くことで、ストレスとの向
き合い方を見直す良い機会となった。
・アンガーマネジメントと大人の発達障害について学べて良かった。
・もう少しワークがあると講義の内容が落とし込みしやすくなると思った。

研修所メッセージ

・地方公務員の精神及び行動の障害による病気休暇者数は増加傾向にあり、メンタルヘルスへの関心がます
ます高まっています。
・心の健康を損なわないための予防として、ストレスに関する基本的な知識、ストレスへの対処法を中心とし
たセルフケアの方法について演習等を通じて重点的に学習します。また、周囲のメンタル不調の方との関わり
方についても学びます。
・通所を必要としないライブ配信での実施となります。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・ストレスに関する基本的な知識
・ストレスへの対処法やセルフケアの方法
・周囲や同僚との関わり方
・レジリエンスの基礎知識

講　　義
演　　習

株式会社マイキャリア・ラボ　講師
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特別研修

目標

対象

日数 0.5日

時間 調整中

科　目　名 時間数

行政をめぐる今日的課題 調整中

講師

トップマネジメントセミナー

・自治体を取り巻く最新の情報及び知識の習得を図る。

部長職（部を設置していない町村の課長職を含む。）

研修日程 10月～11月のいずれか１日
午後実施予定

※講師と調整し、研修時間を決定します。

参加した研修生の声

・新たな方策に出会うことができモチベーションが上がった。
・民間と行政を経験された方の話で、身近に捉えることができた。
・各業界で実績を残した方の講演を聞く機会は、自治体職員にも新たな刺激となり、組織活性のきっかけに
もなると思う。
・トップが危機感を持って発信し動くことで、意識が変わっていくことを改めて感じた。

研修所メッセージ

・その時々の社会経済情勢においてトピックとなっているテーマについて、市町村長、学識経験者、民間企業
役職者などをお招きして実施します。
・講師から最新情報を吸収し、各団体の政策運営のヒントにしてください。
・令和６年度のテーマは「持続可能な組織マネジメント～人材の確保とエンゲージメント向上～」で実施しまし
た。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

社会経済情勢等についての情報を得るこ
とを通して、部長職としての見識を深め
る。

講　　義

外部有識者
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特別研修

目標

対象

日数 0.5日

時間 調整中

科　目　名 時間数

自治体の現状と課題 調整中

講師

自治体改革セミナー

・講義を通じて、自治体職員としての見識を深める。
・危機意識や改革意識などの気づきの醸成を図る。

係長職以上

研修日程
【第１回】 8/1（金） 【第２回】 2/12（木）

※講師と調整し研修時間を決定します。 各回午後実施予定

参加した研修生の声

・言葉にとらわれず、地域のためにできることを愚直に考えていくことが大事であると感じた。
・最新の手法は刻々と変わっているということを理解したので、今後の職務でも、最新の動向を意識して捉
えたい。
・講師の先生の体験に基づく具体例が満載で、とても分かりやすかった。
・内容は大変興味深かったが、用語が難しかった。

研修所メッセージ

・自治体業務の中核を担う職員、特に係長級の皆さんに考えていただきたいテーマを設定し、これに精通し
た外部有識者をお招きして実施します。
・令和６年度の第１回は「公民連携（PPP／PFI）の目的と手法」による地域課題の解決」を、第２回は「住み
続けたくなる地域づくりのための魅力の創出・発信」をテーマに実施しました。
・令和７年度の第１回は「自治体の新たな魅力の創出と発信・活用の強化」、第２回は「職員の育成、確保・定
着と職場の活性化への対応」をテーマに実施します。最新情報を吸収し、自治体改革のヒントにしていただ
ければと考えています。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

自治体職員としての見識を深めるた
め、自治体のおかれた最新の現状と課
題について学ぶ。

講　　義

外部有識者

112



特別研修

目標

対象

12/16（火） 午後実施（13:15～16:30) 日数 0.5日

ライブ配信型研修 時間 3:15

科　目　名 時間数

地方財政の現状と課題 3:15

講師 外部有識者

参加した研修生の声

（令和６年度実施 自治体経営研修「地方財政（公開講義）」の研修生感想より）
・日本の将来について漠然と不安視していたところを具体的に講義いただき、より危機感を持って今後の業
務改善に取り組むべきと思えた。
・人口減少等の課題が山積する中、エビデンスに基づく政策決定や事業の実施の重要性を再認識することが
できた。また、EBPMの考え方を理解できた。
・今の日本が置かれている経済状況を再認識することができ、EBPMやPPP、PFIを活用している自治体の
例などを知ることができたので、今後事業を進めていく際の参考になると感じた。
・経済学に精通している専門家から、地方自治体の事務に関しての意見を聞くことは滅多にないことなの
で、率直な意見を聞くことができてよかった。また、海外などの優良事例を紹介いただき、自治体の事務に
活かす手法などを教えていただき、大変勉強になった。

研修所メッセージ

・地方財政は、地方が自立するための重要な課題の一つとなっており、その知識や課題意識は、部署や役所
を問わず広く自治体職員に求められています。
・講師に外部有識者をお招きし、幅広い知識と深い知見に基づき地方財政の最新動向や課題の解決策等に
ついてご講義いただきます。
・日々の業務の基礎となる地方財政の制度や仕組みなどを学ぶには、自治体経営研修「地方財政」を受講く
ださい。
・ライブ配信のみで実施します。研修環境等の整備が難しい場合には、研修所に来所いただければ、設備の
貸し出しが可能です（その場合は事前に各団体研修担当者を通じてご相談ください）。

地方財政セミナー

地方財政に関する自治体を取り巻く現状や課題、最新の動向についての見識を深め、自治体職員
としての課題意識の醸成を図る。

全職員

研修日程

実施科目

科　目　内　容 方　　法

地方財政に関する最新の動向 講　　義
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特別研修　スポット研修

目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

動画作成 6:30

講師

・伝わる動画の企画・シナリオの作り方
・撮影・編集のポイント
・配信とその後の分析

講　　義
実　　習

はじめての動画作成

・動画配信の効果を高めるため、住民向けの説明やイベント告知などの動画作成の基本ルー
ルや、撮影のポイントを習得する。

全職員

研修日程 【第１回】 8/8（金） 【第２回】 12/11（木）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

参加した研修生の声

・撮影機材や編集ソフトについて、最新の情報を得ることができて良かった。
・動画を見ながらの解説があったため、具体的で分かりやすかった。
・動画作成に対する心理的なハードルが低くなり、業務で活用しようと思った。
・作成した動画について、講師から改善点の指摘があると良かった。

研修所メッセージ

・住民に分かりやすく情報発信をすることが求められており、YouTubeなどの動画を活用する自治体
が増えています。
・実際に動画を企画・撮影・編集することで、動画作成の基本を習得します。
・広報業務に限らず、住民向けの説明動画などを作成し、窓口やホームページで活用しませんか。
・難易度を低く設定して実施する研修のため、動画の作成経験があまりなく、これから動画を作成したい
と考えている方におすすめです。

【受講にあたって】
※動画の撮影時や編集時はスマートフォンを使用するため、研修の参加にあたっては、各自でお使いの
スマートフォンもしくはタブレットをご持参いただき、編集に必要なアプリ「VLLO（ブロ）」無料版を事前
にインストールする必要があります。
※スマートフォン・タブレットのOSは、iOSとAndroidのどちらかであれば使用できます。
※受講にあたり、研修所で貸出用のスマートフォン・タブレットはございませんので、必ずご自身でご準
備ください。

外部有識者
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特別研修　スポット研修

目標

対象

7/24（木） 午後実施（13:15～16:30) 日数 0.5日

時間 3:15

科　目　名 時間数

発達障害の理解と対応 3:15

講師 外部有識者

参加した研修生の声

・ASD、ADHDの特徴を理解することができた。
・配慮が必要な場合もあるが、特別扱いせずにその人の特徴として付き合うことが大切だと分かった。
・他市の方の悩みや経験を共有でき、事例へのアプローチ方法を考えるきっかけとなった。
・様々なケースやそれに対応した声掛けの方法などをもっと聞きたかった。

研修所メッセージ

・発達障害は社会一般的なものという意識が必要であり、多くの方が正しく理解すべき内容です。
・本研修では、発達障害の特性を理解し、多様性を尊重した職場作りに貢献できる知識を学びます。
・組織の一員として、職場全体での支援体制を強化するために、ぜひご参加ください。

発達障害の理解と対応（主任・主事向け）（奇数年度）

・成人の発達障害の正しい知識を得て、理解を深める。
・円滑な組織内の運営を図るために、発達障害に関する対応力の向上を図る。

原則として主任・主事職

研修日程

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・発達障害者の特徴
・職場での問題と対応・接し方
・様々な事例

講　　義
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特別研修　スポット研修

目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

マネジメント 6:30

講師

係長のためのマネジメント

・組織としての成果を向上させるために、係長に求められるマネジメントに関する知識を習得
する。
・高い成果を達成するために、チームとメンバーの力を引き出す能力の向上を図る。

係長職（管理職ではない課長補佐職を含む）

研修日程 【第１回】 7/4（金） 【第２回】 12/2（火）

参加した研修生の声

・問題を数値化して共有することの大切さを感じた。
・マネジメントをするには感情的な配慮だけでなく、論理立てて有効な方法を考えていく必要があると感
じた。
・マネジメントには、課題の設定方法やチームメンバーの行動特性と多様性の理解が必要ということに気
づいた。
・ＰＤＣＡサイクルの具体例があると良かった。

研修所メッセージ

・係長新任研修受講後の方向けに、チームの成果を向上させるためのマネジメントに関する知識を学ぶ
機会を設けました。
・「係としての成果を高めたいが、そのためにチームをどのように運営したら良いのだろう」、といった悩
みを解決するための研修です。
・マネジメントについてより深く学ぶことで、効果的な組織運営のための一助になります。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・係長に求められるマネジメントについ
て考える
・業務の目的とチームを理解する
・メンバーのモチベーションを上げる
・自分自身の力量を上げる

講　　義
演　　習

民間会社講師
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特別研修　スポット研修

目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

発想力 6:30

講師

・考える方向性・ターゲットの決定
・発想力を日頃から養う視点
・ラテラルシンキングの考え方
・アイデアを絞り込む時のポイント

講　　義
演　　習

発想力

・既存事業の変革や、新規事業の企画に必要な発想力の向上を図る。

係長職以下（管理職ではない課長補佐職を含む）

研修日程

実施科目

科　目　内　容 方　　法

【第１回】 6/12（木） 【第２回】 2/16（月）

株式会社ブレインコンサルティング　講師

参加した研修生の声

・テキストに記載のある概念的な話を実際に用いて様々な話をしていただいたので理解が深まった。
・座学だけでなくたくさんの実践があり、業務に限らず役に立つ内容だったので受講して良かった。
・発想の転換を行うことで、検討し尽くしたと思われていた事項についても新たなアイデアが浮かぶ可能
性があることが理解できた。
・内容が充実していた分、もう少しじっくり演習して考えたかった。

研修所メッセージ

・急速な社会変化に伴い、住民のニーズが多様化する中で、これまで通りの方法だけでは住民満足度に
繋がらないことも多く、悩んでいませんか？
・この研修で取り上げる「ラテラルシンキング」は常識や前例にとらわれず、物事の新しい見方や、革新的
なアイデアを生み出す思考法です。アイデア出しは専門知識や技術がなくとも、訓練によって習慣化でき
ます。
・より質の高い住民サービスのために既存事業をブラッシュアップしたい方、斬新なアイデアで新規事業
の提案をしたい方は、固定観念にとらわれない発想力を向上させるために受講してみてはいかがでしょ
うか。
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特別研修　スポット研修

目標

対象

日数 1日

時間 6:30

科　目　名 時間数

強み発揮研修 6:30

講師

・自治体で働くことの重要性とやりがい
に気づく
・自分の強み、自分らしさを把握する
・組織で自分の強みを活かす

講　　義
演　　習

自分らしく働く！強み発揮研修

・自治体で働くことの意義や大切さを考え、自身が取り組む業務への意識を高める。
・一人ひとりがもつ価値観やこだわり等の「自分らしさ＝強みの視点」を理解し、仕事への取り
組み方を考える。
・自分の強みを磨き、自分らしさを発揮しながら組織全体のパフォーマンス向上を目指す。

在職１～３年目の職員

研修日程 5/27（火）

実施科目

科　目　内　容 方　　法

株式会社といろ　講師

参加した研修生の声

・自分のエネルギーが強いところに気づき、強みを見つけることができた。
・強みを分析するだけにとどまらず、それらを自分の理想とするリーダーシップへアップデートしていく
道筋が見え、大変参考になった。
・自分とは違う考え方や価値観の人もいることを再認識し、それぞれの良さを尊重して高め合うことで、
より良い業務につながると感じた。
・班分けをする際、事前にどのような強みがあるかをリサーチをした上で行うとより効果的だと思った。

研修所メッセージ

・組織の中で、自身の能力をどのように発揮していけばよいか、お悩みの方はいませんか。
・本研修では、自治体で働くことの意義を考え、自分の強みの認識と職場での活かし方について気づき
を得ます。
・一人ひとりが強みを発揮することで、組織全体のパフォーマンスも向上します。モチベーションの維持、
向上にも繋がりますので、ぜひこの機会に、自分らしさを発見してみてください。
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研修名 使用ソフト 難易度 対象者 内容 レベルチェック

エクセル初級 ★★☆☆ 全職員

・Excelの基礎知識
・データの入力
・表の作成
・数式の入力
・複数シートの操作
・表の印刷
・グラフの作成
・データベースの利用
・便利な機能

チェック表あり

エクセル中級 ★★★☆ 全職員

・関数の利用
・表作成の活用
・グラフの活用
・グラフィックの利用
・データベースの活用
・ピボットテーブルとピボットグラフの作成
・マクロの作成

チェック表あり

エクセルＶＢＡマクロ
Microsoft
Excel2021 ★★★★ 全職員

・マクロ/VBAの基礎知識
・マクロの記録と実行
・相対参照と絶対参照
・VBAの仕組み（マクロの記録とVBAの関係）
・VBAの構文（セル内容の操作）
・コードの記述（モジュールの追加と修正）
・繰り返し処理の実行（デバック）

チェック表あり

アクセス初級

Microsoft
Access

2016/2019/
2021

★★★★ 全職員

・Accessの基礎知識
・データベースの設計と作成
・テーブルによるデータ格納
・リレーションシップの作成
・クエリによるデータの加工
・フォームによるデータの入力
・クエリによるデータの抽出と集計
・レポートによるデータの印刷

チェック表あり

パワーポイント初級

Microsoft
PowerPoint
2016/2019/
2021

★★☆☆ 全職員

・PowerPointの基礎知識
・基本的なプレゼンテーションの作成
・表の作成
・グラフの作成
・図形やSmartArtグラフィックの作成
・画像やワードアートの挿入
・特殊効果の設定
・プレゼンテーションをサポートする機能

-

ワード中級

Microsoft
Word

2016/2019/
2021

★★★☆ 全職員

・図形や図表を使った文書の作成
・写真を使った文書の作成
・差し込み印刷
・長文の作成（見出しの設定、目次の作成等）
・文書の校閲
・Excelデータを利用した文書の作成

チェック表あり

11　デジタル人材育成研修（MS Office関連研修） レベル一覧

Microsoft
Excel

2016/2019/
2021
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12 委託・派遣研修 

研修所での未実施科目の補完、より高度な知識修得のため、今年度も、東京都職員研修所

（委託契約に基づく）、特別区職員研修所及び国土交通省国土交通大学校へ研修生を派遣す

る。 

各機関への派遣予定については、次のとおりである。 

 

 

(１)東京都職員研修所 

今年度は、法律研修「民事・不動産法務科」、「行政法務科」及び講師養成研修「人権・同和

問題科（基礎）」「人権・同和問題科（本科）」に派遣予定である。 

上記の研修は、市町村に派遣希望調査を実施し、派遣希望のあった市町村に対して推薦を

依頼する。 

 

(２)特別区職員研修所 

今年度は、専門研修「地域保健」及び「歯科保健」に派遣予定である。 

上記の研修は、特別区職員の受入れが終了した後に、市町村に対して派遣希望調査を実施

し、特別区職員研修所と派遣人数を調整した上で派遣を決定する。 

 

(３)国土交通大学校 

今年度は、小平本校及び柏研修センターで実施予定の総合職（Ⅰ種）、事業執行・公共調達、

災害対応・危機管理、国土政策、用地、都市・地域政策、営繕、住宅・建築、水管理・国土保全、

道路、測量・地理空間情報、一般、公共交通、バリアフリー、物流、港湾、航空及び観光の各分

野の研修に派遣予定である。 

上記の研修は、市町村に派遣希望調査を実施し、派遣希望のあった市町村に対して推薦を

依頼する。 
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13　受託研修

全

体

集

合

研

修

地
方
自
治
制
度
・
地
方
公
務
員
制
度
・
地
方
財
政

制
度
・
地
方
公
務
員
と
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
自

治

体

法

務

・

地

方

自

治

と

人

権

倫
理
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
・
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

仕

事

と

人

の

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

倫
理
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
・
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

管

理

者

の

役

割

阿伎留病院企業団 6 6 6 3 3 1 1 2 0 2 2 1 1 0 2 1 2 1 1 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

昭 和 病 院 企 業 団 3 3 3 2 2 1 1 0 0 1 0 1 1 0 1 0 0 0 1 1 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0

東 京 都 島 嶼 町 村
一 部 事 務 組 合 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

柳 泉 園 組 合 2 2 2 1 1 0 0 1 1 0 0 1 1 1 1 0 0 1 1 1 0 1 0 0 0 1 0 1 1 1 0

西 多 摩 衛 生 組 合 0 0 0 1 2 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

多 摩 川 衛 生 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 平 ・ 村 山 ・ 大和
衛 生 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東京都市町村職員
退 職 手 当 組 合 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東 京 都 十 一 市
競 輪 事 業 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

東 京 都 六 市
競 艇 事 業 組 合 1 2 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東 京 都 四 市
競 艇 事 業 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

羽 村 ・ 瑞 穂 地 区
学 校 給 食 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

多 摩 六 都
科 学 館 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

多摩ニュータウン
環 境 組 合 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福 生 病 院 企 業 団 3 3 3 0 0 0 0 2 2 1 1 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

全 国 知 事 会 2 2 0 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

全 国 都 道 府 県
議 会 議 長 会 1 1 1 1 1 0 0 0 1 1 0 1 0 1 1 0 0 0 1 0 1 1 0 1 0 0 0 0 1 0 1

全 国 市 長 会 2 2 2 1 0 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

全国市議会議長会 2 2 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 1

全 国 町 村 会 6 6 6 0 0 2 2 3 8 2 0 0 1 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東 京 都 市 町 村
職 員 共 済 組 合 5 5 0 3 3 2 2 6 0 2 0 1 1 0 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東 京 都
都 市 づ く り 公 社 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

全 国 市 町 村
研 修 財 団 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

東 京 市 町 村
総 合 事 務 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

合 計 34 35 25 14 14 11 11 16 14 13 6 9 8 7 8 2 7 9 6 6 4 3 1 3 1 1 2 1 2 2 2

新任研修
（Ⅰ期）

新

任

研

修

（
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）
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法

課長新任
研修

問
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解

決

地
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公

務

員

法

民

法

（

親

族

法

・

相

続

法
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政

策

デ

ザ
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ル

条

例
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作

成
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セ

ス

地
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政
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法

務

東京都市町村が組織団体となっている一部事務組合職員及び市町村行政と関連の深い団体の職員は、市町村行政
と密接な職務に従事していることから、市町村職員との交流を促進し、研修受講の機会をより多く提供するため、その
要望に応じて、今年度も受託研修を実施する。
令和７年度は23団体と職員研修事務の委託に関する契約を締結し、459人（職層別研修259人、法務研修１１人、自

治体経営研修7人、デジタル人材育成研修90人、実務研修50人、特別研修42人）を受け入れる予定で、詳細は次のと
おりである(東京市町村総合事務組合は契約団体ではないが、便宜上計数に含める。）。

法

務

ゼ

ミ

ナ

ー

ル

「
地

方

自

治

法

」

研修

名
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事業
部門

阿伎留病院企業団 1 1 0 1 2 2 0 2 2 2 0 2 2 2 1 1 1 0 0 2 2 0 0 0 1 1 2 1 75

昭 和 病 院 企 業 団 1 0 0 1 1 0 0 1 2 3 0 4 3 2 1 0 1 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 0 46

東 京 都 島 嶼 町 村
一 部 事 務 組 合 0 0 0 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 0 0 0 13

柳 泉 園 組 合 2 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 34

西 多 摩 衛 生 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8

多 摩 川 衛 生 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 4

小 平 ・ 村 山 ・ 大和
衛 生 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8

東京都市町村職員
退 職 手 当 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

東 京 都 十 一 市
競 輪 事 業 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

東 京 都 六 市
競 艇 事 業 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6

東 京 都 四 市
競 艇 事 業 組 合 0 0 1 0 1 1 1 1 1 2 0 0 0 1 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12

羽 村 ・ 瑞 穂 地 区
学 校 給 食 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

多 摩 六 都
科 学 館 組 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5

多摩ニュータウン
環 境 組 合 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 0 0 3 0 0 0 1 0 0 0 12

福 生 病 院 企 業 団 2 0 0 1 0 0 1 1 0 1 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 28

全 国 知 事 会 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21

全 国 都 道 府 県
議 会 議 長 会 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0 0 1 0 22

全 国 市 長 会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11

全国市議会議長会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17

全 国 町 村 会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 44

東 京 都 市 町 村
職 員 共 済 組 合 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 1 2 49

東 京 都
都 市 づ く り 公 社 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

全 国 市 町 村
研 修 財 団 3 0 2 1 0 1 1 2 0 0 1 1 0 0 1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 1 0 2 0 20

東 京 市 町 村
総 合 事 務 組 合 0 0 1 1 3 0 1 1 0 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 16

合 計 12 3 5 6 8 5 4 11 5 14 1 8 8 16 7 7 11 9 4 3 10 1 1 2 5 4 8 4 459

デジタル人材育成
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令和６年度研修実績 

 

Ⅰ 研修規模 

Ⅱ 研修別内容 
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Ⅰ　研修規模

１　総括表

令和６年度

回数 クラス数 計画人員数 受講人員数 修了人員数 受講率（％） 修了率（％）

60 192 8,902 7,355 6,981 82.6 94.9
26 96 5,305 4,445 4,277 83.8 96.2

Ⅰ期（全体集合） 1 1 1,190 1,043 1,036 87.6 99.3
Ⅰ期 6 30 1,188 1,049 1,029 88.3 98.1
Ⅱ期 5 30 1,173 1,023 993 87.2 97.1
公務員倫理・ハラスメントの防
止・メンタルヘルス

3 3 548 455 426 83.0 93.6

仕事と人のマネジメント 5 26 571 434 391 76.0 90.1
公務員倫理・ハラスメントの防
止・メンタルヘルス

2 2 314 233 214 74.2 91.8

管理者の役割 4 4 321 208 188 64.8 90.4
34 96 3,597 2,910 2,704 80.9 92.9
5 25 753 640 614 85.0 95.9
5 25 745 624 564 83.8 90.4
5 27 708 593 555 83.8 93.6
2 2 369 300 280 81.3 93.3
3 3 150 114 97 76.0 85.1
14 14 872 639 594 73.3 93.0
3 3 93 37 35 39.8 94.6
3 3 1,163 912 841 78.4 92.2
2 2 264 119 111 45.1 93.3
16 16 1,153 1,518 1,413 131.7 93.1
2 2 131 84 81 64.1 96.4
4 4 299 195 189 65.2 96.9
12 12 1,142 785 687 68.7 87.5
6 6 348 244 231 70.1 94.7
4 4 671 451 370 67.2 82.0
2 2 123 90 86 73.2 95.6
26 26 2,528 2,534 2,329 100.2 91.9
3 3 525 457 433 87.0 94.7
2 2 430 370 351 86.0 94.9
2 2 505 407 376 80.6 92.4
1 1 80 43 35 53.8 81.4
1 1 186 129 112 69.4 86.8
2 2 540 441 376 81.7 85.3
15 15 262 687 646 262.2 94.0
128 260 15,675 13,539 12,667 86.4 93.6

4コース

１コース

24コース

※回数・クラス数の欄にオンデマンド実施分は含まない

◇令和６年度概況◇

◇「行政法」「Ｊｗ_ｃａｄ初級」「ＡｕｔｏＣＡＤ初級」：オンデマンド配信に変更して実施。
◇「立法法務」：受講者少数のため中止。
◇「男女共同参画」：ライブ配信のみの回を設定。
◇新たに実施したデジタル人材育成研修：「デザイン思考」「ＢＰＲ実践」「データ利活用」「ＥＢＰＭ推進」
◇新たに実施したスポット研修：「政策デザインゼミナール」「係長のためのマネジメント」「発想力トレーニング」「職場でのタイプ別コミュニ
ケーション（管理職向け）～効果的なアプローチで組織力を高める～」「職場でのタイプ別コミュニケーション（係長職以下向け）～部下・後
輩の効果的な指導育成～」「自分らしく働く！強み発揮研修」「住民に伝わる！文書やチラシデザイン研修」「ヒューマンエラーを防ぐ！主
任・主事のためのリスクマネジメント研修」「BPRトレーニング【トライアル】」「EBPM実践【トライアル】」「タイムパフォーマンス向上研修～仕
事の効率アップ！～」

自治体改革セミナー

講演会

合 計

委託・派遣研修

東京都職員研修所

特別区職員研修所

国土交通大学校

スポット研修

人権啓発研修

男女共同参画研修

メンタルヘルス研修（ライブ型研修）

トップマネジメントセミナー

技術職研修　※

実務研修　※

総務・一般部門

税務部門

事業部門

特別研修

専門職研修

能力向上部門

問題解決

政策提案

中堅職員の役割

ベテラン職員の役割

管理職のためのリスクマネジネント

その他能力向上

講師養成研修

法務研修　※

自治体経営研修

デジタル人材育成研修　※

課長新任研修

研 修 名 等

職層別研修

基礎部門

係長新任研修

新任研修
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２　団体別修了人員表　

（１）職層別研修　―　基礎部門

計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了

実 施 回 数 1 6 5 3 5 2 4 26

八 王 子 市 140 115 140 114 140 114 50 35 50 33 20 15 20 11 560 437

立 川 市 35 49 35 49 35 53 25 23 25 19 10 12 10 9 175 214

武 蔵 野 市 37 34 37 34 37 34 15 15 15 15 15 5 15 7 171 144

三 鷹 市 60 37 60 37 60 51 45 23 45 26 20 10 20 8 310 192

青 梅 市 37 41 37 40 38 41 27 25 33 23 11 14 11 11 194 195

府 中 市 54 45 54 44 55 42 29 26 37 28 15 13 20 13 264 211

昭 島 市 58 41 58 41 58 43 16 13 16 11 16 9 16 9 238 167

調 布 市 40 31 40 31 40 30 25 21 25 15 20 16 20 12 210 156

町 田 市 115 86 115 86 115 85 35 21 35 22 20 10 19 8 454 318

小 金 井 市 18 28 15 28 25 26 20 13 20 16 10 5 10 5 118 121

小 平 市 40 39 40 39 40 38 10 12 10 11 10 5 10 6 160 150

日 野 市 50 37 50 36 50 31 15 12 15 11 15 11 15 11 210 149

東 村 山 市 42 33 42 33 42 32 21 13 21 9 6 5 4 4 178 129

国 分 寺 市 37 28 37 27 37 25 14 17 14 17 9 9 9 9 157 132

国 立 市 23 12 23 10 23 12 21 13 21 13 12 5 12 5 135 70

福 生 市 25 22 25 21 25 20 15 10 15 8 10 6 10 3 125 90

狛 江 市 21 27 21 27 21 26 10 9 10 10 5 2 5 2 93 103

東 大 和 市 18 15 18 16 18 16 10 9 10 8 6 4 6 3 86 71

清 瀬 市 22 12 22 13 24 14 10 7 8 5 5 4 8 7 99 62

東 久 留 米 市 29 27 29 27 29 25 9 12 9 8 7 6 7 4 119 109

武 蔵 村 山 市 30 26 30 29 30 27 12 7 12 6 8 4 8 3 130 102

多 摩 市 44 33 44 33 45 33 16 13 18 13 9 5 6 3 182 133

稲 城 市 14 15 14 14 14 14 11 8 11 7 5 2 5 4 74 64

羽 村 市 19 31 19 31 19 27 8 8 8 7 6 7 7 5 86 116

あ き る 野 市 45 34 45 34 45 30 20 11 20 10 10 6 10 4 195 129

西 東 京 市 50 64 50 63 53 58 26 11 31 12 10 7 10 5 230 220

市 計 1,103 962 1,100 957 1,118 947 515 387 534 363 290 197 293 171 4,953 3,984

瑞 穂 町 14 9 14 8 14 9 7 7 10 9 4 3 4 3 67 48

日 の 出 町 5 7 5 6 5 4 5 10 5 4 1 1 1 1 27 33

檜 原 村 4 5 4 5 4 5 1 1 0 0 0 0 0 0 13 16

奥 多 摩 町 7 5 7 6 7 6 3 5 3 3 2 2 3 3 32 30

大 島 町 10 4 10 4 0 0 3 2 3 2 2 2 2 2 30 16

利 島 村 0 3 0 3 0 0 0 2 0 2 1 1 1 0 2 11

新 島 村 8 7 8 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16 14

神 津 島 村 2 2 2 2 3 2 0 0 0 0 0 0 0 0 7 6

三 宅 村 3 2 3 2 3 2 3 1 3 1 2 1 2 1 19 10

御 蔵 島 村 0 2 0 2 0 2 0 3 0 0 0 0 0 0 0 9

八 丈 町 7 7 7 6 0 0 2 1 2 1 0 0 0 0 18 15

青 ケ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 4 4 5 4 0 0 1 0 1 0 3 1 3 1 17 10

町 村 計 64 57 65 55 36 30 25 32 27 22 15 11 16 11 248 218

一部事務組合 23 17 23 17 19 16 8 7 10 6 9 6 12 6 104 75

合 計 1,190 1,036 1,188 1,029 1,173 993 548 426 571 391 314 214 321 188 5,305 4,277

合
計

表内の「計画」は年度当初割当人数、「修了」は修了人数

新
任
研
修

（
Ⅰ
期
・
地
方
自
治

と
人
権
・
地
方
公
務
員
制
度
・

地
方
財
政
制
度
・
地
方
公
務
員

と
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

）

新
任
研
修

（
Ⅱ
期

）

係
長
新
任
研
修

（
倫
理
・
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
・
メ
ン
タ
ル

）

係
長
新
任
研
修

（
仕
事
と
人
の

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

）

課
長
新
任
研
修

（
倫
理
・
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
・
メ
ン
タ
ル

）

課
長
新
任
研
修

（
管
理
者
の
役
割

）

新
任
研
修

（
Ⅰ
期
・
全
体
集
合

研
修

）
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（１）職層別研修　―　能力・向上部門

計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了

実 施 回 数 5 5 5 2 3 1 2 1 1 2

八 王 子 市 51 51 38 30 84 63 41 35 9 8 0 2 5 5 15 13 1 0 1 1

立 川 市 15 13 1 0 20 17 20 19 4 3 2 0 2 1 2 1 2 1 4 2

武 蔵 野 市 5 0 5 0 5 0 2 0 3 1 2 0 3 0 3 1 1 0 10 2

三 鷹 市 43 45 12 7 32 29 3 1 3 11 1 0 1 0 1 1 1 0 1 0

青 梅 市 37 29 53 38 19 14 16 7 2 1 1 0 2 2 3 0 2 0 2 1

府 中 市 33 27 58 49 0 0 25 19 4 2 2 1 3 5 3 1 2 1 3 7

昭 島 市 5 0 5 1 5 0 5 1 1 1 1 0 5 4 5 0 1 0 5 1

調 布 市 59 50 71 47 53 43 49 41 9 11 2 0 5 9 7 4 1 2 15 10

町 田 市 78 65 134 111 78 64 47 44 17 19 3 3 14 8 5 8 1 0 6 6

小 金 井 市 2 1 18 15 22 19 2 2 5 4 1 0 4 0 5 7 1 0 5 4

小 平 市 37 31 30 19 30 24 30 31 10 9 6 0 7 4 10 3 10 0 10 4

日 野 市 43 22 17 10 18 11 20 4 5 3 2 0 5 0 5 1 2 0 5 2

東 村 山 市 32 23 26 18 24 22 2 1 10 9 6 2 6 2 8 6 1 1 23 3

国 分 寺 市 28 15 30 18 34 17 10 9 3 2 1 0 2 0 4 4 1 0 3 3

国 立 市 30 22 15 12 30 20 2 2 2 1 2 3 2 2 3 1 1 0 4 3

福 生 市 23 16 13 11 15 14 0 0 8 8 2 2 3 3 10 8 0 0 5 5

狛 江 市 0 0 18 14 18 9 5 1 2 2 1 0 2 0 2 1 1 0 5 4

東 大 和 市 10 9 12 7 11 8 13 4 9 7 1 1 4 4 6 6 1 0 4 2

清 瀬 市 17 12 15 10 15 14 6 4 2 2 1 0 2 1 2 2 1 0 5 4

東 久 留 米 市 22 21 32 23 37 35 10 10 3 3 1 0 2 1 1 2 1 2 2 5

武 蔵 村 山 市 10 8 5 4 5 5 5 4 2 1 3 2 3 2 10 9 5 1 5 5

多 摩 市 32 29 33 34 24 27 6 3 2 2 1 0 2 0 2 0 1 0 5 0

稲 城 市 15 13 5 5 12 9 17 15 3 3 4 3 3 2 6 6 1 2 4 4

羽 村 市 16 15 14 13 22 17 2 4 1 1 1 1 1 2 1 1 1 0 1 1

あ き る 野 市 32 31 19 15 24 18 4 2 8 8 4 4 2 2 6 6 2 2 2 1

西 東 京 市 42 41 44 36 42 35 9 4 5 7 1 2 3 6 4 5 1 1 5 5

市 計 717 589 723 547 679 534 351 267 132 129 52 26 93 65 129 97 43 13 140 85

瑞 穂 町 8 7 5 5 7 6 8 6 1 1 1 1 2 2 1 1 1 0 1 1

日 の 出 町 3 3 8 5 4 2 1 1 2 1 0 0 1 0 3 3 0 0 3 0

檜 原 村 0 0 0 0 2 1 1 0 2 2 0 0 0 0 2 1 1 1 1 1

奥 多 摩 町 1 1 0 0 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

大 島 町 1 0 1 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 2 0

利 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新 島 村 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0

神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

三 宅 村 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

八 丈 町 0 0 0 0 3 3 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1

青 ケ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

町 村 計 14 12 15 10 19 13 12 8 8 5 6 3 5 3 8 7 4 2 11 5

一部事務組合 22 13 7 7 10 8 6 5 10 8 3 6 2 2 4 4 4 3 5 4

合 計 753 614 745 564 708 555 369 280 150 142 61 35 100 70 141 108 51 18 156 94

調
整
力
・
交
渉
力

（
管
理
・
監
督
職
向
け

）

要
約
力

ハ
ー
ド
ク
レ
ー
ム
対
応

不
当
要
求
対
応

問
題
解
決

政
策
提
案

中
堅
職
員
の
役
割

ベ
テ
ラ
ン
職
員
の
役
割

調
整
力
・
交
渉
力

（
主
任
・
主
事
向
け

）

フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
入
門
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（１）職層別研修　―　能力・向上部門 （２）講師養成研修

計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了

実 施 回 数 2 1 1 3 34 2 1 3

八 王 子 市 9 6 3 2 0 2 8 6 265 224 2 1 2 1 4 2

立 川 市 2 2 4 2 2 2 2 1 82 64 1 0 1 1 2 1

武 蔵 野 市 3 0 2 0 3 0 2 0 49 4 1 0 1 1 2 1

三 鷹 市 1 0 1 1 1 1 10 6 111 102 1 0 1 0 2 0

青 梅 市 2 0 2 0 1 0 13 8 155 100 2 0 1 1 3 1

府 中 市 2 0 2 0 2 1 2 0 141 113 1 0 1 0 2 0

昭 島 市 1 1 1 0 2 0 1 0 43 9 1 0 1 0 2 0

調 布 市 6 4 2 2 2 0 12 9 293 232 3 0 1 1 4 1

町 田 市 10 4 1 1 4 4 27 26 425 363 23 10 6 5 29 15

小 金 井 市 4 3 1 1 1 1 1 0 72 57 1 0 1 1 2 1

小 平 市 5 3 3 0 3 0 10 3 201 131 2 0 2 2 4 2

日 野 市 5 2 2 0 2 1 2 0 133 56 3 0 3 0 6 0

東 村 山 市 5 4 2 0 2 2 7 2 154 95 0 1 0 0 0 1

国 分 寺 市 2 1 2 1 1 1 3 4 124 75 1 0 2 2 3 2

国 立 市 2 0 2 3 2 3 1 1 98 73 1 0 1 0 2 0

福 生 市 3 3 2 0 2 2 0 0 86 72 0 0 0 0 0 0

狛 江 市 4 1 1 0 1 0 4 2 64 34 1 1 1 0 2 1

東 大 和 市 4 4 1 1 2 2 1 0 79 55 0 0 0 0 0 0

清 瀬 市 4 4 1 0 2 2 1 0 74 55 2 0 2 0 4 0

東 久 留 米 市 3 1 2 0 1 0 4 3 121 106 1 0 1 0 2 0

武 蔵 村 山 市 2 2 2 2 2 2 1 0 60 47 3 2 2 1 5 3

多 摩 市 2 2 1 0 1 1 11 5 123 103 1 0 1 0 2 0

稲 城 市 3 4 1 1 2 1 4 4 80 72 1 1 1 0 2 1

羽 村 市 1 1 1 0 1 1 4 4 67 61 1 0 1 0 2 0

あ き る 野 市 3 2 2 2 2 1 7 5 117 99 1 0 0 0 1 0

西 東 京 市 4 1 3 0 2 2 6 1 171 146 3 1 2 2 5 3

市 計 92 55 47 19 46 32 144 90 3,388 2,548 57 17 35 18 92 35

瑞 穂 町 1 1 1 1 1 0 2 1 40 33 1 0 0 0 1 0

日 の 出 町 2 0 1 1 1 0 2 2 31 18 0 0 0 0 0 0

檜 原 村 1 1 0 0 0 0 0 0 10 7 0 0 0 0 0 0

奥 多 摩 町 1 1 1 1 1 0 0 0 12 10 0 0 0 0 0 0

大 島 町 0 0 1 1 1 1 0 0 9 2 0 0 0 0 0 0

利 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新 島 村 0 0 0 0 1 1 0 0 5 3 0 0 0 0 0 0

神 津 島 村 1 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0

三 宅 村 1 0 1 0 1 0 0 0 8 1 0 0 0 0 0 0

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

八 丈 町 0 0 1 1 1 1 2 3 10 10 0 0 0 0 0 0

青 ケ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 0 0 1 0 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0

町 村 計 7 3 7 5 7 3 6 6 129 85 1 0 0 0 1 0

一部事務組合 3 3 3 4 1 3 0 1 80 71 0 0 0 0 0 0

合 計 102 61 57 28 54 38 150 97 3,597 2,704 58 17 35 18 93 35

イ
ン
ス
ト
ラ
ク
シ
ョ
ン

係
長
の
た
め
の
コ
ー
チ
ン
グ

講
師
養
成
研
修

（
中
堅
職
員
の
役
割

）

合
計

判
断
力
向
上

管
理
職
の
た
め
の
リ
ス
ク
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト

合
計

ア
サ
ー
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ィ
ブ
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
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（３）法務研修

計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了

実 施 回 数 - - - 1 1 1 3

八 王 子 市 54 50 56 47 52 48 3 2 2 1 4 3 171 151

立 川 市 7 7 30 25 40 27 1 2 1 0 2 0 81 61

武 蔵 野 市 5 0 5 0 5 0 3 0 3 0 3 1 24 1

三 鷹 市 6 2 6 5 6 6 4 5 4 1 4 5 30 24

青 梅 市 9 9 9 8 9 7 2 0 2 2 2 5 33 31

府 中 市 3 2 3 0 3 0 2 1 2 1 2 0 15 4

昭 島 市 10 1 10 4 10 3 1 0 1 0 1 1 33 9

調 布 市 1 1 1 2 1 0 5 2 2 0 5 7 15 12

町 田 市 1 4 8 9 6 6 5 5 4 5 3 3 27 32

小 金 井 市 4 2 10 2 10 3 2 4 2 2 4 2 32 15

小 平 市 5 1 5 2 5 4 5 4 5 3 5 4 30 18

日 野 市 2 3 30 11 30 17 2 0 2 1 2 3 68 35

東 村 山 市 2 4 26 24 32 22 5 7 5 5 6 4 76 66

国 分 寺 市 34 26 1 2 1 1 1 2 1 0 1 2 39 33

国 立 市 10 16 8 4 8 4 12 7 12 7 12 7 62 45

福 生 市 3 2 3 3 3 2 0 0 1 0 3 2 13 9

狛 江 市 15 0 28 22 15 14 3 0 3 0 3 1 67 37

東 大 和 市 3 3 5 5 4 4 5 4 2 1 6 6 25 23

清 瀬 市 3 1 3 0 3 0 2 1 2 1 2 2 15 5

東 久 留 米 市 1 3 2 1 1 3 1 2 1 1 1 0 7 10

武 蔵 村 山 市 5 4 5 4 5 6 2 2 2 2 2 2 21 20

多 摩 市 1 0 51 31 45 31 1 0 1 0 1 0 100 62

稲 城 市 2 3 3 5 3 2 2 0 2 0 2 4 14 14

羽 村 市 1 0 1 1 1 1 1 0 1 0 1 1 6 3

あ き る 野 市 2 2 2 2 2 2 3 3 3 3 5 4 17 16

西 東 京 市 31 26 17 11 17 10 5 3 5 4 10 9 85 63

市 計 220 172 328 230 317 223 78 56 71 40 92 78 1,106 799

瑞 穂 町 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 7 7

日 の 出 町 5 4 5 5 5 5 1 1 1 1 1 1 18 17

檜 原 村 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

奥 多 摩 町 0 0 3 3 3 3 1 1 0 0 1 1 8 8

大 島 町 3 2 3 0 3 0 0 0 0 0 0 0 9 2

利 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三 宅 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

八 丈 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青 ケ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 2 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 6 0

町 村 計 11 7 15 10 14 9 3 3 2 2 4 4 49 35

一部事務組合 0 1 1 1 5 5 0 0 0 0 2 0 8 7

合 計 231 180 344 241 336 237 81 59 73 42 98 82 1,163 841

民
法

（
親
族
法
・
相
続
法

）

民
法

（
総
則
・
物
権
法

）

民
法

（
債
権
法

）

オンデマンド型研修

行
政
法

地
方
自
治
法

地
方
公
務
員
法

合
計
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（４）自治体経営研修 （５）デジタル人材育成研修

計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 修了 修了 修了 修了 修了 修了 修了

実 施 回 数 1 1 1 3 2 2 2 2 2 4 1 1

八 王 子 市 26 19 0 0 0 0 26 19 3 8 11 13 8 9 7 1 1

立 川 市 5 4 1 0 5 4 11 8 4 0 0 10 4 3 6 0 0

武 蔵 野 市 2 0 1 0 2 1 5 1 10 0 1 1 0 1 1 0 0

三 鷹 市 5 0 2 0 5 0 12 0 5 0 14 2 8 0 1 2 0

青 梅 市 35 16 1 0 48 15 84 31 6 2 1 1 0 2 0 0 0

府 中 市 1 0 1 0 2 0 4 0 10 2 0 2 1 7 8 1 3

昭 島 市 1 1 1 0 10 1 12 2 3 0 0 2 2 1 3 0 0

調 布 市 1 0 1 0 1 0 3 0 13 5 18 8 14 4 8 0 1

町 田 市 1 1 0 0 0 0 1 1 6 6 20 13 21 16 3 1 1

小 金 井 市 1 1 1 0 1 0 3 1 10 6 5 5 9 6 7 0 1

小 平 市 1 1 1 0 10 1 12 2 30 22 3 8 2 1 4 1 3

日 野 市 1 0 1 0 1 2 3 2 15 2 1 1 2 1 3 1 0

東 村 山 市 2 0 1 0 3 2 6 2 2 4 6 0 2 4 4 1 1

国 分 寺 市 2 0 1 0 2 1 5 1 5 3 1 0 4 1 2 1 0

国 立 市 3 2 2 0 4 5 9 7 3 0 2 3 9 3 5 0 1

福 生 市 3 3 0 0 3 1 6 4 4 0 3 3 0 3 0 0 0

狛 江 市 1 0 1 0 1 1 3 1 2 1 4 2 3 1 2 0 0

東 大 和 市 1 0 0 0 0 0 1 0 9 11 4 3 7 5 4 0 0

清 瀬 市 2 0 1 0 1 0 4 0 3 0 1 0 1 0 0 0 0

東 久 留 米 市 1 0 1 0 1 1 3 1 1 0 1 0 1 1 4 0 0

武 蔵 村 山 市 2 2 1 0 2 0 5 2 2 1 0 0 13 0 4 1 0

多 摩 市 1 0 1 0 1 1 3 1 5 1 2 1 1 2 2 0 0

稲 城 市 1 3 1 0 3 2 5 5 10 3 4 15 3 1 6 1 1

羽 村 市 1 1 1 0 1 1 3 2 1 0 3 1 0 1 1 0 0

あ き る 野 市 1 1 0 0 1 1 2 2 2 2 5 0 0 0 1 2 2

西 東 京 市 1 0 1 0 19 11 21 11 3 4 4 3 3 2 5 1 1

市 計 102 55 23 0 127 51 252 106 167 83 114 97 118 75 91 14 16

瑞 穂 町 1 1 1 0 1 1 3 2 1 0 0 0 1 2 0 0 0

日 の 出 町 1 0 0 0 1 0 2 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0

檜 原 村 0 0 0 0 0 0 0 0 4 3 0 0 0 0 0 0 0

奥 多 摩 町 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 2 2 0 1

大 島 町 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 1 0 1 0 0 0

利 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三 宅 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0

八 丈 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0

青 ケ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 1 0 0

町 村 計 3 1 1 0 2 1 6 2 8 8 2 3 3 6 4 0 1

一部事務組合 1 1 2 0 3 2 6 3 14 11 0 0 0 0 0 0 0

合 計 106 57 26 0 132 54 264 111 189 102 116 100 121 81 95 14 17

合
計

地
方
財
政

B
P
R
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

〖
ト
ラ
イ
ア
ル

〗

E
B
P
M
実
践

〖
ト
ラ
イ
ア
ル

〗

政
策
法
務

立
法
法
務

（
中
止

）

リ
テ
ラ
シ
ー
向
上

※当初計画時に人員割当をしていない研修については、修了人員のみ記載。

デ
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考

Ｂ
Ｐ
Ｒ
実
践
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ー
タ
利
活
用

Ｅ
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Ｐ
Ｍ
推
進

L
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実
践
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オンデマンド型研修

計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了

実 施 回 数 - - - - - - 16

八 王 子 市 11 10 20 18 10 10 8 8 7 7 16 16 72 127

立 川 市 2 7 6 3 5 2 2 0 2 2 3 2 24 39

武 蔵 野 市 10 6 20 8 5 4 5 2 4 2 5 3 59 29

三 鷹 市 5 6 15 16 5 10 3 0 3 4 3 8 39 71

青 梅 市 3 3 5 4 2 2 2 0 3 1 3 0 24 16

府 中 市 15 10 15 15 5 3 3 0 3 7 8 1 59 60

昭 島 市 10 3 10 2 3 1 2 0 2 1 2 0 32 15

調 布 市 19 23 25 16 6 4 6 11 5 6 11 14 85 132

町 田 市 13 12 6 6 4 4 4 3 1 1 3 3 37 110

小 金 井 市 10 2 10 6 3 1 2 0 3 3 7 1 45 52

小 平 市 15 8 19 9 5 3 6 1 4 3 10 6 89 74

日 野 市 3 1 20 3 5 2 2 0 3 0 3 2 51 19

東 村 山 市 10 11 10 12 3 6 2 0 3 4 8 11 38 66

国 分 寺 市 9 3 8 8 3 2 1 1 2 2 3 3 31 31

国 立 市 4 1 8 4 2 2 2 1 2 1 2 2 23 34

福 生 市 8 8 5 5 2 2 0 0 1 1 4 4 24 29

狛 江 市 5 1 10 8 2 2 1 0 1 1 5 1 26 26

東 大 和 市 6 6 12 13 2 4 0 0 3 4 6 6 38 67

清 瀬 市 5 1 5 3 2 2 3 1 3 0 5 1 26 10

東 久 留 米 市 11 10 10 11 3 2 1 1 3 5 4 3 33 39

武 蔵 村 山 市 5 1 5 2 2 2 1 0 2 0 4 4 21 28

多 摩 市 5 2 15 3 3 0 1 0 3 1 3 1 35 16

稲 城 市 3 2 11 17 2 5 0 0 1 1 5 5 32 64

羽 村 市 2 4 1 1 2 3 1 1 1 0 1 1 9 16

あ き る 野 市 8 9 10 9 2 3 1 1 1 1 7 7 31 42

西 東 京 市 10 13 21 22 4 11 2 3 3 4 10 8 53 84

市 計 207 163 302 224 92 92 61 34 69 62 141 113 1,039 1,296

瑞 穂 町 0 0 1 1 1 0 1 0 1 0 1 0 6 4

日 の 出 町 3 2 3 2 1 4 2 4 1 3 3 3 15 19

檜 原 村 2 2 3 1 0 0 0 0 1 1 1 0 11 7

奥 多 摩 町 1 1 1 1 1 2 0 0 1 1 1 1 5 12

大 島 町 0 0 2 1 1 2 0 0 0 0 1 0 5 8

利 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三 宅 村 3 2 2 2 1 0 1 0 0 0 0 0 7 4

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

八 丈 町 4 2 5 5 0 0 0 0 0 0 1 1 10 10

青 ケ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 2 6

町 村 計 13 9 18 14 5 8 4 4 4 5 9 5 61 72

一部事務組合 3 1 27 23 3 3 0 0 2 3 4 4 53 45

合 計 223 173 347 261 100 103 65 38 75 70 154 122 1,153 1,413

エ
ク
セ
ル
初
級

エ
ク
セ
ル
中
級

エ
ク
セ
ル
Ｖ
Ｂ
Ａ
マ
ク
ロ

パ
ワ
ー
ポ
イ
ン
ト
初
級

ワ
ー
ド
中
級 合

計

ア
ク
セ
ス
初
級
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（６）専門職研修 （７）技術職研修

計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了

実 施 回 数 1 1 2 1 1 1 1 - - 4

八 王 子 市 2 2 2 2 4 4 5 5 0 0 0 0 1 1 5 5 2 2 13 13

立 川 市 1 1 3 2 4 3 2 2 1 1 2 2 1 1 1 2 1 0 8 8

武 蔵 野 市 2 0 2 0 4 0 3 2 1 1 2 0 2 0 2 2 1 2 11 7

三 鷹 市 5 4 10 7 15 11 3 1 3 2 3 4 3 0 2 3 1 1 15 11

青 梅 市 4 3 0 0 4 3 2 1 8 7 3 3 2 1 1 2 1 2 17 16

府 中 市 5 0 4 3 9 3 3 1 3 2 3 1 3 0 2 1 1 0 15 5

昭 島 市 3 0 2 0 5 0 4 3 5 1 2 0 2 0 1 2 1 0 15 6

調 布 市 1 1 1 0 2 1 3 1 4 1 3 3 2 2 2 3 1 1 15 11

町 田 市 3 0 5 4 8 4 4 4 2 2 2 2 1 1 1 1 2 2 12 12

小 金 井 市 2 0 3 2 5 2 3 1 1 1 1 1 2 2 1 0 1 0 9 5

小 平 市 5 3 5 5 10 8 7 3 7 0 7 2 7 1 2 0 1 2 31 8

日 野 市 2 0 2 0 4 0 2 2 2 1 2 0 2 0 2 0 1 0 11 3

東 村 山 市 2 1 3 3 5 4 2 0 2 0 2 1 2 2 1 1 1 0 10 4

国 分 寺 市 3 1 2 2 5 3 2 1 2 2 1 1 1 1 1 0 1 1 8 6

国 立 市 3 0 2 0 5 0 2 1 1 1 2 0 2 1 1 1 1 0 9 4

福 生 市 2 1 0 0 2 1 1 1 0 0 1 0 1 1 1 1 0 0 4 3

狛 江 市 2 2 2 1 4 3 2 1 2 1 2 2 2 2 1 1 0 0 9 7

東 大 和 市 3 3 2 0 5 3 1 1 2 1 1 0 2 1 1 1 0 1 7 5

清 瀬 市 1 0 1 1 2 1 1 1 2 2 1 0 1 1 1 0 0 0 6 4

東 久 留 米 市 1 2 1 1 2 3 1 0 1 0 1 0 1 0 1 2 1 2 6 4

武 蔵 村 山 市 2 1 0 0 2 1 2 1 2 1 2 2 2 3 1 1 0 0 9 8

多 摩 市 4 3 1 0 5 3 0 0 3 2 0 0 0 0 1 1 0 0 4 3

稲 城 市 1 2 1 1 2 3 1 0 1 0 2 1 1 0 1 2 0 1 6 4

羽 村 市 1 1 0 0 1 1 1 0 1 1 1 0 1 1 1 2 0 0 5 4

あ き る 野 市 3 2 3 3 6 5 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 6 6

西 東 京 市 2 1 2 2 4 3 2 1 2 1 2 1 2 2 2 1 1 0 11 6

市 計 65 34 59 39 124 73 60 35 59 32 49 27 47 25 37 36 20 18 272 173

瑞 穂 町 2 2 0 0 2 2 1 0 1 1 1 0 1 0 1 0 0 0 5 1

日 の 出 町 1 4 0 0 1 4 1 0 1 0 1 1 1 0 1 1 0 0 5 2

檜 原 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奥 多 摩 町 1 1 0 0 1 1 0 0 0 0 1 1 2 2 0 0 0 0 3 3

大 島 町 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 3 0

利 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新 島 村 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 1 1 3

神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三 宅 村 1 0 2 0 3 0 1 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 0 4 0

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

八 丈 町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青 ケ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

町 村 計 5 7 2 1 7 8 3 0 4 1 4 2 6 2 4 4 0 1 21 10

一部事務組合 0 0 0 0 0 0 2 2 1 1 0 0 0 0 3 3 0 0 6 6

合 計 70 41 61 40 131 81 65 37 64 34 53 29 53 27 44 43 20 19 299 189

J
w
-
c
a
d
初
級

（
オ
ン
デ
マ
ン
ド
型
研
修

）

合
計

合
計

工
事
監
理
科

（
建
築
・
電
気
・
機
械
工
事

）

工
事
検
査
科

A
u
t
o
C
A
D
初
級

（
オ
ン
デ
マ
ン
ド
型
研
修

）

営
繕
工
事
科

道
路
科

保
健
師
研
修

保
育
士
研
修
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（８）実務研修　－　総務・一般部門

計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了

実 施 回 数 1 1 1 1 1 1

八 王 子 市 2 2 1 1 5 4 7 3 0 0 0 1

立 川 市 1 0 1 0 1 1 2 1 1 1 2 2

武 蔵 野 市 1 0 1 0 2 2 1 2 1 0 3 1

三 鷹 市 2 0 2 2 2 1 2 1 2 0 2 3

青 梅 市 1 0 4 3 7 4 2 1 1 2 3 3

府 中 市 3 2 5 5 3 2 3 4 3 1 3 3

昭 島 市 2 0 1 0 3 0 1 2 2 2 2 0

調 布 市 3 4 1 0 2 1 2 3 2 2 2 0

町 田 市 2 2 2 2 2 2 3 3 2 2 3 2

小 金 井 市 2 1 5 1 1 0 1 0 1 1 1 1

小 平 市 3 1 3 0 3 2 3 0 3 0 3 0

日 野 市 2 1 2 0 2 2 2 2 2 0 2 0

東 村 山 市 1 1 4 1 1 0 2 2 1 1 2 2

国 分 寺 市 1 1 1 0 2 2 1 1 1 0 1 2

国 立 市 1 0 2 1 1 0 1 1 1 2 1 0

福 生 市 0 1 1 1 2 2 1 1 1 1 0 0

狛 江 市 5 0 1 0 2 1 2 2 2 1 1 1

東 大 和 市 0 0 1 1 0 0 1 0 0 0 0 0

清 瀬 市 2 2 1 1 1 0 0 0 2 0 1 1

東 久 留 米 市 1 1 1 2 1 0 2 0 1 0 2 0

武 蔵 村 山 市 2 0 4 3 2 1 2 2 2 0 2 1

多 摩 市 0 0 3 1 3 3 2 2 0 0 2 2

稲 城 市 1 1 3 0 2 1 1 1 2 1 2 0

羽 村 市 1 0 1 1 1 0 1 1 1 1 1 0

あ き る 野 市 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

西 東 京 市 2 1 3 3 2 4 2 2 2 1 2 1

市 計 42 22 55 30 54 36 48 38 37 20 44 27

瑞 穂 町 1 1 1 1 1 2 1 1 1 0 1 0

日 の 出 町 1 0 1 0 1 0 1 1 1 1 1 0

檜 原 村 1 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0

奥 多 摩 町 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0

大 島 町 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0

利 島 村 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

新 島 村 1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0

神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三 宅 村 2 1 1 1 0 0 1 1 2 1 1 0

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0 0

八 丈 町 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青 ケ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

町 村 計 7 6 3 2 3 5 7 8 5 2 3 0

一部事務組合 13 11 0 0 10 10 7 8 6 4 4 2

合 計 62 39 58 32 67 51 62 54 48 26 51 29

会
計
科

広
報
科

情
報
シ
ス
テ
ム
調
達
導
入
科

例
規
作
成
実
務
科

自
治
体
債
権
管
理
回
収
科

人
事
科
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（８）実務研修　－　税務部門

オンデマンド型研修

計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了

実 施 回 数 - - - - - - 1 1 1 1

八 王 子 市 5 2 0 0 1 1 10 2 1 0 8 7 0 0 2 2 6 5 4 4

立 川 市 2 1 2 1 1 0 2 1 2 0 2 2 4 2 4 3 2 1 2 0

武 蔵 野 市 3 1 3 0 3 1 3 2 3 1 3 2 2 1 2 1 2 0 2 0

三 鷹 市 2 1 2 2 2 0 6 2 2 1 2 0 2 0 2 0 6 3 2 0

青 梅 市 2 2 1 3 0 0 1 3 0 0 2 0 1 0 3 1 3 3 1 1

府 中 市 3 0 2 1 2 0 5 2 2 0 2 2 2 1 5 1 3 3 2 0

昭 島 市 4 3 4 0 4 1 4 4 4 1 4 1 1 1 1 1 2 2 2 0

調 布 市 4 3 4 4 3 2 7 7 2 2 10 7 3 0 2 1 2 3 5 3

町 田 市 2 2 3 2 2 2 9 8 0 0 0 0 6 5 5 4 8 6 3 3

小 金 井 市 1 2 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1

小 平 市 3 0 3 1 3 0 3 4 3 1 3 1 3 1 3 2 3 0 3 0

日 野 市 3 0 3 0 3 0 3 2 3 1 3 0 3 0 3 0 3 0 3 1

東 村 山 市 2 1 4 0 2 0 2 2 1 0 1 2 2 1 1 2 1 1 2 0

国 分 寺 市 2 0 2 1 2 0 2 2 2 2 3 0 2 2 2 2 2 1 2 1

国 立 市 1 4 1 2 1 0 1 1 1 0 1 1 1 0 1 0 1 0 1 0

福 生 市 1 1 1 2 1 1 1 0 1 0 2 0 1 1 0 0 2 2 0 0

狛 江 市 2 1 2 3 2 3 2 0 2 0 2 0 2 0 2 1 2 0 2 0

東 大 和 市 1 0 1 0 1 0 3 1 1 0 0 0 1 1 2 2 1 1 2 0

清 瀬 市 2 3 2 2 1 2 2 3 2 1 1 1 1 1 2 1 2 2 1 1

東 久 留 米 市 1 0 1 2 1 1 1 2 1 0 2 0 2 2 2 2 1 1 2 0

武 蔵 村 山 市 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1

多 摩 市 2 2 2 1 1 1 1 3 4 2 2 2 2 2 1 1 2 2 1 0

稲 城 市 2 1 3 0 2 0 3 0 2 0 0 0 2 0 2 1 2 0 0 0

羽 村 市 9 1 9 2 9 1 9 1 9 2 9 1 1 1 1 1 1 2 1 0

あ き る 野 市 3 1 3 1 2 1 3 4 2 1 3 2 3 0 3 0 3 1 2 1

西 東 京 市 2 3 2 3 2 3 2 4 2 1 2 2 2 2 2 1 2 2 2 2

市 計 65 36 62 35 53 21 87 62 54 18 69 35 51 24 55 32 64 43 49 19

瑞 穂 町 1 0 1 1 1 1 1 0 1 0 1 0 1 0 1 1 1 0 1 1

日 の 出 町 1 2 1 1 1 0 1 0 1 0 1 1 1 0 1 0 1 0 1 0

檜 原 村 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0

奥 多 摩 町 2 1 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

大 島 町 1 1 1 1 1 1 1 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

利 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三 宅 村 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 1 0 0 0 0 0 0 1 1

御 蔵 島 村 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

八 丈 町 1 2 1 1 1 1 1 1 1 0 3 1 1 1 1 0 1 0 1 1

青 ケ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 1 0 1 0 1 0 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

町 村 計 9 9 8 9 7 6 7 5 7 4 9 7 4 1 3 1 4 0 4 3

一部事務組合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 74 45 70 44 60 27 94 67 61 22 78 42 55 25 58 33 68 43 53 22

固
定
資
産
税
科

（
初
級

）

家
屋

個
人
住
民
税
科

（
初
級

）

法
人
住
民
税
科

（
初
級

）

固
定
資
産
税
科

（
初
級

）

土
地

固
定
資
産
税
科

（
初
級

）

償
却
資
産

徴
収
科

（
初
級

）

徴
収
科

（
中
級

）

個
人
住
民
税
科

（
中
級

）

固
定
資
産
税
科

（
中
級

）

家
屋

固
定
資
産
税
科

（
中
級

）

土
地
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（８）実務研修　―　事業部門 （９）特別研修

計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了 計画 修了

実 施 回 数 1 1 12 3 2 2 1 2 2

八 王 子 市 0 0 1 1 53 35 229 197 60 57 60 53 7 4 0 0 52 42

立 川 市 2 7 3 3 36 26 10 9 10 8 20 22 2 0 5 7 22 3

武 蔵 野 市 1 0 1 0 37 14 1 0 1 0 1 0 1 1 3 0 22 18

三 鷹 市 1 0 3 4 44 20 45 36 35 21 60 24 3 3 1 1 22 16

青 梅 市 3 3 1 0 36 29 3 0 46 42 1 0 11 5 2 3 16 10

府 中 市 4 4 3 4 55 35 0 0 0 0 0 0 2 1 4 0 28 15

昭 島 市 1 0 0 0 42 18 1 0 5 2 1 0 1 0 2 6 16 9

調 布 市 2 1 4 4 60 47 46 38 44 39 39 35 5 0 30 20 26 39

町 田 市 8 8 2 2 62 55 1 1 0 0 68 50 6 5 36 18 44 32

小 金 井 市 2 1 2 2 25 16 2 1 23 18 22 16 1 0 1 0 16 21

小 平 市 3 1 20 8 71 22 45 32 30 26 20 0 3 0 7 0 22 23

日 野 市 2 2 2 0 46 11 1 0 30 11 5 0 5 0 5 0 22 9

東 村 山 市 2 3 2 2 33 21 30 24 35 31 18 14 0 2 1 2 18 12

国 分 寺 市 2 2 1 1 31 20 15 18 15 18 0 0 3 1 3 1 16 11

国 立 市 1 1 1 1 19 14 12 11 12 11 35 26 1 0 2 3 12 6

福 生 市 0 0 2 0 17 13 0 0 10 10 3 2 3 0 5 4 10 2

狛 江 市 1 1 2 0 36 14 14 7 17 15 12 8 4 2 6 8 12 8

東 大 和 市 0 0 0 0 15 6 1 1 10 7 2 1 0 0 1 1 12 11

清 瀬 市 0 0 4 0 27 21 1 0 1 0 1 1 1 0 1 2 12 9

東 久 留 米 市 2 0 1 1 25 14 1 2 1 1 1 1 1 0 1 1 14 5

武 蔵 村 山 市 1 0 1 0 26 16 5 5 5 4 1 1 4 0 5 4 10 13

多 摩 市 3 1 4 4 35 29 1 0 1 1 24 14 2 0 19 6 18 6

稲 城 市 1 0 1 0 31 6 1 0 13 13 10 14 3 1 3 1 12 21

羽 村 市 1 2 1 1 66 18 1 1 3 3 1 0 2 3 10 8 10 0

あ き る 野 市 1 1 1 1 35 20 2 2 3 2 2 2 1 1 1 0 12 2

西 東 京 市 1 0 2 2 36 37 42 38 2 0 76 68 3 3 22 11 22 7

市 計 45 38 65 41 999 577 510 423 412 340 483 352 75 32 176 107 498 350

瑞 穂 町 1 1 2 0 19 10 9 6 14 10 4 4 2 1 2 0 8 2

日 の 出 町 1 1 1 1 18 8 1 1 1 1 3 7 0 0 6 4 6 1

檜 原 村 0 0 0 0 5 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 1

奥 多 摩 町 1 0 0 0 11 8 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 6 5

大 島 町 0 0 0 0 7 5 0 0 1 0 2 1 0 0 1 0 2 1

利 島 村 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0

新 島 村 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0

神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1

三 宅 村 1 0 0 0 15 16 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 2 0

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0 7 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 2 0

八 丈 町 0 0 0 0 12 10 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 2 0

青 ケ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0

小 笠 原 村 0 0 0 0 7 3 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 2 4

町 村 計 4 2 3 1 97 71 10 7 17 11 13 15 2 1 9 4 42 15

一部事務組合 5 4 1 0 46 39 5 3 1 0 9 9 3 2 1 1 0 11

合 計 54 44 69 42 1,142 687 525 433 430 351 505 376 80 35 186 112 540 376

合
計

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
研
修

廃
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対
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館
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修
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改
革
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会

ト
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プ
マ
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メ
ン
ト
セ
ミ

ナ
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男
女
共
同
参
画
研
修
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（９）特別研修　－　スポット研修

計画 修了 計画 修了 計画 修了 修了 修了 修了 修了 修了 修了 修了 修了 修了 修了

実 施 回 数 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

八 王 子 市 4 3 6 6 1 1 0 0 1 0 5 7 1 1 3 9

立 川 市 2 1 2 5 5 0 0 1 1 0 8 3 1 1 1 3

武 蔵 野 市 1 0 7 1 3 0 0 0 1 0 0 4 1 2 3 0

三 鷹 市 1 1 3 1 1 0 0 3 2 1 2 2 3 2 2 0

青 梅 市 1 0 2 1 1 0 0 0 2 0 0 3 2 1 2 3

府 中 市 2 0 9 2 3 1 0 2 1 1 2 3 4 0 2 2

昭 島 市 1 1 3 3 1 0 1 1 1 0 2 2 2 1 1 5

調 布 市 1 1 9 7 3 2 0 9 3 2 2 4 4 4 4 5

町 田 市 2 0 8 12 7 7 0 4 1 2 2 5 5 6 5 14

小 金 井 市 1 0 6 1 2 1 0 3 2 1 1 2 3 2 2 5

小 平 市 2 1 7 6 15 0 0 0 3 1 0 2 3 2 3 4

日 野 市 2 0 7 0 2 1 1 1 0 1 0 4 2 0 0 0

東 村 山 市 2 0 2 3 5 2 1 0 3 0 0 3 2 0 0 3

国 分 寺 市 1 0 5 2 3 2 1 1 3 0 0 2 1 1 2 0

国 立 市 1 0 5 3 1 0 0 0 3 3 2 2 2 2 2 7

福 生 市 0 0 2 3 2 0 0 1 2 0 0 2 1 1 2 4

狛 江 市 1 0 2 1 5 0 0 1 1 2 0 1 1 1 2 2

東 大 和 市 0 0 4 1 1 1 0 2 2 0 1 2 1 1 2 1

清 瀬 市 1 0 4 1 3 3 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0

東 久 留 米 市 1 0 3 3 7 2 0 0 2 1 0 3 2 1 1 2

武 蔵 村 山 市 0 0 2 0 3 0 0 1 3 0 1 1 1 0 1 1

多 摩 市 1 0 3 1 5 0 0 0 3 0 0 3 0 0 1 2

稲 城 市 1 0 4 4 1 0 1 1 3 3 0 3 1 2 2 5

羽 村 市 1 1 1 1 1 1 0 1 0 0 1 2 1 0 0 0

あ き る 野 市 0 0 3 2 4 4 0 3 1 1 0 2 1 1 2 3

西 東 京 市 1 0 4 4 3 0 0 3 2 0 1 3 1 2 1 0

市 計 31 9 113 74 88 28 5 38 47 19 30 70 46 34 47 80

瑞 穂 町 0 0 1 1 1 1 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0

日 の 出 町 0 0 1 2 2 2 0 0 0 1 0 1 1 1 0 1

檜 原 村 0 0 0 0 3 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

奥 多 摩 町 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 2

大 島 町 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

利 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新 島 村 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

神 津 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三 宅 村 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0

御 蔵 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

八 丈 町 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1

青 ケ 島 村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小 笠 原 村 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

町 村 計 2 1 3 3 8 6 0 1 1 1 2 4 3 3 1 4

一部事務組合 2 2 4 2 11 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 35 12 120 79 107 38 6 39 48 20 32 74 49 37 48 84

講
師
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
〜
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わ
る
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え
方
〜

ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
を
防
ぐ
！

主
任
・
主
事
の
た
め
の
リ
ス
ク

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
修

自
分
ら
し
く
働
く
！
強
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揮

研
修
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民
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文
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研
修

発
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の
マ
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の
動
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発
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応

政
策
デ
ザ
イ
ン
ゼ
ミ
ナ
ー
ル

職
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で
の
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別
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ミ

ュ
ニ
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シ
ョ
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管
理
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〜

効
果
的
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ア
プ
ロ
ー
チ
で
組
織
力
を
高
め
る
〜

※当初計画時に人員割当をしていない研修については、修了人員のみ記載。

タ
イ
ム
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
向
上

研
修
〜
仕
事
の
効
率
ア
ッ
プ
！

防
災
講
演
会

職
場
で
の
タ
イ
プ
別
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
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シ
ョ
ン

(

係
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職
以
下
向
け

)

〜

部

下
・
後
輩
の
効
果
的
な
指
導
育
成
〜

135



修了 修了 計画 修了

実 施 回 数 1 1 28

八 王 子 市 4 1 419 395

立 川 市 1 0 78 75

武 蔵 野 市 2 0 40 33

三 鷹 市 0 0 171 120

青 梅 市 0 3 83 77

府 中 市 4 0 48 40

昭 島 市 0 2 31 39

調 布 市 4 0 203 222

町 田 市 11 0 172 180

小 金 井 市 1 1 74 81

小 平 市 2 1 151 109

日 野 市 0 0 79 30

東 村 山 市 5 2 111 109

国 分 寺 市 7 1 61 72

国 立 市 1 0 81 84

福 生 市 1 1 35 36

狛 江 市 4 0 73 64

東 大 和 市 1 2 31 38

清 瀬 市 1 1 25 20

東 久 留 米 市 2 0 30 29

武 蔵 村 山 市 0 0 35 36

多 摩 市 3 1 74 41

稲 城 市 4 0 48 79

羽 村 市 1 0 30 24

あ き る 野 市 0 0 28 29

西 東 京 市 3 0 175 147

市 計 62 16 2,386 2,209

瑞 穂 町 0 1 41 29

日 の 出 町 0 0 20 23

檜 原 村 0 0 7 3

奥 多 摩 町 0 1 8 12

大 島 町 0 0 7 2

利 島 村 0 0 2 0

新 島 村 0 0 3 1

神 津 島 村 0 0 2 1

三 宅 村 0 0 4 2

御 蔵 島 村 0 0 2 2

八 丈 町 0 0 4 6

青 ケ 島 村 0 0 2 0

小 笠 原 村 0 0 4 4

町 村 計 0 2 106 85

一部事務組合 0 0 36 35

合 計 62 18 2,528 2,329

ｅ
ス
ポ
ー
ツ
を
自
治
体
で
活
用
し
て
み

ま
せ
ん
か
？
〜

イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
な
地

域
づ
く
り
に
向
け
て
〜

未
来
予
測
×
広
域
連
携
＝

多
摩
シ
ン
カ

「
未
来
予
測
か
ら
広
域
連
携
を
考
え

る

」

合
計
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Ⅱ　研修別内容

１　職層別研修　基礎部門
科目名

基調講義 東京市町村自治調査会理事長 渡部　尚
政策講義 多摩大学経営情報学部 長島　剛
地方自治と人権 公益財団法人東京都人権啓発センター 関口　修一

田中　肇
𠮷井　和弘
久保　淳
林　幸雄

研修所育成課特任講師 水越　寿彦
田中　肇
𠮷井　和弘
久保　淳
曽我　好男
川田　誠

地方財政制度 研修所育成課講師 林　幸雄
地方公務員とコンプライアンス 研修所育成課長 矢ケ崎　冬木

田中　肇
𠮷井　和弘
久保　淳
林　幸雄

研修所育成課特任講師 本橋　信行
研修所育成課長 矢ケ崎　冬木

𠮷井　和弘
林　幸雄
西川　昌彦
野島　憲一

地方財政制度 研修所育成課講師 田中　肇
地方公務員とコンプライアンス 研修所育成課講師 久保　淳

研修所育成課長 矢ケ崎　冬木
田中　肇
𠮷井　和弘
林　幸雄

研修所育成課特任講師 水越　寿彦
田中　肇
𠮷井　和弘
林　幸雄
曽我　好男
川田　誠

地方財政制度 研修所育成課講師 久保　淳
地方公務員とコンプライアンス 研修所育成課講師 杉山　祐介

𠮷井　和弘
久保　淳
杉山　祐介
野島　憲一
川田　誠

研修所育成課長 矢ケ崎　冬木
田中　肇
林　幸雄
曽我　好男
西川　昌彦

地方財政制度 研修所育成課講師 𠮷井　和弘
地方公務員とコンプライアンス 研修所育成課講師 榎本　憲志郎

𠮷井　和弘
久保　淳
林　幸雄
水越　寿彦
西川　昌彦

研修所育成課長 矢ケ崎　冬木
田中　肇
久保　淳
野島　憲一
本橋　信行

地方財政制度 研修所育成課講師 林　幸雄
地方公務員とコンプライアンス 研修所育成課講師 𠮷井　和弘

田中　肇
久保　淳
林　幸雄
榎本　憲志郎

研修所育成課特任講師 西川　昌彦
研修所育成課長 矢ケ崎　冬木

久保　淳
杉山　祐介
榎本　憲志郎

研修所育成課特任講師 川田　誠
地方財政制度 研修所育成課講師 田中　肇
地方公務員とコンプライアンス 研修所育成課長 矢ケ崎　冬木

地方公務員制度

第３回 5/8～10

地方自治制度

研修所育成課講師

研修所育成課特任講師

研修所育成課特任講師

研修所育成課講師

研修所育成課講師

研修所育成課講師

研修所育成課特任講師

研修所育成課特任講師

研修所育成課講師

地方自治制度
研修所育成課講師

178人

研修所育成課特任講師

地方公務員制度

研修 日程 講師 修了人員等

新任研修Ⅰ期

全体集合 4/16 1036人

第１回 4/17～19

第２回 4/24～26

地方自治制度
研修所育成課講師

177人

地方公務員制度

第５回 5/21～23

地方自治制度

150人

地方公務員制度

研修所育成課講師

研修所育成課特任講師

研修所育成課講師

研修所育成課特任講師

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 80%

今後の業務に役立つ内容だった 87%
意識変化につながった 88%

5/28～30

地方自治制度
研修所育成課講師

164人

地方公務員制度 研修所育成課講師

地方自治制度

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 93%

今後の業務に役立つ内容だった 91%
意識変化につながった 85%

研修所育成課講師

191人

1029人

第６回

第４回 5/15～17

169人

地方公務員制度
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科目名
自治体法務 研修所育成課講師 林　幸雄

研修所育成課長 矢ケ崎　冬木
田中　肇
吉井　和弘
久保　淳
西川　昌彦
川田　誠

自治体法務 研修所育成課講師 田中　肇
吉井　和弘
久保　淳
杉山　祐介
林　幸雄
野島　憲一
本橋　信行

自治体法務 研修所育成課講師 吉井　和弘
研修所育成課長 矢ケ崎　冬木

田中　肇
久保　淳
榎本　憲志郎
水越　寿彦
曽我　好男

自治体法務 研修所育成課講師 榎本　憲志郎
研修所育成課長 矢ケ崎　冬木

田中　肇
吉井　和弘
久保　淳
林　幸雄
杉山　祐介

自治体法務 研修所育成課講師 杉山　祐介
田中　肇
吉井　和弘
久保　淳
林　幸雄
榎本　憲志郎

公務員倫理 研修所育成課講師 久保　淳
ハラスメントの防止 研修所育成課長 矢ケ崎　冬木
メンタルヘルス 株式会社インソース 須藤　康彦
公務員倫理 研修所育成課講師 吉井　和弘
ハラスメントの防止 研修所育成課講師 田中　肇
メンタルヘルス 株式会社インソース 須藤　康彦
公務員倫理 研修所育成課長 矢ケ崎　冬木
ハラスメントの防止 研修所育成課講師 吉井　和弘
メンタルヘルス 株式会社インソース 須藤　康彦

研修所育成課講師 林　幸雄
八王子市 伊藤　雅佳
町田市 清水　鉄夫
東村山市 新井　泰徳
東大和市 中野　哲也
研修所育成課講師 田中　肇
研修所育成課講師 吉井　和弘
小平市 季高　一成
狛江市 加藤　謙司
東大和市 岩本　尚史
研修所育成課講師 久保　淳
研修所育成課講師 榎本　憲志郎
研修所育成課講師 杉山　祐介
八王子市 昆　雅朗
青梅市 宿谷　尚弘
狛江市 鎌谷　京子
研修所育成課講師 久保　淳
国分寺市 桜井　隆二
多摩市 河島　理恵
稲城市 平松　和幸
西東京市 仲　誠広
研修所育成課講師 田中　肇
研修所育成課講師 榎本　憲志郎
国立市 松田　周平
清瀬市 植田　貴俊
武蔵村山市 古川　敦司

公務員倫理 研修所育成課講師 林　幸雄
ハラスメントの防止 研修所育成課講師 田中　肇
メンタルヘルス 株式会社インソース 須藤　康彦
公務員倫理 研修所育成課講師 久保　淳
ハラスメントの防止 研修所育成課講師 杉山　祐介
メンタルヘルス 株式会社インソース 須藤　康彦

第１回 7/11～12 (株)ビーコンラーニングサービス 笠井　伸彦 50人
第２回 8/5～6 (株)ビーコンラーニングサービス代表取締役 53人
第３回 10/8～9 (株)ビーコンラーニングサービス代表取締役 45人
第４回 1/14～15 (株)ビーコンラーニングサービス代表取締役 40人

研修 日程 講師 修了人員等

993人

自治体政策

第２回 9/5～6 216人

204人
自治体政策

研修所育成課特任講師

新任研修Ⅱ期

第１回 9/2～3 197人

自治体政策
研修所育成課講師

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 87%

今後の業務に役立つ内容だった 89%
意識変化につながった

研修所育成課特任講師

研修所育成課特任講師

研修所育成課講師

第３回 9/12～13

第５回

11/15 145人

第３回 1/22 134人

第４回 9/19～20 196人
自治体政策

研修所育成課講師

研修所育成課講師

87%

9/25～26 180人
自治体政策 研修所育成課講師

第３回 10/16～17 85人

意識変化につながった 92%

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 90%

今後の業務に役立つ内容だった 89%

76人

73人

意識変化につながった 84%

係長新任研修（公務員倫理・
ハラスメントの防止・メンタル

ヘルス）

第１回 7/26 147人

426人第２回

96%
今後の業務に役立つ内容だった 95%

講義の内容が理解できた

第４回 11/8～9 79人

係長新任研修（仕事と人のマ
ネジメント）

第１回 7/24～25

仕事と人のマネジメント

第５回 1/18～19

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）

391人

第２回 8/20～21 78人

課長新任研修（公務員倫理・
ハラスメントの防止・メンタル

ヘルス）

第１回 7/10 115人

214人

第２回 10/7 99人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 95%

今後の業務に役立つ内容だった 92%
意識変化につながった 87%

意識変化につながった 87%

課長新任研修（管理者の役
割）

管理者の役割 188人
近藤　雅人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 95%

今後の業務に役立つ内容だった 90%
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職層別研修　能力向上部門
科目名

研修所育成課講師 田中　肇
八王子市 田島　宏昭
立川市 鎌田　純文
武蔵野市 吉崎　勝哉
調布市 村上　法彦
研修所育成課長 矢ケ崎　冬木
研修所育成課講師 久保　淳
昭島市 湯田　教仁
調布市 武田　敏彦
小平市 石田　絢子
研修所育成課講師 吉井　和弘
研修所育成課講師 榎本　憲志郎
三鷹市 市橋　宗明
町田市 石井　敬子
東大和市 大野　祐司
研修所育成課講師 田中　肇
研修所育成課講師 林　幸雄
研修所育成課講師 杉山　祐介
町田市 林　啓
多摩市 竹田　昂士
研修所育成課講師 吉井　和弘
研修所育成課講師 杉山　祐介
研修所育成課講師 榎本　憲志郎
八王子市 鈴木　彩子
小金井市 小池　直明

吉井　和弘
田中　肇

八王子市 小杉　浩文
立川市 矢ノ口　美穂
日野市 渡辺　あゆみ
東久留米市 小林　功一
研修所育成課長 矢ケ崎　冬木

田中　肇
林　幸雄

調布市 姫野　拓治
福生市 青海　伸一
あきる野市 和田　達也

久保　淳
林　幸雄
榎本　憲志郎

青梅市 平岡　成太
羽村市 伊藤　文隆
西東京市 海老澤　功

久保　淳
杉山　祐介
榎本　憲志郎

小金井市 藤森　友輔
小平市 飯島　健一
日野市 脇坂　立志

吉井　和弘
杉山　祐介
榎本　憲志郎

狛江市 田所　究
多摩市 大島　亮弥
羽村市 宮沢　賢臣

研修所育成課講師 吉井　和弘
八王子市 山野井　幹根
昭島市 若松　栄
国分寺市 上田　晴世
狛江市 銀林　悠

久保　淳
榎本　憲志郎

三鷹市 田中　博文
調布市 松谷　知彦
福生市 菱山　栄三郎

田中　肇
杉山　祐介

小平市 横山　雅敏
日野市 青木　哲哉
国分寺市 上田　晴世
瑞穂町 宮坂　勝利
研修所育成課長 矢ケ崎　冬木
研修所育成課講師 榎本　憲志郎
武蔵野市 清野　聡
東村山市 笠原　貴典
国分寺市 芦田　隼人
国立市 黒澤　重德
研修所育成課講師 林　幸雄
国立市 黒澤　重德
武蔵野市 深澤　拳一
町田市 小宮　寛幸
日野市 青木　哲哉

研修 日程 講師 修了人員等

問題解決

第１回 7/30～31

問題解決

126人

614人

第２回 8/22～23 127人

第３回

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 98%

今後の業務に役立つ内容だった 97%
意識変化につながった 95%

10/10～11 125人

第４回 11/21～22 123人

第５回 1/16～17 113人

政策提案

テーマ
『定住化促進』

第１回 8/7～9

政策提案

研修所育成課講師

110人

11/6～8 120人

第５回 1/29～31 107人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 87%

今後の業務に役立つ内容だった 84%
意識変化につながった 83%

564人

第２回 10/2～4 113人

第３回 10/23～25 114人

第４回

研修所育成課講師

研修所育成課講師

研修所育成課講師

研修所育成課講師

108人

555人

第２回 8/1～2 101人

第３回 10/29～30 123人

第４回 11/18～19 117人

第５回 1/23～24 106人

研修所育成課講師

98%
今後の業務に役立つ内容だった 96%

意識変化につながった 88%

中堅職員の役割

第１回 7/18～19

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた

中堅職員の役割

研修所育成課講師
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科目名
第１回 6/6　PM 151人
第２回 12/2　PM 129人

第１回 5/24 51人
第２回 10/28 46人
第３回 2/4 45人

調整力・交渉力 株式会社トランスエージェント 加藤　有祐

第１回 7/22 36人
第２回 2/6 34人

ハードクレーム対応 株式会社マネジメントサポート 本田　和恵

東京弁護士会民事介入暴力対策特別委員会弁護士 茜ヶ久保　重仁

東京弁護士会民事介入暴力対策特別委員会弁護士 増江 亜佐緒
東京弁護士会民事介入暴力対策特別委員会弁護士 木村 裕史
東京弁護士会民事介入暴力対策特別委員会弁護士 小谷野 雅晴
東京弁護士会民事介入暴力対策特別委員会弁護士 梅本 翔太

第１回 6/4 55人
第２回 12/9 39人

第１回 6/18 28人
第２回 12/10 33人

コーチング 株式会社といろ代表取締役 齋藤　綾治

インバスケット 株式会社インバスケット研究所 中畑　太志

第１回 7/18～19 30人
第２回 11/11～12 35人
第３回 1/9～10 32人

２　講師養成研修
科目名

第１回 7/8 9人
第２回 8/16 8人

中堅職員の役割 研修所育成課講師 吉井　和弘

３　法務研修
科目名

行政法

地方自治法

地方公務員法

民法 秋法律事務所　弁護士 秋山　一弘

民法 秋法律事務所　弁護士 秋山　一弘

民法 秋法律事務所　弁護士 秋山　一弘

意識変化につながった 90%

95%

管理職のためのリスクマネジ
メント

リスクマネジメント・メディア対応 株式会社インソース 古木　孝典 97人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 92%

今後の業務に役立つ内容だった

判断力向上

38人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 95%

今後の業務に役立つ内容だった 95%
意識変化につながった

94%

11/20

意識変化につながった 100%

係長のためのコーチング

7/29 28人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 93%

今後の業務に役立つ内容だった 93%

アサーティブコミュニケーショ
ン

アサーティブコミュニケーション 株式会社マネジメントサポート 松澤　マチ子 61人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 100%

今後の業務に役立つ内容だった 98%

意識変化につながった 86%

要約力
※ライブ配信型

要約力 94人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 95%

今後の業務に役立つ内容だった 99%
意識変化につながった 90%

株式会社インソース 永渕　貴史

不当要求対応

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 100%

今後の業務に役立つ内容だった 100%
意識変化につながった 94%

8/22 不当要求対応 18人

ファシリテーター入門

ファシリテーション 有限会社アベレ取締役社長 蛯原　恵子 70人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 97%

今後の業務に役立つ内容だった 91%
意識変化につながった 93%

ハードクレーム対応

6/19　PM 108人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 96%

今後の業務に役立つ内容だった 94%
意識変化につながった 90%

今後の業務に役立つ内容だった 96%
意識変化につながった 94%

調整力・交渉力（管理・監督
職向け）

7/2 35人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 94%

今後の業務に役立つ内容だった 97%
意識変化につながった 97%

研修 日程 講師 修了人員等

意識変化につながった 86%

調整力・交渉力（主任・主事
向け）

調整力・交渉力 株式会社話し方研究所代表取締役 福田　賢司 142人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 98%

ベテラン職員の役割

ベテラン職員の役割 株式会社といろ代表取締役 齋藤　綾治 280人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 93%

今後の業務に役立つ内容だった 91%

講師養成研修（中堅職員の
役割）

7/3～5 18人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 90%

今後の業務に役立つ内容だった 74%
意識変化につながった 58%

研修 日程 講師 修了人員等

意識変化につながった 94%

インストラクション

インストラクションの基礎 株式会社　総合教育コンサルティング 豊田　貴香子 17人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 100%

今後の業務に役立つ内容だった 100%

民法（親族法・相続法）

9/12～13 82人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 79%

今後の業務に役立つ内容だった 81%
意識変化につながった 73%

民法（債権法）

9/7～8 42人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 63%

今後の業務に役立つ内容だった 75%
意識変化につながった 70%

民法（総則・物権法）

8/22～23 59人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 80%

今後の業務に役立つ内容だった 83%
意識変化につながった 76%

地方公務員法
※オンデマンド型

7/1～11/29 - 237人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 59%
意識変化につながった 62%

地方自治法
※オンデマンド型

7/1～11/29 - 241人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 64%
意識変化につながった 64%

研修 日程 講師 修了人員等

行政法
※オンデマンド型

9/2～1/31 - 180人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 48%
意識変化につながった 56%
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４　自治体経営研修
科目名

政策法務の基礎 研修所育成課講師 吉井　和弘

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）

５　デジタル人材育成研修
科目名

第１回 7/24　PM 川口弘行合同会社代表社員 川口　弘行 56人
第２回 10/31　PM 亜細亜大学都市創造学部特任准教授 高橋　明子 46人

第１回 5/24　AM 72人
第２回 12/3　AM 44人

第１回 ８/９　AM 57人
第２回 １/21　AM 43人

第１回 7/４　PM 76人
第２回 １/22　AM 45人

第１回 7/3　AM 47人
第２回 12/17　AM 34人

第１回 7/8　PM 24人
第２回 7/30　AM 24人
第３回 1/16　AM 25人
第４回 1/24　PM 22人

BPR 株式会社デジタル人材開発サポート代表取締役 高村　弘史

情報活用・データ分析
オープンで他の活用

株式会社インソース 久保寺　純也

48人
66人
59人

17人
32人
21人

12人
15人
11人

85人
97人
79人

43人
29人
31人

39人
44人
39人

12/12　PM

田中　肇

佐藤　主光

68%

54人

公開講義（本科生含む）

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 63%

今後の業務に役立つ内容だった 71%
意識変化につながった 69%

116人

研修所育成課講師

研修 日程 講師 修了人員等

12/10～12

政策法務

1/9～10 ５７人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 70%

今後の業務に役立つ内容だった 79%
意識変化につながった

地方財政

今後の業務に役立つ内容だった 94%
講義から得るものがあったか 100%

一橋大学大学院経済学研究科教授・研究科長

財政

地方財政の現状と課題

LoGoフォーム実践
※ライブ配信型

自治体におけるDXとは
基本操作・活用事例
応用操作

株式会社トラストバンク
和田　海月
山内　桜
飯島　ゆい菜

95人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 96%

今後の業務に役立つ内容だった 93%
意識変化につながった 92%

EBPM推進
※ライブ配信型

EBPM 株式会社あすまちラボ代表取締役社長 多田　功 81人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 88%

今後の業務に役立つ内容だった 84%
意識変化につながった 85%

データ利活用
※ライブ配信型

データ利活用 データ＆ストーリーLLC代表 柏木　吉基 121人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 96%

今後の業務に役立つ内容だった 88%
意識変化につながった 87%

研修 日程 講師 修了人員等

デザイン思考
※ライブ配信型

デザイン思考 有限会社D's　Link取締役ＣＥＯ 狩野　英司 116人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 91%

今後の業務に役立つ内容だった 85%
意識変化につながった 86%

リテラシー向上

自治体DXの基礎知識 102人

今後の業務に役立つ内容だった 85%
意識変化につながった 82%

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 85%

BPRトレーニング
【トライアル】

2/17 14人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 79%

今後の業務に役立つ内容だった 79%
意識変化につながった 86%

BPR実践
※ライブ配信型

BPR 株式会社あすまちラボ代表取締役社長 多田　功 100人

感想集計（※５段階評価中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 88%

今後の業務に役立つ内容だった 89%
意識変化につながった 91%

EBPM実践
【トライアル】

2/20～21 17人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 100%

今後の業務に役立つ内容だった 100%
意識変化につながった 94%

エクセルVBAマクロ　
※オンデマンド型

第１期 5/13～7/8
103人第２期

50%
今後の業務に役立つ内容だった 60%

8/5～10/3
第３期 11/5～12/27

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
修得したいスキルが修得できた

ワード中級　
※オンデマンド型

第１期 5/13～7/8
122人第２期 8/5～10/3

第３期 11/5～12/27

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
修得したいスキルが修得できた 84%
今後の業務に役立つ内容だった 90%

エクセル中級　
※オンデマンド型

第１期 5/13～7/8
261人第２期 8/5～10/3

第３期 11/5～12/27

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
修得したいスキルが修得できた 81%
今後の業務に役立つ内容だった 87%

アクセス初級　
※オンデマンド型

5/13～7/8
70人第２期 8/5～10/3

第３期 11/5～12/27

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
修得したいスキルが修得できた 70%
今後の業務に役立つ内容だった 77%

49%

第１期 5/13～7/8
38人

今後の業務に役立つ内容だった 73%

8/5～10/3
11/5～12/27

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
修得したいスキルが修得できた

第２期
第３期

今後の業務に役立つ内容だった 84%

パワーポイント初級　
※オンデマンド型

第１期

エクセル初級　
※オンデマンド型

第１期 5/13～7/8
173人第２期 8/5～10/3

第３期 11/5～12/27

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
修得したいスキルが修得できた 75%
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６　専門職研修
科目名

保健師の役割 武蔵野大学看護学部長 中板　育美

保育士の役割 和洋女子大学人文学部子ども発達学科助教 田島　大輔

７　技術職研修
科目名

工事監理 一般社団法人日本経営協会 西本　和正

検査関連法規概説 塚原　忠一　
土木検査 塚原　忠一　
建築検査 西角井　造
設備検査 堀尾　佐喜夫

工事安全対策
工事成績評定
環境への取組み

東村山市
五野井　崇
足立原　真彦

昭島市
西野　茂
櫻井　健太

工事費積算業務

設計等委託料積算業務
監督業務
建築物の維持安全

都市と道路
事例研究 小平市 會田　啓樹

道路の維持管理
道路舗装の事例紹介
道路工事と施工管理

８　実務研修　総務・一般部門
科目名

法制執務 町田市 髙橋　由希子

債権管理回収 弁護士 本多　教義

人事制度（任用、給与・服務、勤務時間
等）

羽村市 藤本 真理

人事行政の現状と課題
事例研究

会計事務の基礎 あきる野市　 沖倉　英基

行政広報の課題と展望 東京都杉並区広報専門監 谷　浩明
広報紙編集の実際 東京都杉並区広報専門監 谷　浩明
広報写真の撮り方 株式会社shin irai代表取締役 大﨑　聡

情報システムの調達と管理 一般社団法人日本経営協会 清水　庸裕

保育士研修

6/21 40人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 100%

今後の業務に役立つ内容だった 100%
意識変化につながった 100%

78%
意識変化につながった 88%

34人

研修 日程 講師 修了人員等

工事監理科（建築・電気・機
械工事）（偶数年度）

6/24～25 37人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の業務に役立つ内容だった

研修 日程 講師 修了人員等

保健師研修（偶数年度）

8/30 41人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 93%

今後の業務に役立つ内容だった 88%
意識変化につながった 88%

92%
意識変化につながった 96%

道路科（偶数年度）
10/7～9 27人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）

東京都建設局道路建設部職員

東京都建設局道路管理部職員
東京都建設局道路管理部職員
東京都建設局道路管理部職員
東京都建設局道路管理部職員

道路法

63%

43人

53%
今後の業務に役立つ内容だった 68%

6/3～9/2

6/3～9/2 19人

69%
今後の業務に役立つ内容だった 79%

意識変化につながった 64%

100%

東京都財務局建築保全部職員
東京都財務局建築保全部職員
東京都財務局建築保全部職員

東京都財務局建築保全部職員
東京都財務局建築保全部職員
東京都財務局建築保全部職員

東京都財務局建築保全部職員

29人

86%

AutoCAD初級
※オンデマンド型 感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）

修得したいスキルが修得できた

工事検査科（偶数年度）
6/19～20

Jw_cad初級
※オンデマンド型 感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）

修得したいスキルが修得できた

営繕工事科（偶数年度）
9/30～10/1

意識変化につながった

今後の業務に役立つ内容だった

特定非営利活動法人
地域と行政を支える技術フォーラム

東京都建設局道路管理部職員

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の業務に役立つ内容だった

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の業務に役立つ内容だった

意識変化につながった

事例研究

73%
意識変化につながった 70%

情報システム調達導入科
5/13～14 29人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の職務に役立つ内容だった 77%

意識変化につながった 80%

広報科（偶数年度）
6/6～6 26人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の職務に役立つ内容だった 93%

意識変化につながった 100%

会計科（偶数年度）
10/24～25 54人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の職務に役立つ内容だった 85%

意識変化につながった 91%

人事科（偶数年度）
7/22～23 51人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の業務に役立つ内容だった 96%

意識変化につながった 85%

三鷹市 田中 博文

自治体債権管理回収科
11/26～27 35人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の業務に役立つ内容だった 85%

意識変化につながった 85%

研修 日程 講師 修了人員等

例規作成実務科
7/19 ３９人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の業務に役立つ内容だった 87%

意識変化につながった 90%
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実務研修　税務部門

31人
7人
7人

22人
14人
8人

13人
9人
5人

23人
27人
17人

3人
13人
6人

30人
5人
7人

土地 公益財団法人東京税務協会専門講師 島崎　貴生

家屋 公益財団法人東京税務協会専門講師 吉野 賴利

個人住民税 公益財団法人東京税務協会専門講師 菊池　誠樹

徴収 公益財団法人東京税務協会専門講師 齋藤　博史

実務研修　事業部門
科目名

廃棄物処理関連法概説 BUN環境課題研修事務所主宰 長岡　文明
ごみ減量対策 ごみ減少資料室代表・東洋大学名誉教授 山谷　修作

図書館概論 昭和女子大学名誉教授 大串　夏身
著作権 調布市 小池　信彦
地域資料 たましん地域文化財団歴史資料室前室長 保坂　一房
障がい者サービス 立川市 福島　正
児童サービス 多摩市 長島　美緒
レファレンス 三鷹市 池上　真理子
事例研究 三鷹市 大地　好行

９　特別研修
科目名

第１回 6/24　PM 149人
第２回 12/4　PM 147人
第３回 ２/3　PM 137人

第１回 10/17　PM 174人
第２回 2/19　PM 177人

第１回 ６/１０　PM 日下部　令子 196人
第２回 2/17　PM リー　寿美子 180人

行政をめぐる今日的課題 「有理舎」主宰 / 前 四條畷市 副市長 林・小野 有理

第１回 １１/２５　PM 東洋大学経済学研究科公民連携専攻教授 中村　郁博 45人
第２回 2/13　PM 元流山市マーケティング課長 河尻　和佳子 67人

第１回 8/16
テーマ「「コミュニケーション力アップ法」
～原点に戻って目からウロコの「確実に
伝わる」方法～」

タレント エド・はるみ

第２回 2/6
テーマ「迷った時に、挑戦的な選択をして
きた」

プロランナー 神野　大地

島しょ
（八丈町） 中止

11/1～1/21

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 88%

今後の業務に役立つ内容だった 94%

研修 日程 修了人員等

固定資産税科（初級）土地
※オンデマンド型

第１期 5/1～7/12
45人第２期 8/1～10/16

第３期

固定資産税科（初級）償却資
産

※オンデマンド型

第１期 5/1～7/12
27人第２期 8/1～10/16

第３期

固定資産税科（初級）家屋
※オンデマンド型

第１期 5/1～7/12
44人第２期 8/1～10/16

第３期 11/1～1/21

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた

11/1～1/21

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 71%

今後の業務に役立つ内容だった 87%

83%
今後の業務に役立つ内容だった 94%

法人住民税科（初級）
※オンデマンド型

第１期 5/1～7/12
22人第２期 8/1～10/16

第３期

個人住民税科（初級）
※オンデマンド型

第１期 5/1～7/12
67人第２期 8/1～10/16

第３期 11/1～1/21

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた

11/1～1/21

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 72%

今後の業務に役立つ内容だった 92%

74%
今後の業務に役立つ内容だった 96%

72%
今後の業務に役立つ内容だった 98%

徴収科（初級）
※オンデマンド型

第１期 5/1～7/12
42人第２期 8/1～10/16

第３期 11/1～1/21

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた

固定資産税科（中級）家屋
6/27～28 33人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の業務に役立つ内容だった 100%

意識変化につながった 100%

固定資産税科（中級）土地
6/10～11 25人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の業務に役立つ内容だった 89%

意識変化につながった 85%

徴収科（中級）
9/17～18 22人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の業務に役立つ内容だった 86%

意識変化につながった 91%

個人住民税科（中級）
9/25～26 43人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の業務に役立つ内容だった 100%

意識変化につながった 93%

図書館科（偶数年度）
10/21～23 42人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の業務に役立つ内容だった 83%

意識変化につながった 100%

研修 日程 講師 修了人員等

廃棄物対策科
6/17～18 44人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
今後の業務に役立つ内容だった 92%

意識変化につながった 93%

講演会

241人

135人

自治体改革セミナー

自治体の現状と課題 112人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 74%

今後の業務に役立つ内容だった 75%
意識変化につながった 76%

意識変化につながった 87%

トップマネジメントセミナー

1/31 35人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 100%

今後の業務に役立つ内容だった 91%
意識変化につながった 89%

講義の内容が理解できた 95%
今後の業務に役立つ内容だった

男女共同参画研修

男女共同参画社会の形成 静岡県立大学男女共同参画推進センター長・国際関係学部教授 犬塚　協太 351人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 85%

今後の業務に役立つ内容だった 78%

91%

講義の内容が理解できた 94%
今後の業務に役立つ内容だった 90%

意識変化につながった 85%

研修 日程 講師 修了人員等

人権啓発研修

人権啓発 公益財団法人東京都人権啓発センター 野口　晃嗣 433人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）

意識変化につながった 78%

メンタルヘルス研修
※ライブ配信型

メンタルヘルス 株式会社マイキャリア・ラボ 376人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
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特別研修　スポット研修
科目名

講義指導の基礎 株式会社話し方研究所代表取締役 福田　賢司

第１回 8/29 43人
第２回 11/20 36人

発達障害の理解と対応 目白大学大学院非常勤講師 山﨑　順子

１日目 7/12
２日目 7/26
３日目 9/6
４日目 10/4　PM
５日目 11/1
６日目 11/22 成果発表

マネジメント 株式会社テラ・コーポレーション 佐藤　昌義

ラテラルシンキング ブレインコンサルティング株式会社 藤田　せいじ

職場でのタイプ別コミュニケーション 株式会社インソース 瀬尾　敏彦

自分らしく働く！強み発揮研修 株式会社といろ代表取締役 齋藤　綾治

伝わる文書やチラシデザイン PRDESIGN JAPAN株式会社代表取締役 佐久間　智之

主任・主事のためのリスクマネジメント研修 株式会社フォーサイツコンサルティング代表取締役 浅野　睦

職場でのタイプ別コミュニケーション 株式会社インソース 瀬尾　敏彦

タイムパフォーマンス向上研修～仕事の効率アップ！～ 株式会社マネジメントサポート 三上　智子

『その時』のためにできることは
町田市子ども生活部保育・幼稚園課　兼
総務省消防庁　防災意識向上プロジェクト

石川　恵美子

基調講演
eスポーツ科学で目指すウェルビーイン
グ！～うまく！楽しく！健康に！～

筑波大学 体育系 助教 松井　崇

調査研究
結果発表

地域課題の解決に向けたｅスポーツの可
能性に関する調査研究結果

（公財）東京市町村自治調査会 企画調査部 主任 髙橋　岳

ｅスポーツの力で障がい者に笑顔を 愛媛県 地域スポーツ課 スポーツ振興グループ 係長 児玉　辰仁
障害を越え、人とつながるeスポーツの取
組について

NPO法人石鎚スクエア 就労継続支援B型事業所 
Visee・Viseeこまつ

黒河　遼

フレイル予防を目的としたeスポーツの展
開 ～持続可能な民間・地域との連携～

小松市 健康福祉部 長寿介護課 主幹 角地 孝洋

未来予測から広域連携を考える① 多摩大学 経営情報学部 教授 松本　祐一
地域の未来予測 総務省 自治行政局 市町村課 係長 深津　亮介

境界を越える連携 小田急電鉄株式会社 経営戦略部 課長 石川　敦己
未来予測から広域連携を考える② 多摩大学 経営情報学部 教授 松本　祐一
多摩地域の広域連携 東京都 総務局 行政部 多摩振興担当課長 大道　竜嗣

３日目 7/8 未来予測から広域連携を考える③
４日目 8/7 未来予測から広域連携を考える④

５日目 11/15
未来予測から広域連携を考える　成果発
表会

タイムパフォーマンス向上研
修～仕事の効率アップ！～

2/26 48人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 98%

今後の業務に役立つ内容だった 96%
意識変化につながった 92%

1/20 74人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 99%

今後の業務に役立つ内容だった 100%
意識変化につながった 99%

政策デザインゼミナール
「エフェクシュエーションによ
る人口減少社会の地域づく

り」

多摩大学経営情報学部教授 中庭　光彦 6人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
課題に対する現状把握ができた 67%

様々な課題の解決策を具体化していくために役立つか 67%

講義・調査・研究

「エフェクチュエーション」の考え方について理解が深まったか 67%

研修 日程 講師 修了人員等

講師スキルアップ～伝わる教
え方～

8/27～28 12人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 100%

今後の業務に役立つ内容だった 100%
意識変化につながった 92%

発達障害の理解と対応

7/29　PM 38人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 89%

今後の業務に役立つ内容だった 79%
意識変化につながった 82%

意識変化につながった 86%

はじめての動画作成

動画作成 株式会社ハウスチャイルド代表取締役 家子　史穂 79人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 100%

今後の業務に役立つ内容だった 93%

防災講演会 12/23 84人

48人

係長のためのマネジメント

7/9 39人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた

発想力トレーニング

6/13

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 98%

今後の業務に役立つ内容だった 94%
意識変化につながった 92%

93%
今後の業務に役立つ内容だった 83%

意識変化につながった 80%

住民に伝わる！文書やチラシ
デザイン研修

自分らしく働く！強み発揮研
修

1/14 32人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 97%

今後の業務に役立つ内容だった 100%
意識変化につながった 97%

ヒューマンエラーを防ぐ！主
任・主事のためのリスクマネ

ジメント研修

1/27 49人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 94%

今後の業務に役立つ内容だった 90%
意識変化につながった 94%

職場でのタイプ別コミュニケー
ション（管理職向け）～効果的な
アプローチで組織力を高める～

1/8 20人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 95%

今後の業務に役立つ内容だった 95%
意識変化につながった 95%

職場でのタイプ別コミュニケー
ション（係長職以下向け）～部

下・後輩の効果的な指導育成～

2/10 37人

感想集計（※５段階中「５」又は「４」と回答した人の割合）
講義の内容が理解できた 100%

今後の業務に役立つ内容だった 100%
意識変化につながった 100%

（公財）東京市町村自治調査会 
調査研究結果発表シンポジウム 
ｅスポーツを自治体で活用して
みませんか？～インクルーシブ

な地域づくりに向けて～

8/1 62人

パネルディス
カッション

第１部　自治体・地域におけるeスポーツの活用～現場の視点から～

第２部　自治体・地域におけるeスポーツの活用に係る意見交換

（公財）東京市町村自治調査会　 
未来予測×広域連携＝多摩シン
カ「未来予測から広域連携を考

える」研究会

１日目 5/31

18人
２日目 6/25

多摩大学 経営情報学部 教授 松本　祐一
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10　委託・派遣研修

（１）東京都職員研修所への派遣実績

研修名

市町村名

1 2 2 3 3 2 2 2 2 2 21
1 1 3 1 1 2 2 1 12

1 2 3
1 3 4

2 4 1 2 1 10
2 2

2 3 5 3 1 14
8 2 2 3 1 4 1 1 1 2 25
5 4 5 2 1 1 1 3 22

1 1 2
2 1 3

1 1 1 1 1 5
4 1 5

1 1 2
3 1 1 1 6

26 19 24 16 11 11 6 5 5 12 0 1 136

講師養成研修

合

計

法律研修 人権・同和問題科

行

政

法

務

科

本

科

借
地
借
家
法
・
区
分
所
有
法

公
務
員
の
た
め
の
地
方
公
共
団
体
の

財
産
と
債
権
の
管
理

土
地
収
用
法
・
行
政
代
執
行
法

基

礎

民事・不動産法務科

都
市
計
画
法
・
建
築
基
準
法

不
動
産
登
記
制
度

合 計

狛 江 市

八 王 子 市

武 蔵 野 市
立 川 市

三 鷹 市
青 梅 市

調 布 市

国 分 寺 市
東 村 山 市

多 摩 市
稲 城 市

町 田 市

府 中 市
昭 島 市

東 大 和 市

専門研修

保
全
手
続

民
事
執
行

供
託

都
に
お
け
る
民
事
訴
訟

市町村の要望に基づき、例年どおり当研修所での未実施科目の補完や、より高度な知識習得のため、
東京都職員研修所、特別区職員研修所及び国土交通省国土交通大学校へ研修生を派遣した。
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（２）特別区職員研修所への派遣実績

研修名 

 市町村名

八 王 子 市

立 川 市

武 蔵 野 市

青 梅 市

昭 島 市

調 布 市

国 分 寺 市

東 大 和 市

武蔵村山市

稲 城 市

あ き る 野 市

西 東 京 市

合 計

（３）国土交通大学校への派遣実績

　
     研修名

 

市町村名

電
気
通
信

P
P
P
／
P
F
I

用
地
事
務
総
合

〘
基
礎
か
ら
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
に
向
け
て

〙

（
Ⅱ
期

）

都
市
行
政

〘
持
続
可
能
な
都
市
経
営
に
向
け
た
官
民
連
携
ま

ち
づ
く
り

〙
（
標
準
コ
ー
ス

）

区
画
整
理

ま
ち
づ
く
り
に
お
け
る
再
開
発
手
法
等
の
活
用

街
路
・
都
市
交
通
施
設

〘
ス
ト
リ
ー
ト
デ
ザ
イ
ン
と
交
通
ま

ち
づ
く
り

〙

公
園
・
緑
化

地
域
モ
ビ
リ
テ
ィ

（
移
動
の
利
便
性

）
確
保

P
R
E

〘
公
的
不
動
産
活
用

〙
/
F
M

〘
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト

〙

ま
ち
づ
く
り
D
X
　

〘
P
L
A
T
E
A
U
の
基
礎
と
実
践

〙

公
共
建
築
行
政

〘
公
共
建
築
工
事
の
発
注
者
の
役
割

〙

建
築
保
全
企
画

建
築
工
事
監
理
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

建
築
確
認
・
中
間
検
査
・
完
了
検
査

昇
降
機
等
安
全
管
理

建
築
構
造
審
査

道
路
環
境

〘
環
境
対
策
・
道
路
空
間
利
用
等

〙

測
量
と
地
図
の
初
歩

G
I
S
基
礎

〘
初
め
て
の
G
I
S

〙
（
Ⅱ
期

）

G
I
S
応
用

〘
問
題
解
決
能
力
の
向
上

〙

公
共
測
量

地
域
公
共
交
通

（
Ⅱ
期

）

観
光
行
政

〘
初
任
者

〙

合

計

武 蔵 野 市 1 1 2
三 鷹 市 1 1
府 中 市 1 1 1 3
調 布 市 1 1 1 1 1 5
町 田 市 4 1 1 1 1 1 1 1 1 1 13
小 平 市 1 1 2
狛 江 市 1 1 1 1 4
東 大 和 市 1 1
東久留米市 1 1
多 摩 市 1 1
稲 城 市 1 1
あ き る 野 市 1 1 2
西 東 京 市 1 1

合 計 1 4 1 1 2 2 2 2 1 3 1 1 3 1 2 1 2 1 1 1 1 1 1 1 37

18

3

1

1

1

1

2

1

2

1

3

1

専門研修

地域保健

1
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研　修　名 事
業
部
門

団　体　名

阿伎留病院企業団 2 2 2 1 1 1 1 2 1 2 1 1 1 1 2 2 2 2 1 1 2 1 32

昭和病院企業団 2 2 2 2 2 1 2 1 1 2 1 18

東京都島嶼町村
一 部 事 務 組 合

1 2 1 1 1 6

柳 泉 園 組 合 2 2 2 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 28

西多摩衛生組合 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11

多摩川衛生組合 1 2 1 1 5

小平・村山・大和
衛 生 組 合

1 2 1 4

東京都市町村職員
退 職 手 当 組 合

東 京 都 十 一 市
競 輪 事 業 組 合

1 1 1 3

東 京 都 四 市
競 艇 事 業 組 合

1 1 1 1 4

羽 村 ・ 瑞 穂 地 区
学 校 給 食 組 合

1 1 1 3

多 摩 六 都
科 学 館 組 合

1 1 1 1 1 5

多摩ニュータウン環
境 組 合

1 2 1 1 1 1 1 1 3 1 2 1 1 1 3 1 1 23

福生病院企業団 2 2 2 2 1 1 1 1 2 1 1 16

全 国 知 事 会 1 1 1 1 2 1 1 8

全国都道府県議会
議 長 会

1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 18

全 国 市 長 会 2 2 2 1 7

全国市議会議長会 3 1 2 1 1 1 1 1 1 12

全 国 町 村 会 3 3 3 2 2 7 2 1 1 13 1 1 39

東 京 都 市 町 村
職 員 共 済 組 合

1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 2 4 1 1 1 1 2 23

東 京 都
都 市 づ く り 公 社

2 1 2 1 6

全 国 市 町 村
研 修 財 団

1 1 1 2 5 10

東 京 市 町 村
総 合 事 務 組 合

2 2 2 1 1 1 1 1 1 2 1 15

合 計 17 17 16 8 7 7 7 15 7 8 5 8 6 2 4 3 4 3 4 3 1 1 1 5 1 2 12 2 25 3 3 4 2 1 3 12 10 8 4 2 4 3 9 3 2 11 2 3 5 1 296

情
報
シ
ス
テ
ム
調
達
導
入
科

実　務

不
当
要
求
対
応

新
任
研
修

（
Ⅱ
期

）

エ
ク
セ
ル
初
級

フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
入
門

能力向上部門

ア
サ
ー
テ
ィ
ブ
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

地
方
公
務
員
法

工
事
検
査
科

基礎部門
デジタル人材育成

広
報
科

エ
ク
セ
ル
中
級

工
事
監
理
科

（
建
築
・
電
気
・
機
械
工
事

）

廃
棄
物
対
策
科

職　層　別

法務
自治体
経営

政
策
デ
ザ
イ
ン
ゼ
ミ
ナ
ー
ル

係
長
の
た
め
の
コ
ー
チ
ン
グ

特　別

合

計

ト
ッ
プ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
セ
ミ
ナ
ー

ベ
テ
ラ
ン
職
員
の
役
割

行
政
法

政
策
法
務

管
理
職
の
た
め
の
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

リ
テ
ラ
シ
ー
向
上

発
達
障
害
の
理
解
と
対
応

は
じ
め
て
の
動
画

11　受託研修

新
任
研
修

（
Ⅰ
期

）
（
基
調
講
義
・
政
策
講
義
・
地
方
自
治
と
人
権

）

係
長
新
任
研
修

（
倫
理
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
・
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

）

係
長
新
任
研
修

（
仕
事
と
人
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

）

課
長
新
任
研
修

（
倫
理
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
・
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

）

　東京都市町村が組織団体となっている一部事務組合職員及び市町村行政と関連の深い団体の職員は、市町村行政と密接な職務
に従事していることから、市町村職員との交流を促進し、研修受講の機会をより多く提供するため、要望に応じ、毎年度受託研修を
実施している。
　令和６年度は計22団体と職員研修事務の委託に関する契約を締結し、各団体の職員の研修を受託した。
受講人員数は、職層別研修152人、法務研修７人、自治体経営研修３人、デジタル人材育成研修49人、技術職研修6人、実務研

修40人、特別研修39人、計296人である(東京市町村総合事務組合は契約団体ではないが、便宜上計数に含める。）。

中
堅
職
員
の
役
割

総務・一般部門

講
演
会

ハ
ー
ド
ク
レ
ー
ム
対
応

地
方
自
治
法

調
整
力
・
交
渉
力

（
主
任
・
主
事
向
け

）

新
任
研
修

（
Ⅰ
期

）
（
地
方
公
務
員
と
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
地
方
自

治
制
度
・
地
方
財
政
制
度
・
地
方
公
務
員
制
度

）

調
整
力
・
交
渉
力

（
管
理
・
監
督
職
向
け

）

講
師
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
〜
伝
わ
る
教
え
方
〜

技術職

自
治
体
改
革
セ
ミ
ナ
ー

課
長
新
任
研
修

（
管
理
者
の
役
割

）

問
題
解
決

政
策
提
案

ワ
ー
ド
初
級

要
約
力

エ
ク
セ
ル
V
B
A
マ
ク
ロ

パ
ワ
ー
ポ
イ
ン
ト
初
級

地
方
財
政

判
断
力
向
上

人
権
啓
発
研
修

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
研
修

J
w
-
c
a
d
初
級

例
規
作
成
実
務
科

人
事
科

会
計
科

147



12 研修支援 

市町村が実施する研修について、要請に応じて可能な範囲で支援した。 

 

（１）研修所講師の派遣 

① 三宅村職員研修 

・ 日程  令和６年１０月３日（木）（１日間） 

・ 内容  公務員倫理（午前：主任・主事向け/午後：課長・係長向け） 

・ 講師  研修所育成課講師 榎本 憲志郎 

② 神津島村職員研修 

・ 日程  令和６年１１月２６日（火）～１１月２７日（水）（２日間） 

・ 内容  政策提案 

・ 講師  研修所育成課講師 杉山 祐介 

 

（２）研修施設の貸出 

市町村の自主的な情報処理研修を支援するため、「東京都市町村職員研修所ＯＡ研修室貸出

要領」に基づき、ＯＡ研修室の貸出しを実施しているが、令和６年度は貸出なし。 

 

 

13 研修情報誌等の発行 

市町村の独自研修支援、研修内容の周知及び研修参加意識向上のため、冊子、ホームページ

等を利用し研修情報を提供した。 

 

（１）研修情報誌「こだま」の発行 

市町村職員の研修参加意識を高めるため、研修情報誌を年１回発行した。 

〇 １１８号（令和６年４月３０日発行） 

 

（２）報告書 

令和６年度 特別研修 スポット研修「政策デザインゼミナール」 研修報告書 

 

 

14 資料室 

研修の参考に資するため、資料室を開放した。 
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令和６年度諸会議及び協議事項 

 

Ⅰ 開催日及び会議内容 
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Ⅰ 開催日及び会議内容 

 

１ 研修連絡会、講師研究会等 

（１） 研修連絡会 

6.５.31（金）  第１回（担当者会）                  

於 東京自治会館 

（全体会） 

議題 

・令和５年度 研修実績 

・令和６年度 第２・四半期研修所研修 

・各団体からの事前調査回答結果について 

・その他 

  

6.８.19（月）  第２回（担当者会）                  

於 東京自治会館 

（全体会） 

議題 

・令和６年度 第３・四半期研修所研修 

・各団体からの事前調査回答結果について 

  

6.11.６（水）  第３回（課長会）                   

於 東京自治会館 

議題 

・令和７年度 研修実施計画（案）の概要 

・令和７年度 研修運営費負担金（案）・研修所予算（案）の概要 

 

6.11.26（火）  第４回（担当者会）                 

Zoom によるオンライン開催 

（全体会） 

議題 

 ・令和７年度 研修実施計画（案）の概要 

 ・令和７年度 研修所予算（案）の概要 

 ・令和６年度 第４・四半期研修所研修 

・各団体からの事前調査回答結果について 

・その他 

 

7.２.28（金）  第５回（担当者会）                  

Zoom によるオンライン開催 

    （全体会） 

議題 

 ・令和７年度 研修実施計画 

 ・令和７年度 第１・四半期研修所研修 

 ・その他 
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（２） 研修担当者研修会 

6.８.19（月）  研修担当者研修会                 

於 東京自治会館 

      テーマ 「人材の育成・確保・定着を図る職員研修の在り方」 

      講師  株式会社ワーク・ライフバランス 二瓶美紀子 村上健太 

  

 

（３） 講師研究会 

6.６.27（木）・28（金）  第１回                   

於 東京自治会館 

議題 

 ・令和 6 年度の研修概要 

 ・令和 6 年度の研修内容[進め方、変更点など] 

 ・その他[意見交換] 

◎６.27（木） 

「係長新任研修（仕事と人のマネジメント）」「政策提案」 

◎６.28（金） 

「中堅職員の役割」「問題解決」 

 

7.２.7（金）  第２回                         

於 東京自治会館 

（全体会） 

  ・令和７年度の実施予定 

  ・各科目を通しての共有事項 

  ・その他 

（研修会） 

   「講師スキルアップ～インストラクション」 

    講師：話し方研究所 代表取締役 福田賢司氏 

（科目別研究会） 

「問題解決」「政策提案」 

「中堅職員の役割」「仕事と人のマネジメント」 
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東京都市町村職員研修所の概要 

 

Ⅰ 名称、位置 

Ⅱ 組織及び事務分掌 

Ⅲ 令和７年度研修所予算 

Ⅳ 研修室の規模 
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Ⅰ 名称、位置 

 

１  名 称  東京都市町村職員研修所 

 

２ 位 置  〒183-0052 東京都府中市新町二丁目７７番地の１（東京自治会館内） 

                   電 話 ：０４２（３８４）６４４４ 

                   ＦＡＸ ：０４２（３８４）７０４２ 

                   ＵＲＬ ：https://www.tskweb.jp/ 

                   E-mail  ：info@tskweb.jp 

  

 

 

 

 

【交通機関】 

１ ＪＲ中央線武蔵小金井駅下車 

                           ・バス 府中駅行 南口①番乗車（約 15分） 

東京自治会館下車 

                             ・徒歩 約 25分 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 京王線府中駅北口下車 

                 ・バス 武蔵小金井駅行 ①番乗車（約 15 分） 

東京自治会館下車 

                    ・徒歩 約 30分
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Ⅱ 組織及び事務分掌 

 

１ 組 織 

 

 

研修連絡会･･････市町村の研修担当部長、課長、係長及びこれらに相当する職にあるものを

もって構成し、研修に関する事項について意見調整を行う。 

専門部会･･････研修連絡会の諮問を受け、研修に関する計画、調査及び研究を行う。 

 

 

２ 事務分掌 

教 務 課  

  研修第一係 

  （１）研修基本方針及び研修実施計画に関すること。 

  （２）法務研修に関すること。 

  （３）自治体経営研修に関すること。 

  （４）デジタル人材育成研修に関すること。 

  （５）専門職研修に関すること。 

  （６）技術職研修に関すること。 

  （７）実務研修に関すること。 

  （８）特別研修に関すること。 

  （９）派遣研修及び委託研修に関すること。 

東 京 市 町 村 
総合事務組合 

総 務 課 

事 業 課 

東京都市町村
職 員 研 修 所 

研 修 第 一 係 

育 成 課 

課 

研 修 第 二 係 

教 務 課 

研修連絡会 

 

専門部会 

会 計 室 

会計室 
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（10）受託研修に関すること。 

（11）研修の企画・運営に必要な調査及び研究に関すること。 

（12）研修連絡会及び専門部会に関すること。 

（13）研修情報誌の発行及び研修所ホームページの運用に関すること。 

（14）市町村独自研修の支援に関すること。 

（15）収入及び支出に関すること。 

（16）文書、図書及び資料の管理に関すること。 

（17）その他、他の課、係に属さないこと。 

 

研修第二係 

（１）職層別研修に関すること。 

（２）講師養成研修に関すること。 

（３）特別研修に関すること（他の係に属するものを除く。）。 

（４）研修の企画・運営に必要な調査及び研究に関すること（他の係に属するものを除く。）。 

 

育 成 課   

（１）研修における講義、指導に関すること。 

（２）研修の科目、教材及び技法の開発並びに改訂に関すること。 

（３）研修に登壇する市町村職員の育成に関すること。 
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 １　歳入予算総括表
　　（単位：千円）

款

1 分担金及び負担金 173,200 173,200 0 0.0

1 負担金 173,200 173,200 0 0.0

2 使用料及び手数料 1 1 0 0.0

2 会議室使用料 1 1 0 0.0

5 繰入金 49,590 42,056 7,534 17.9

2 財政調整基金 49,590 42,056 7,534 17.9

繰入金

6 繰越金 2,524 5,951 △ 3,427 △ 57.6

1 前年度繰越金 2,524 5,951 △ 3,427 △ 57.6

7 諸収入 36,118 36,014 104 0.3

2 受託事業収入 1,038 910 128 14.1

3 振興協会助成金 35,000 35,000 0 0.0

4 雑入 80 104 △ 24 △ 23.1

261,433 257,222 4,211 1.6

 ２　歳出予算総括表
　　（単位：千円）

款

1 議会費 703 706 △ 3 △ 0.4

1 議会費 703 706 △ 3 △ 0.4

2 総務費 52,813 52,341 472 0.9

1 総務管理費 10,739 7,919 2,820 35.6

2 財産管理費 41,997 44,345 △ 2,348 △ 5.3 研修施設管理費分

3 監査委員費 77 77 0 0.0

3 事業費 207,417 203,675 3,742 1.8

1 研修費 207,417 203,675 3,742 1.8

4 予備費 500 500 0 0.0

1 予備費 500 500 0 0.0

261,433 257,222 4,211 1.6

Ⅲ　令和７年度研修所予算

科      目
令和７年度 令和６年度 比較増△減 伸　率 備　　考

項

歳 出 合 計

歳 入 合 計

科      目
令和７年度 令和６年度 備　　考

項

総合事務組合　人件費・共通経
費負担分

総合事務組合　人件費・共通経
費負担分

総合事務組合　人件費・共通経
費負担分

比較増△減 伸　率 
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 ３　市町村負担金一覧

区分 職員割 均等割 令和７年度 令和６年度

市町村名 一般行政職 税務職 福祉職 企業職 計 80% 20% 負担金 負担金
人 人 人 人 人 千円 千円 千円 千円 千円

2,032 208 124 0 2,364 15,212 1,155 16,367 16,537 △ 170

立 川 市 783 71 99 0 953 6,133 1,155 7,288 7,198 90

武 蔵 野 市 699 62 93 20 874 5,624 1,155 6,779 6,791 △ 12

三 鷹 市 692 73 156 0 921 5,927 1,155 7,082 7,036 46

青 梅 市 574 60 0 42 676 4,350 1,155 5,505 5,459 46

府 中 市 886 88 193 24 1,191 7,664 1,155 8,819 8,859 △ 40

昭 島 市 516 46 17 25 604 3,887 1,155 5,042 4,975 67

調 布 市 911 89 145 0 1,145 7,368 1,155 8,523 8,555 △ 32

町 田 市 1,650 153 155 42 2,000 12,870 1,155 14,025 13,939 86

小 金 井 市 399 61 121 0 581 3,739 1,155 4,894 4,917 △ 23

小 平 市 677 71 128 0 876 5,637 1,155 6,792 6,739 53

日 野 市 746 61 135 0 942 6,062 1,155 7,217 7,327 △ 110

東 村 山 市 575 58 92 0 725 4,665 1,155 5,820 5,821 △ 1

国 分 寺 市 492 48 69 0 609 3,919 1,155 5,074 5,046 28

国 立 市 353 41 63 0 457 2,940 1,155 4,095 4,134 △ 39

福 生 市 338 28 0 0 366 2,355 1,155 3,510 3,501 9

狛 江 市 322 33 63 0 418 2,690 1,155 3,845 3,734 111

東 大 和 市 375 33 11 0 419 2,696 1,155 3,851 3,902 △ 51

清 瀬 市 331 31 31 0 393 2,529 1,155 3,684 3,727 △ 43

東久留米市 399 50 83 0 532 3,423 1,155 4,578 4,568 10

武蔵村山市 335 37 0 0 372 2,394 1,155 3,549 3,495 54

多 摩 市 671 57 20 13 761 4,897 1,155 6,052 6,086 △ 34

稲 城 市 358 43 23 25 449 2,889 1,155 4,044 3,986 58

羽 村 市 300 30 0 17 347 2,233 1,155 3,388 3,346 42

あ き る 野 市 411 35 24 0 470 3,024 1,155 4,179 4,063 116

西 東 京 市 731 66 151 0 948 6,100 1,155 7,255 7,237 18

市 計 16,556 1,633 1,996 208 20,393 131,227 30,030 161,257 160,978 279

瑞 穂 町 196 18 0 5 219 1,409 1,155 2,564 2,564 0

日 の 出 町 138 13 0 0 151 972 1,155 2,127 2,131 △ 4

檜 原 村 50 4 0 0 54 348 1,155 1,503 1,498 5

奥 多 摩 町 92 6 0 0 98 631 1,155 1,786 1,775 11

大 島 町 92 8 16 6 122 785 0 785 808 △ 23

利 島 村 19 0 3 3 25 161 0 161 175 △ 14

新 島 村 69 3 11 0 83 534 0 534 543 △ 9

神 津 島 村 49 4 5 0 58 373 0 373 414 △ 41

三 宅 村 57 5 7 1 70 450 0 450 536 △ 86

御 蔵 島 村 10 1 0 1 12 77 0 77 65 12

八 丈 町 90 8 28 17 143 920 0 920 1,034 △ 114

青 ヶ 島 村 13 1 0 0 14 90 0 90 91 △ 1

小 笠 原 村 67 4 18 0 89 573 0 573 588 △ 15

町 村 計 942 75 88 33 1,138 7,323 4,620 11,943 12,222 △ 279

市町村合計 17,498 1,708 2,084 241 21,531 138,550 34,650 173,200 173,200 0

※各市町村の職員数については、令和６年４月１日現在の地方公務員給与実態調査による。

※職員割　　総額の80％　　職員１人当たりは、約6,435円

職　　員　　数
対前年度

八 王 子 市
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Ⅳ 研修室の規模 

 

項    目 本    館 別    館 合   計 

研 修 室 
9 室 739㎡ 

（定員 348 人） 

7 室 782㎡ 

（定員 379 人） 

16 室 1,521㎡ 

（定員 727 人） 

内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

訳 

３０１（演習型）  52㎡（20 人）   52㎡（20 人） 

３０２（演習型）  56㎡（20 人）   56㎡（20 人） 

３０３（演習型）  56㎡（20 人）   56㎡（20 人） 

３０４（演習型）  59㎡（20 人）   59 ㎡（20 人） 

３０５（講義型）  87㎡（45 人）   87㎡（45 人） 

３０６（講義型）  85㎡（45 人）   85 ㎡（45 人） 

３０７（講義型）  85㎡（45 人）   85 ㎡（45 人） 

３０８（講義型）  85㎡（45 人）   85 ㎡（45 人） 

３０９（講義型）  174 ㎡（88人）   174 ㎡（88 人） 

２１１（講義型）   98㎡（40 人）  98 ㎡（40 人） 

２１２（講義型）   98㎡（40 人）  98㎡（40 人） 

３１１（講義型）   98㎡（48 人）  98 ㎡（48 人） 

３１２（講義型）   96㎡（48 人）  96 ㎡（48 人） 

３１３（講義型）   98㎡（48 人）  98㎡（48 人） 

 階 段 研 修 室   194 ㎡(127 人）  194 ㎡(127 人） 

 Ｏ Ａ 研 修 室   100 ㎡（29 人）  100 ㎡（29 人） 
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Ⅰ 東京都市町村職員研修所研修規則 

昭和 63年４月１日組合規則第 23号 

 

東京都市町村職員研修所研修規則 

（目的） 

第１条 この規則は、東京市町村総合事務組合規約（昭和 63 年４月１日東京都知事許可）

第３条第５号に定める市町村が共同で実施する職員の研修（以下「研修」という。）に関

し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（実施機関等） 

第２条 研修は、東京都市町村職員研修所（以下「研修所」という。）が実施する。 

２ 研修の実施など研修所の管理運営は、東京都市町村職員研修所長（以下「所長」という。）

が行う。 

（研修理念） 

第３条 研修は、地方自治の本旨に基づき、民主的な行政を推進し、住民のために常に考え

行動する職員の育成を図るため、高度の知識・技能を修得するとともに、それを組織の中

で十分活かせる職員づくりを目指すものとする。 

（研修の区分及び実施方法） 

第４条 研修は、研修目的により、次の区分とする。 

(１) 職層別研修 職層毎に（新たに）求められる基礎的知識及び必要能力の向上を図る

ことを目的として実施する研修 

(２) 講師養成研修 講師の養成及び独自研修の支援を図ることを目的として実施する

研修 

(３) 法務研修 法務能力の向上を図ることを目的として実施する研修 

(４) 自治体経営研修 政策形成、政策法務及び政策財務能力の向上を図ることを目的

として実施する研修 

(５) デジタル人材育成研修 デジタル分野の知識、技術の向上を図ることを目的とし

て実施する研修 

(６) 専門職研修 専門職に求められる専門知識、技術の向上を図ることを目的として

実施する研修 

(７) 技術職研修 一般技術職に求められる専門知識、技術の向上を図ることを目的と

して実施する研修 

(８) 実務研修 実務の専門家に求められる専門知識の向上を図ることを目的として実

施する研修及び試行的又は時限的に実施する研修 

(９) 特別研修 職員の自己啓発の支援を図ることを主たる目的として実施する研修及

び試行的又は時限的に実施する研修 
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２ 前項に掲げる研修は、その目的等に応じ、次の方法により実施する。 

(１) 集合研修 研修所等を会場として研修生が集合して実施する研修方法 

(２) オンライン研修 実施中の研修の映像や研修所が提供するあらかじめ録画された

講義動画を各職場等において視聴する等により実施する研修方法 

(３) その他管理者が研修目的の達成のため適当と認める研修方法 

（研修連絡会） 

第５条 研修に関し、組織市町村の意見調整を行うため研修連絡会を置く。 

２ 研修連絡会に関する事項は、管理者が別に定める。 

（研修計画） 

第６条 研修計画は、研修基本方針及び毎年度の研修実施計画とし、管理者が策定する。 

２ 研修計画の策定に当たっては、研修連絡会の意見を聴かなければならない。 

３ 管理者は、研修計画を策定したときは、組織市町村長に報告するものとする。 

（研修生の推薦及び決定） 

第７条 研修を受ける者（以下「研修生」という。）は、組織市町村長の推薦した者のうち

から所長が決定する。 

（研修生の服務） 

第８条 研修生は、研修期間中、所長の定める規律に従い誠実に研修を受けなければならな

い。 

２ 所長は、研修生が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、当該研修生の所属す

る組織市町村長と協議のうえ退所又は受講を中止させることができる。 

(１) 所長の定める規律に違反し、改める見込みのないとき。 

(２) 公務員としての信用を失墜させる行為のあったとき。 

(３) 心身の故障により研修を受けることに耐えられないと認めたとき。 

(４) 前各号のほか、特別の事情により退所又は受講を中止させることが適当と認めた

とき。 

３ 所長は、前項により研修生に退所又は受講の中止を命じたときは、その旨を当該研修生

の所属する組織市町村長に速やかに通知しなければならない。 

（研修の修了） 

第９条 所長は、所定の研修課程の全部を受講した者を研修修了者（以下「修了者」という。）

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する者で所長が認めた者は修了者とするこ

とができる。 

(１) 集合研修において、一部の研修を除き、業務都合、疾病、災害及びその他所長がや

むを得ないと認める事由により、所定の研修課程の２割未満を欠席した者 

(２) 集合研修とオンライン研修の双方により研修課程が構成される研修において、前

号と同様の事由により集合研修による課程の２割未満を欠席した者 
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３ 前２項の規定にかかわらず、受講態度不良等の理由により、修了者とすることが適当で

ないと所長が認めた者は、修了者としないことができる。 

（研修実施結果の報告） 

第 10条 所長は、研修終了後、研修生の勤怠状況その他必要と認めた事項を当該研修生の

所属する組織市町村長に報告しなければならない。 

（研修記録） 

第 11条 所長は、研修の経緯を研修記録として作成し、保管しなければならない。 

（他の研修機関等との協力関係） 

第 12条 管理者は、研修の能率を高めるため、他の研修機関と共同して研修を実施するこ

とができる。 

２ 管理者は、国及び他の地方公共団体並びにその他の団体等（以下、「他団体」という。）

との協議に基づき、組織市町村職員以外の者を研修に参加させ、又は組織市町村職員を他

団体が実施する研修に参加させることができる。 

（様式等） 

第 13条 所長は、研修生の推薦等に必要な様式または電子システムを整備しなければなら

ない。 

（細則） 

第 14条 この規則の実施に関し必要な事項は、管理者が定める。 

２ 所長は、それぞれの研修の実施について必要な事項を定めることができる。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３年３月４日組合規則第３号） 

この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成８年３月 22日組合規則第２号） 

この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成 12年３月 22日組合規則第１号） 

この規則は、平成 12年４月１日から施行する。 

附 則（平成 22年３月 31日組合規則第５号） 

この規則は、平成 22年４月１日から施行する。 

附 則（平成 23年３月 24日組合規則第５号） 

この規則は、平成 23年４月１日から施行する。 

附 則（平成 28年２月 18日組合規則第４号） 

この規則は、平成 28年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年２月 13日組合規則第１号） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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Ⅱ 研修連絡会ブロック別一覧表 

 

 

第１ブロック（５団体） 

構 成 八王子市 町田市 日野市 多摩市 稲城市 

幹 事 
正：日野市 

副：多摩市 

 

第２ブロック（６団体） 

構 成 立川市 青梅市 昭島市 福生市 羽村市 あきる野市 

幹 事 
正：立川市 

副：青梅市 

 

第３ブロック（８団体） 

構 成 
武蔵野市 三鷹市 府中市 調布市 小金井市 国分寺市 

国立市 狛江市 

幹 事 
正：小金井市 

副：府中市 

 

第４ブロック（７団体） 

構 成 
小平市 東村山市 東大和市 清瀬市 東久留米市 

武蔵村山市 西東京市 

幹 事 
正：東村山市 

副：東大和市 

 

第５ブロック（４団体） 

構 成 瑞穂町 日の出町 檜原村 奥多摩町 

幹 事 
正：檜原村 

副：奥多摩町 

 

第６ブロック（９団体） 

構 成 
大島町 利島村 新島村 神津島村 三宅村 御蔵島村 

八丈町 青ヶ島村 小笠原村 

 

注：幹事は令和７年度 
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Ⅲ　東京都市町村の職員数及び人口

（単位：人）

職員数 人口
市町村制
施行日

郵便番号 所在地 電話番号

八 王 子 市 2,911 558,516 大6.9.1 192-8501 八王子市元本郷町３－２４－１ 042-626-3111

立 川 市 1,072 186,154 昭15.12.1 190-8666 立川市泉町１１５６－９ 042-523-2111

武 蔵 野 市 952 147,987 昭22.11.3 180-8777 武蔵野市緑町２－２－２８ 0422-51-5131

三 鷹 市 1,046 190,296 昭25.11.3 181-8555 三鷹市野崎１－１－１ 0422-45-1151

青 梅 市 1,527 128,919 昭26.4.1 198-8701 青梅市東青梅１－１１－１ 0428-22-1111

府 中 市 1,345 260,845 昭29.4.1 183-8703 府中市宮西町２－２４ 042-364-4111

昭 島 市 648 115,610 昭29.5.1 196-8511 昭島市田中町１－１７－１ 042-544-5111

調 布 市 1,315 239,183 昭30.4.1 182-8511 調布市小島町２－３５－１ 042-481-7111

町 田 市 2,904 429,800 昭33.2.1 194-8520 町田市森野２－２－２２ 042-722-3111

小 金 井 市 658 125,047 昭33.10.1 184-8504 小金井市本町６－６－３ 042-383-1111

小 平 市 955 196,522 昭37.10.1 187-8701 小平市小川町２－１３３３ 042-341-1211

日 野 市 1,471 188,385 昭38.11.3 191-8686 日野市神明１－１２－１ 042-585-1111

東 村 山 市 788 151,630 昭39.4.1 189-8501 東村山市本町１－２－３ 042-393-5111

国 分 寺 市 672 129,329 昭39.11.3 185-8501 国分寺市泉町２ー２－18 042-325-0111

国 立 市 502 76,016 昭42.1.1 186-8501 国立市富士見台２－４７－１ 042-576-2111

福 生 市 395 56,537 昭45.7.1 197-8501 福生市本町５ 042-551-1511

狛 江 市 442 82,005 昭45.10.1 201-8585 狛江市和泉本町１－１－５ 03-3430-1111

東 大 和 市 453 84,991 昭45.10.1 207-8585 東大和市中央３－９３０ 042-563-2111

清 瀬 市 438 75,024 昭45.10.1 204-8511 清瀬市中里５－８４２ 042-492-5111

東久留米市 594 116,224 昭45.10.1 203-8555 東久留米市本町３－３－１ 042-470-7777

武蔵村山市 391 70,598 昭45.11.3 208-8501 武蔵村山市本町１－１－１ 042-565-1111

多 摩 市 841 148,127 昭46.11.1 206-8666 多摩市関戸６－１２－１ 042-375-8111

稲 城 市 898 93,891 昭46.11.1 206-8601 稲城市東長沼２１１１ 042-378-2111

羽 村 市 366 54,101 平3.11.1 205-8601 羽村市緑ケ丘５－２－１ 042-555-1111

あきる野市 479 79,172 平7.9.1 197-0814 あきる野市二宮３５０ 042-558-1111

西 東 京 市 1,046 206,115 平13.1.21 188-8666 西東京市南町５－６－１３ 042-464-1311

市 計 25,109 4,191,024 － － － －

瑞 穂 町 226 31,991 昭15.11.10 190-1292 西多摩郡瑞穂町大字箱根ケ崎２３３５ 042-557-0501

日 の 出 町 153 16,025 昭49.6.1 190-0192 西多摩郡日の出町大字平井２７８０ 042-597-0511

檜 原 村 64 1,922 明26.4.1 190-0212 西多摩郡檜原村４６７－１ 042-598-1011

奥 多 摩 町 129 4,495 昭30.4.1 198-0212 西多摩郡奥多摩町氷川２１５－６ 0428-83-2111

大 島 町 150 6,791 昭30.4.1 100-0101 大島町元町１－１－１４ 04992-2-1443

利 島 村 32 299 大12.10.1 100-0301 利島村２４８ 04992-9-0011

新 島 村 115 2,407 昭29.10.1 100-0402 新島村本村１－１－１ 04992-5-0240

神 津 島 村 77 1,732 大12.10.1 100-0601 神津島村９０４ 04992-8-0011

三 宅 村 113 2,200 昭31.2.1 100-1212 三宅島三宅村阿古４９７ 04994-5-0981

御 蔵 島 村 17 301 大12.10.1 100-1301 御蔵島村字入かねが沢 04994-8-2121

八 丈 町 245 6,823 昭30.4.1 100-1498 八丈町大賀郷２５５１－２ 04996-2-1121

青 ヶ 島 村 22 160 明41.4.1 100-1701 青ヶ島村無番地 04996-9-0111

小 笠 原 村 127 2,500 昭43.6.26 100-2101 小笠原村父島字西町 04998-2-3111

町 村 計 1,470 77,646 － － － －

合 計 26,579 4,268,670 － － － －

※職員数は令和５年４月１日現在　　「東京都区市町村年報2023（第51号）　東京都総務局行政部」

※人口は令和７年２月１日現在　　　「住民基本台帳による世帯と人口　東京都総務局統計部」
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